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第１章 前期基本計画の策定趣旨等 

１ 前期基本計画の趣旨 

 令和３年度から計画期間を 10 年間として定めた東金市第４次総合計画では、本市の

目指すべき将来像を「豊かな自然と伝統を守り 未来へ続く My City 東金」と定めま

した。 

また、まちづくりの基本理念として、「未来へ向かいポテンシャルを最大限に活かし

たまち」「誇りと愛着を持って暮らせるまち」「地域と共に手を携え歩むまち」の３つを

掲げています。 

 このまちづくりの基本理念に即した将来像の実現に向け、この基本計画の特色である

「とうがね 10 年の経営重点戦略」に位置付けた経営重点事業など、とりくむべき具体

の施策・主要事業を明確化するとともに、人口減少社会における対応戦略である「東金

市まち・ひと・しごと創生 総合戦略」に位置付けた総合戦略事業などの表記も加え、

総合的な基本計画として策定しました。 

  

２ 前期基本計画の期間 

 本計画は、変化の激しい社会情勢から乖離しないよう、また必要に応じて施策の方針

転換等、柔軟に対応できるよう 10 年の総合計画の期間を前期・後期のそれぞれ５ヶ年

の期間に分け、実効性のある基本計画とします。 

 よって、前期基本計画は令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）まで

を計画期間とします。 

 

３ 前期基本計画の構成 

 本計画は、基本構想において定めた「まちづくりの柱」（施策大綱）に基づき、計画

期間内に実施または実施に向けて進めていく主要事業を施策ごとに示します。 

 なお主要事業の内、第４次総合計画の特色である「とうがね 10 年の経営重点戦略」

に位置付けた事業についても施策ごとに明示します。 
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第２章 現状と課題 

１ 産業と財政状況 

（１）産業・経済の状況 

産業別就業人口構成より市の産業構造をみると、「卸小売業」が最も多く、商業都市

の性格が比較的強いと言えます。「製造業」がこれに次ぎ、東金インターチェンジ付近

に整備された千葉東テクノグリーンパークや工業団地等への企業立地が貢献している

と考えられます。 

このほか、「建設業」、「医療・福祉」等の就業人口が比較的多くなっていますが、「電

気・ガス・熱供給・水道業」や「教育・学習支援業」等を除く多くの産業で、就業・従

業比が 100％を下回り、労働力の市外流出が見受けられます。その中で、「卸売業・小

売業」は就業・従業比が 100％に近く、従業地ベースでは特に商業の比重が高と言えま

す。特に商業においては、JR 東金駅東側の東金ショッピングセンターサンピアや国道

126 号沿いの沿道型商業施設等が高い集客力を持つ一方で、旧国道 126 号沿いの商業

地の停滞が見られます。 

 

産業別従業者数 

総数、第一次産業、第二次産業、第三次産業の表示は、右グラフ「就業・従業比(%)」のみ。 

就業・従業比(%)は、従業地÷常住地により算出。   

資料：平成 27 年国勢調査  
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また、経済センサス活動調査による事業所の数及び従業者数でみても、「卸売・小売

業」が事業所数、従業者数ともに最多であり、従業者数では「製造業」がこれに次いで

います。ただし、事業所数では、「宿泊・飲食サービス業」が２位であり、以下、「建設

業」、「生活関連サービス業・娯楽業」の順で続くことから、「製造業」は、比較的規模

の大きい事業所が立地していることを示しています。 

 

産業大分類別事業所及び従業者数 

観光面では、八鶴湖、雄蛇ケ池などが市民の憩いの場を兼ねた資源となっているほ

か、道の駅「みのりの郷東金」は年間約 710,000 人の利用者がおり、本市を代表する

集客拠点として機能しています。 

 

観光施設の概要 

名称

八鶴湖（東金桜まつり）

山王台公園（初日の出）

雄蛇ケ池

東千葉カントリークラブ　36ホール

新千葉カントリー倶楽部　54ホール

道の駅みのりの郷東金 田間 710,650 3

資料:商工観光課　＊全体（東金市、山武市）230ha

資料：令和元年東金市統計書

滝 76,522 106

家之子 106,572 ＊137

東金 500 1

田中 4,626 69

　 令和元年12月現在

所在地 年間推定利用者数（人） 面積（ha.）

東金 86,000 4

総数 2,322 23,783

産業大分類
平成28年

事業所数 従業者数

第1次産業 23 312

農業、林業 23 312

漁業 － －

第2次産業 420 5,371

鉱業、採石業、砂利採取業 － －

建設業 254 1,467

製造業 166 3,904

第3次産業 1,879 18,100

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業 1 98

情報通信業 9 17

運輸業、郵便業 53 1,114

卸売業、小売業 596 5,147

金融業、保険業 39 428

不動産業、物品賃貸業 139 466

学術研究、専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 73 372

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業 293 2,346

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯楽業 249 1,647

教育、学習支援業 68 868

資料： 平成28年経済センサス活動調査

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの) 177 2,426

医療、福祉 167 2,761

複合ｻｰﾋﾞｽ事業 15 410
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（２）財政状況・財政見込み 

歳入・歳出の状況は、おおむね 200 億円から 250 億円で推移しています。歳入の主

要財源である地方税は、平成 28 年度の約 78 億円をピークとして、平成 29 年度以降は

75 億円程度で推移しています。 

歳出は、は、人件費や扶助費※などの義務的経費※が歳出総額の約半分を占めており、

人口減少や少子高齢化の影響により、さらに増加していくと見込まれます。 

 

歳入の状況 

  

歳出の状況 

義務的経費：市の歳出のうち、その支出が義務づけられ、簡単に削減することができない経

費のこと。人件費、扶助費、公債費から構成される。 

扶助費   ：生活保護法、児童福祉法などの法令に基づいた生活保護費や児童手当などの

支給や、市が単独で行う各種扶助のための経費のこと。 
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前期基本計画の計画期間の５ヵ年における財政推計において歳入見込みを算出し、

その総量額のなかで歳出見込みを組み込むこととしました。 

令和３年度から令和７年度までの５ヵ年間の財政の見通しは、次表のとおりです。 

 

歳入（性質別） 

 

歳出（目的別） 

 

項  目 
前期基本計画  

計画額（百万円） 

市税 市民税、固定資産税、都市計画税など 37,855 

地方譲与税 地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税など 1,280 

各種交付金 地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金など 8,206 

地方交付税 財源の不均衡調整をし一定サービスを確保するための歳入 17,469 

国庫支出金 各制度、事業の国の補助 16,264 

県支出金 各制度、事業の県の補助 8,170 

繰入金 財政調整基金の活用 11 

繰越金 前年度繰越金 1,033 

市債 道路、教育施設などの整備の起債 5,266 

その他歳入 分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、諸収入 3,565 

歳入計 99,119 

本計画の章別等 
前期基本計画   

計画額（百万円） 
割合（％） 

１ 子どもたちの今と未来を創る   

２ 稼ぎ・賑わうまちを創る   

３ 街・道・自然が織り成す市域を創る   

４ 安心で健やかな暮らしを創る   

５ こころ豊かなひとを創る   

６ 計画の実現に向けて   

７ まちづくりの基礎・土台   

歳出計  100.0 



7 
 

第３章 前期基本計画の基本方針 

１ 時代の変化に対応した基本計画の策定 

（１）前総合計画期間から続く時代の流れ 

令和２年度までを計画期間とする第３次総合計画では、全体の計画期間を 20 年とし

た中で第１期から第４期までそれぞれ５年間の基本計画を策定し、基本構想の実現に向

けて取り組みました。この間、バブル経済後の長期経済不況や情報化の著しい進展に加

え、東日本大震災等大規模災害や新型コロナウイルス感染症など、予測できない社会情

勢の変化がありました。 

また全国的な人口構造の変化により、人口減少社会と少子高齢社会に突入し、今日に

おいてもより深刻な状況として続いています。 

 

（２）基本計画策定の基本的方向性 

 このような様々な要因に対処するため、新たな市民サービスの提供も必要となり、そ

のためには限りある財源のより効率的な配分や市民との協働の推進など、より今の時代

に即した行政運営の手法が必要となっています。 

 

（３）「とうがね 10 年の経営重点戦略」 

前期・後期を通じて基本計画では、令和 12 年に「東金市の将来像の実現」を目指し、そ

の実現のための仕組みづくりに実効性をもって取り組むため、従来の行政運営の視点に加

え経営的な視点を重視した「とうがね 10 年の経営重点戦略」を基本計画に導入します。 

本市の特色や強みに対して活かし・伸ばす取組み（投資）を行い、市の活性化と雇用の場

や税収が増える稼ぎ・貯める事につなげ、さらに得た財源を有効に活用する視点（発展）で

事業を進めます。 

このように、「投資」と「発展」が好循環し、本市が将来にわたって維持・発展につなが

る取組みを経営重点事業と位置づけ推進していきます。 

 

（４）まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 本市では、平成２７年９月に人口減少・超高齢化社会に対応するため、「東金市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、２０６０年の人口目標を掲げた人口ビジ

ョンを実現するため、総合戦略事業に取り組んできました。 

 この総合戦略事業の計画期間は、平成２７年度から令和元年度を予定しておりまし

たが、市の最上位計画である「第４次東金市総合計画」が令和３年度を始期とした計

画期間となるため、当初計画期間を１年延長し令和２年度までとし、「第２期総合戦

略」を第４次東金市総合計画の中に位置づけ、一体的に推進していきます。 

 

（５）ＳＤＧｓの考え方 

 本基本計画における各施策の方向性は、スケールは違うものの、ＳＤＧｓの基本理

念と重なるものと考えております。そのため、基本計画を推進することでＳＤＧｓの

達成を目指していきます。 
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第４章 とうがね１０年の経営重点戦略 

１ 経営重点戦略の趣旨と位置付け 

 前述の前期基本方針にも示したとおり、令和 12 年を目標年度に掲げた「東金市の将

来像の実現」を目指し、その実現のための仕組みづくりに実効性をもって取り組むた

め、従来の行政運営の視点に加え経営的な視点を重視した「とうがね 10 年の経営重点

戦略」に基づく「重点戦略事業」を基本計画に位置付け、推進を図ります。 

 

 

 

２ 重点戦略事業 

 前期基本計画において、下記事業を重点戦略事業に位置付け、推進を図ります。 

 

 

（１）子育て支援の充実 
 様々なステージにおける子育て支援を充実させることで、子どもを産み育てやすい

環境の整備を図り、賑わいのある活力に満ちたまちづくりを進めます。 

 

● 基本型利用者支援事業      27 ページ 

子どもや保護者の身近な場所で、「妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援」を

実施します。 

● 母子包括支援事業        28 ページ 

妊娠・出産期及びその後の子育て期を通して切れ目のない支援体制を整備するた

め、産前サポート事業としてのマタニティサロンや妊婦電話、産後ケア事業を実施し

ます。 

● 幼保再編事業          33 ページ 

公立認定こども園への転換、民設民営認定こども園の誘致を進めます。また、多様

化する保育ニーズに柔軟に対応するため、幼児教育・保育の環境整備を推進します。 

 

（２）学校教育の充実と人材育成の推進 

 人口減少社会やグローバル化の進展、ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど、教育を取り巻く

環境は急激に変化しており、学校教育も未来を見据えた見直しが必要です。併せて、

高度なデジタル時代だからこそ求められる「人間性」を育み、よりよい学校教育を通

じてよりよい社会を創ります。社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、次代を担う子

どもたちが「高い志」を持ち、人生を主体的に切り拓くための学びを確立します。本

市の教育資源を最大限に生かしながら、市民としての誇りを高め、本市から幅広い分

野で活躍する人材の育成を進めます。 

 

● 学習サポーター事業        39 ページ 

市内小中学校に学習サポーター（仮称）を配置し、少人数教育の推進、個別支援の充実

を図り、きめ細かな教育を推進します。 

● コンピュータ事業                  39 ページ 

ＧＩＧＡスクール構想の推進と１人１台端末の運用、プログラミング教育等の教材整備

やＩＣＴ支援員の配置を図り、ＩＣＴ教育の推進に努めます。 
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● 教育資源等の活用事業             43 ページ 

本市の有する歴史・文化・スポーツなどのさまざまな教育資源や地域人材を活用

し、こどもたちが、将来への夢や希望を育み、生き生きと活動できる事業を展開しま

す。 

 

（３）新たな企業誘致の推進 
 首都圏中央連絡自動車道や国道 126 号、千葉東金道路の結節点となる東金インター

チェンジ周辺などの産業拠点としてのさらなる発展、関係機関との連携による新しい

産業用地整備やスマートインターチェンジ建設による新規立地の促進、企業を誘致す

るための補助制度の創設により、企業誘致を積極的に進め、産業の活性化を図りま

す。 

 

● 企業誘致推進事業         49 ページ 

企業が市内で工場等を操業した際の「新規立地に対する補助」及び市内立地企業によ

る「再投資に対する補助」を創設し、新しい形の企業誘致を推進します。 

● 産業用地整備事業         49 ページ 

県、市、民間事業者３者の協働により、圏央道周辺等に産業用地整備を進めます。 

 

（４）農業経営の強化・安定による農林業の発展 
 農地・農村や森林は、食料や生活資材の供給の場に留まらず、自然環境の保全や水

源の涵養など多面的な機能も有しており、将来にわたり持続可能な取組みが必要で

す。そのため、農業用施設の整備や地域主体の活動を支援するとともに、農用地の利

用集積や経営体の育成支援、道の駅の有効活用等により、生産者の経営の安定化など

を進めます。 

 

● 農用地利用集積事業・多面的機能発揮促進事業        51・52 ページ 

生産者の高齢化、担い手不足、農地の保全・活用といった課題に対し、農用地利用

集積事業、農地中間管理事業を推進するともに、人・農地プランの策定支援や基盤整

備事業の検討などを進めることで、生産基盤と経営基盤の強化を図ります。 

● みのりの郷東金維持管理事業                55 ページ 

産業交流拠点施設である「道の駅みのりの郷東金」を核として、東金産の農産物や

加工品の販売、情報発信等を推進し、生産者の経営の安定と農商工及び観光の連携に

よる産業振興を図ります。 

 

（５）公共交通ネットワークの再編 
 市民満足度の低い公共交通ネットワークの改善を図るため、あらゆる交通資源に着

目し、市内公共交通網の再編に取り組みます。 

 

● 総合交通計画推進事業    77 ページ 

魅力あるまちづくりを進めるため、市内各地区と中心市街地を結ぶ交通網の再編に

取り組みます。 

● 乗り継ぎ拠点整備事業    79 ページ 

広域交流による賑わい創出と移動しやすい活力あるまちとするため、多様な交通手

段を相互に連携させる乗り継ぎ拠点の整備を進めます。  
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第５章 第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略 

１ 総合戦略策定の趣旨 

 国では、人口減少・超高齢化という日本が直面する大きな課題に対し、地域がそれぞ

れの特徴を活かし、持続可能な社会を創生するため、平成 26 年に「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を閣議決定しました。 

 東金市では、このような国の方針を受け、人々が安心して生活を営み、子どもを生み

育てられる社会環境をつくり出すことで、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「し

ごと」を呼び込む好循環を作り出すことで、「まち」に活力を取り戻し、人口減少に歯

止めをかけることを目的に、地方版の総合戦略として「東金市 まち・ひと・しごと総

合戦略」平成 27 年に策定しました。 

 

２ 総合計画における位置付け 

 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、市の最上位計画である総合計画の中のまち・

ひと・しごと創生に資する施策や事業を総合戦略事業として位置付け、総合戦略独自の

指標である「重要業績評価指標（KPI）」をもって、実施するものです。 

 総合戦略は、平成 27 年の策定時には個別計画として策定しましたが、戦略の方針や

事業計画など整合性を図っていく必要があるため、第４次総合計画の策定に合わせ、基

本計画において示すものです。 

 

３ 基本目標と施策 

 本市の目指すべき将来像である「豊かな自然と伝統を守り 未来へ続く My City 東

金」を実現するための戦略的展開に向けたキーワードを踏まえ、次の５本柱からなる基

本目標を設定します。 

 

(１) げんきづくり  for Vitalization ～魅力あるまちをＰＲして人を呼び込む～ 

 

(２) みらいづくり  for Generation ～子育てのしやすい環境を整える～ 

 

(３) まちづくり   for Comfortable City ～住みやすいまちをつくる～ 

 

(４) しごとづくり  for Job Creation ～地域に雇用を創出し働きやすい環境を整える～  

 

(５) きずなづくり  for Friendship  ～地域間の連携を目指して～ 
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 ５つの基本目標に対する施策を以下のように定めます。 

 

まち・ひと・しごと創

生総合戦略の基本目標 
施策 

(１) げんきづくり 

for Vitalization 

～魅力あるまちをＰＲ

して人を呼び込む～ 

１ 学園のまちの特色を生かし、市民と大学等教育機関が連

携し、まちを活性化する。 

２ 首都圏の近郊に位置する便利な立地特性を活かし、人が

訪れたくなるような魅力をＰＲする。 

３ 地域の魅力を高め、地域力を底上げして、まちを明るく

元気にする。 

(２) みらいづくり 

for Generation 

～子育てのしやすい環

境を整える～ 

１ 安全面や経済面から子育て世帯を支援する。 

２ 出会いから子育てまで切れ目なく支援する。 

３ 教育・保育の現場と地域・家庭が一体となって子どもを

育てる。 

４ 働きながら生み育てやすい環境をつくる。 

(３) まちづくり 

for Comfortable City 

～住みやすいまちをつ

くる～ 

１ 時代の変化に適応した安全で便利なまちにする。 

２ 市民や来訪者など多様な人が集まる拠点や魅力スポッ

トをつくる。 

３ 市と市民が協働して安心して住み続けられるまちをつ

くる。 

４ 快適な住まいの場を提供し、新たな定住者を迎え入れ

る。 

(４) しごとづくり 

for Job Creation 

～地域に雇用を創出し

働きやすい環境を整え

る～ 

１ 豊かな地域資源の活用や新技術の導入により、時代が求

める産業を地域から生み出す。 

２ 人の流れを促し雇用を創出する新たな産業の導入・育成

を図る。 

３ 多様な選択肢が可能となるような生活と仕事の両立に

向けた取組みを進める。 

４ ニーズが高い健康・福祉部門を充実させながら雇用を創

出する。 

(５) きずなづくり 

for Friendship 

～地域間の連携を目指

して～ 

１ ともに生活する地域がひとつになり、水準を落とさずに

効率的に運営する。 

２ 便利で快適、安心・安全な暮らしを確保する地域のつな

がりと絆を深める。 



12 
 

４ 実施予定事業 

（１）げんきづくり for Vitalization 

①基本目標 

～魅力あるまちをＰＲして人を呼び込む～ 

 

将来にわたってまちの活力を維持するためには、東金市民が愛着をもって住み続

け、また東金市に魅力を感じ、新たに住んでみたいと思う人を増やしていくことが重

要です。 

そのため、“魅力あるまちをＰＲして人を呼び込む”をスローガンに掲げ３つの施

策を推進します。 

 

数値目標 基準値 目標値 

東金市に「わたしのまち（My City）」とい

った愛着を感じている市民の割合 
63.9％(Ｒ１) 70％(Ｒ７) 

 

②施策１ 

学園のまちの特色を生かし、市民と大学等教育機関が連携し、まちを活性化する。 

 

東金市と城西国際大学は、平成 25 年に包括連携協定を締結し、様々な分野で連携

をはかっており、今後更に「げんきづくり」のための活力となりえる大学生を中心と

した連携や、情報発信を進めていきます。また、市内には、３つの高等学校や農業大

学校、高等技術専門校、特別支援学校なども存在しており、これらの特色ある学校の

技術や若い力を「げんきづくり」に活用できる取り組みも進めていきます。 

総合戦略事業 

生涯学習講座事業                        127 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

大学等と連携したイベントの参加人数 3,233 人(Ｒ１) 4,000 人(Ｒ７) 

活気ある街だと思う市民の割合 ―％(Ｈ31) 60％(Ｒ７) 
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（１）げんきづくり for Vitalization 

②施策２ 

首都圏の近郊に位置する便利な立地特性を活かし、人が訪れたくなるような魅力

をＰＲする。 

 

東金市の位置的条件や道路交通網の利便性を「強み」として打ち出し、また自然・

歴史・文化・産業などの情報を効果的に発信し、交流人口、関係人口、移住人口の増

加に努めます。 

 

総合戦略事業 

観光ＰＲ事業                          61 ページ 

広報事務                            151 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

観光入込客数 1,330,000 人(Ｒ１) 1,500,000 人(Ｒ７) 

市ホームページの年間アクセス件数 403,913 件(Ｒ２) 444,000 件(Ｒ７) 

 

②施策３ 

地域の魅力を高め、地域力を底上げして、まちを明るく元気にする。 

 

定住人口の減少に歯止めをかけるには、市外からの人の呼び込みのほかに、本市に

住んでいる人が、将来にわたって住み続けることが重要と考えます。また経済面での

げんきづくりや、地域の活性化についても推進していきます。 

 

総合戦略事業 

地区公民館のコミュニティセンターへの転換            155 ページ 

公民館主催事業                         128 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

区（自治会）の加入率 63.28％(Ｒ１) 70％(Ｒ７) 

中央公民館利用団体者数 58 団体(Ｒ１) 67 団体(Ｒ１) 

地区公民館利用団体者数 132 団体(Ｒ１) 136 団体(Ｒ７) 
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（２）みらいづくり for Next Generation 

①基本目標 

～子育てしやすい環境を整える～ 

人口減少社会の一つの要因として女性の社会進出などによる晩婚化・晩産化が考え

られます。 

2018 年の厚生労働省の調査では、女性の初婚年齢は、29.4 歳で、1995 年の同調査

は 26.3 歳でしたので、この約 20 年間に晩婚化が進んだ状況が伺えます。 

そのため、“子育てしやすい環境を整える”をスローガンに掲げ、以下の４つの施

策を推進します。 

 

数値目標 基準値 目標値 

この地域でこの今後も子育てをしていき

たいと思う親の割合 
90.5％(Ｒ２) 93％(Ｒ７) 

 

②施策 1 

安全面や経済面から子育て世帯を支援する。 

 

安全で安心して子育てができ、また家庭の経済的な事情に左右されず、誰もが出産・

子育ての希望を叶えられるための必要な支援を行います。 

 

総合戦略事業 

子ども医療費扶助事業                       27 ページ 

放課後児童健全育成事業                      28 ページ 

保育所・認定こども園運営事業                   37 ページ 

児童館運営事業                          27 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

待機児童の解消 14 人(Ｒ２) ０人(Ｒ７) 

学童クラブ入所待機児童数 ５人(Ｒ２) ０人(Ｒ７) 
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（２）みらいづくり for Next Generation 

②施策２ 

出会いから子育てまで切れ目なく支援する。 

 

人口減少の流れに歯止めをかけるためには、転入転出による社会増減の改善に加

え、自然増減の改善も重要です。そのため、出会いから結婚・出産・子育てまで切れ

目なく支援し、より多くの方が結婚・出産の希望を叶え、子どもを生み育てられる取

組みを行います。 

 

総合戦略事業 

第２期東金市子ども・子育て支援事業計画の進行と次期計画策定    31 ページ 

母子健康診査事業                         28 ページ 

母子健康相談・教育事業                      28 ページ 

母子包括支援事業                         28 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

地域子ども・子育て支援事業の実施状

況 
―事業(Ｒ２) ９事業(Ｒ７) 

産後に助産師や保健師等からのケアを

受けることができた者の割合 
86.3％(Ｒ２) 90％(Ｒ７) 

 

②施策３ 

教育・保育の現場と地域・家庭が一体となって子どもを育てる。 

 

全ての親が子育てに関する悩みや不安の解消を図り子育てができるよう、保育や教

育の現場と地域や家庭が連携して、それらの不安の解消に努め、子どもたちの明るい

未来や希望をもって子育てができる環境づくりを進めます。 

 

総合戦略事業 

放課後子ども教室推進事業                     46 ページ 

基本型利用者支援事業                       27 ページ 

教育資源等のの活用事業                      43 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

放課後子ども教室に参加する児童の割

合 
34％(Ｒ１) 50％(Ｒ７) 

長欠児童生徒数 128 人(Ｒ２) 68 人(Ｒ２) 
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（２）みらいづくり for Next Generation 

②施策４ 

働きながら生み育てやすい環境をつくる。 

 

女性の社会進出が進む中で、子育てをしながら働きやすいまちづくりは、少子化対

策として重要であり、将来にわたって持続可能な社会をつくる上でも有効です。 

よって、子育てしながら働くことができる働き方改革を促進するなど、安心して子

どもを生み育てながら働き続けられる環境づくりを進めます。 

 

総合戦略事業 

幼保再編事業                           33 ページ 

母子健康相談・教育事業                      28 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

公立認定こども園に転換した施設 １施設(Ｒ２) ３施設(Ｒ７) 

民間移行により開園した認定こども園 なし(Ｒ１) １施設(Ｒ７) 
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（３）まちづくり for Comfortable City  

①基本目標 

～住みやすいまちをつくる～ 

活力あるまちであり続けるためには、市外からの人の呼び込みを促進していくこと

はもとより、現在東金市に暮らしている人が暮らしやすいと感じられることが肝要で

す。 

そのためには、ソフト的な取り組みのほか、道路交通網など都市基盤の整備も重要

であり、”住みやすいまちをつくる”をスローガンに掲げ、以下の４つの施策を推進し

ます。 

 

数値目標 基準値 目標値 

東金市に「住み続けたい」と感じている市

民の割合 
59.5％(Ｒ１) 70％(Ｒ７) 

 

②施策１ 

時代の変化に適応した安全で便利なまちにする。 

 

今後の人口構造の推移を見据え、高齢者等に配慮した公共交通の利便性の向上や公

共施設バリアフリー化の更なる推進が重要です。 

また、本市に甚大な被害をもたらした東日本大震災や令和元年台風 15 号などの災

害を教訓とした防災体制の再構築など市民を守る取組みの充実を図ります。 

総合戦略事業 

東金市総合交通計画推進事業                    77 ページ 

乗り継ぎ拠点整備事業                       79 ページ 

バス路線確保対策事業                       77 ページ 

デマンドタクシー運行事業                     77 ページ 

歩道整備事業                           71 ページ 

自主防災組織育成事業                       120 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

市内循環バス合計年間利用者数（福

岡・豊成路線合計） 
15,489 人(Ｒ１) 18,588 人(Ｒ７) 

東金市乗合タクシー年間利用者数 12,225 人(Ｒ１) 14,670 人(Ｒ７) 

自主防災組織設立数 36 団体(Ｒ２) 41 件(Ｒ７) 
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（３）まちづくり for Comfortable City 

②施策２ 

市民や来訪者など多様な人が集まる拠点や魅力スポットをつくる。 

 

本市が今まで以上に賑わい、活力のあるまちとなるため、県内有数の道の駅となっ

た「みのりの郷東金」の更なるレベルアップや、既存の観光施設に加え、本市の誇り

ある歴史・文化芸能などの資源の掘り起こしと活用により地域の魅力を発信します。 

 

総合戦略事業 

みのりの郷東金管理運営委託事業                 55 ページ 

観光ＰＲ事業                          61 ページ 

文化財保護事務                         133 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

観光入込客数 1,330,000 人(Ｒ１) 1,500,000 人(Ｒ７) 

みのりの郷東金利用者数 323,000 人(Ｒ１) 355,000 人(Ｒ７) 

東金市デジタル歴史館アクセス累計数 104,000 ｱｸｾｽ(Ｒ２) 304,000 ｱｸｾｽ(Ｒ７) 

 

②施策３ 

市と市民が協働して安心して住み続けられるまちをつくる。 

 

家族形態の変化による核家族化の進展は、近所付き合いの希薄化など地域課題の１

つとなっています。 

まちづくりを支える基礎・土台として、防犯・防災活動や高齢者支援活動等、幅広

く行われている地域活動や市民活動などに対し支援を行います。 

 

総合戦略事業 

市民活動支援制度                        156 ページ 

地区振興協議会運営費交付金事業                 155 ページ 

ふるさと納税を活用した地区交付金の支給             155 ページ 

一般コミュニティ助成事業                    155 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

区（自治会）の加入率 63.28％(Ｒ２) 70％(Ｒ７) 

ふるさと納税を活用した地区交付金支

給額 
377,000 円(Ｒ１) 600,000 円(Ｒ７) 
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（３）まちづくり for Comfortable City 

施策４ 

快適な住まいの場を提供し、新たな定住者を迎え入れる。 

 

新型コロナウイルス感染症による生活様式の変化により、住居地選定の要件が首都

近郊という「利便性」から地方の「安全安心」へのシフトがはじまり、またリモート

ワークも拡大しています。 

このような流れに乗り遅れることなく、本市への移住・定住者を支援する取り組み

を行います。 

 

総合戦略事業 

住宅地形成推進事業                       69 ページ 

空家等対策事業                         97 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

空家 950 件(Ｒ２) 現状維持(Ｒ７) 

転入者数 2,985 人(Ｒ１) 3,300 人(Ｒ７) 
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（４）しごとづくり for Job Creation  

①基本目標 

～地域に雇用を創出し働きやすい環境を整える～ 

人口の社会増減を改善するためには、移住・定住はもとより、現在、市に住んでい

る人が、住み続けていくことが重要であり、そのためには、本市を中心としたこの地

域に安定した経済基盤を築くことが必要です。 

そのため”地域に雇用を創出し、働きやすい環境を整える”をスローガンに掲げ、以

下の４つの施策を推進します。 

 

数値目標 基準値 目標値 

仕事や余暇を過ごすなど生活する上で、東

金市が「暮らしやすい」と感じている市民

の割合 

― (Ｒ元) 60％(Ｒ７) 

 

②施策１ 

豊かな地域資源の活用や新技術の導入により、時代が求める産業を地域から生み出

す。 

 

本市は森林資源が豊かな丘陵部と農業の基礎資源である農地が広がる平野部があ

り、緑豊かな生活環境は、第一次産業の基盤となっています。 

地産地消や食の安全への関心が高まる中、道の駅「みのりの郷東金」を拠点とした

市内農産物や加工品の生産・販売を促進します。 

また森林環境譲与税を活用し、森林整備の促進により林業を行いやすい環境を整

え、市民が憩いと安らぎの場として享受できる空間をつくります。 

 

総合戦略事業 

６次産業化推進事業                       55 ページ 

公共施設における木材利用の推進                 57 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

みのりの郷東金農業者市内出荷者数 128 人(Ｒ１) 134 人(Ｒ７) 

公共施設における県産材の利用施設 ― (Ｒ１) ５施設(Ｒ７) 
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（４）しごとづくり for Job Creation 

②施策２ 

人の流れを促し雇用を創出する新たな産業の導入・育成を図る。 

 

地域の安定した雇用は、移住定住はもとより、結婚や出産・子育てにも大きな影響

を及ぼすため、若い世代が働きたくなるような雇用の創出に努めます。 

また学生に人気がある業種や、知名度の高い店舗の誘致など、学園都市の特性を活

かしたまちづくりを進めるとともに、企業や店舗が進出しやすい環境整備を進めま

す。 

 

総合戦略事業 

企業誘致推進事業                        49 ページ 

産業用地整備事業                        49 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

新規企業立地数 ― (Ｒ１) ５社(Ｒ７) 

 

②施策３ 

多様な選択肢が可能となるような生活と仕事の両立に向けた取り組みを進める。 

 

人口の自然増減・社会増減の改善を図っていくためには、男女ともに子どもを生み

育てながら、お互いにキャリアアップしていける「仕事と生活の調和（ワークライフ

バランス）」のとれた社会を目指します。 

 

総合戦略事業 

男女共同プラン推進事業                     145 ページ 

放課後児童健全育成事業                      28 ページ 

保育所・認定こども園運営事業                   37 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

待機児童の解消 14 人(Ｒ２) ０人(Ｒ７) 

学童クラブ入所待機児童数 ５人(Ｒ２) ０人(Ｒ７) 
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（４）しごとづくり for Job Creation 

②施策４ 

ニーズが高い健康・福祉部門を充実させながら雇用を創出する。 

 

高齢化の進展に伴い、益々需要が高まる健康福祉や介護部門の職種に対応できる人

材の育成に取り組んでいきます。 

そのため、当地域の医療拠点である東千葉メディカルセンターにおいて不足してい

る看護職の確保に取り組むため、城西国際大学と連携し、看護師を目指す学生に対し

奨学金の支給などの支援を行います。 

 

総合戦略事業 

医療センター推進事業                      108 ページ 

看護師確保事業                         108 ページ 

介護保険給付事業                        112 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

看護師確保数 20 人(Ｒ２) 20 人(Ｒ７) 

介護サービス施設数 19 施設(Ｒ２) 21 施設(Ｒ７) 
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（５）きずなづくり for Friendship  

①基本目標 

～地域間の連携を目指して～ 

少子高齢化や人口減少よる社会課題の多様化と、対応する人材が不足する中におい

て、持続可能な社会を維持・発展していくためには、市が単独で行うのではなく、地

域間で連携した広域的な視点での取り組みが必要となってきます。 

また、消防や上水道などの広域行政ほか、地域医療の枠組みにおいても連携を進め

ていきます。 

そのため” 地域間の連携を目指して”をスローガンに掲げ、以下の２つの施策を推

進します。 

 

数値目標 基準値 目標値 

近隣市町との連携が進んでいると感じて

いる市民の割合 
15.6％(Ｒ１) 50％(Ｒ７) 

 

②施策１ 

ともに生活する地域がひとつになり、水準を落とさずに効率的に運営する。 

 

平成 26 年４月に開院した東千葉メディカルセンターは、山武・長生・夷隅医療圏

において、唯一の三次救命救急センターを有する病院であり、地域医療の拠点として

重要な役割を担っております。 

このような地域住民が安心して生活していく上で必要不可欠な医療を提供するた

め、持続可能な経営体制の構築を目指します。 

 

総合戦略事業 

医療センター推進事業                      108 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

地域中核病院の東千葉メディカルセン

ターを中心とした医療体制に満足して

いる市民の割合 

56.9％(Ｒ１) 60％(Ｒ７) 
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（５）きずなづくり for Friendship 

②施策２ 

便利で快適、安心・安全な暮らしを確保する地域のつながりと絆を深める。 

 

九十九里地域やちば共創都市圏といったスケールメリットを活かし、地域の魅力を

発信するとともに、広域での観光、移住定住、就業支援などの取り組みを進めます。 

また、市民満足度の低い公共交通の面では、デマンドタクシーや循環バスなどの相

互乗り入れの協議を進め、実現を目指します。 

 

総合戦略事業 

観光関係機関支援事業                      61 ページ 

東金市総合交通計画推進事業                   77 ページ 

ちば共創都市圏広域連携事業                   147 ページ 

数値目標 基準値 目標値 

九十九里地域で連携した観光イベント

の開催 
５回(Ｒ１) 10 回(Ｒ７) 

公共交通に満足している市民の割合 33.4％(Ｒ１) 40％(Ｒ７) 
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第６章 まちづくりの柱 

 

まちづくりの柱１ 

「子どもたちの今と未来を創る」 
 

市民が安心して、結婚、妊娠、出産、子育てができるまちを創ります。また、

学校、家庭、地域が連携し、子どもが心身共に健やかに成長できるまちを目指し、

子どもたちの今と未来を創ります。 

 

     [まちづくりの柱を実現させるための施策] 

（１）子育て支援の充実 

（２）幼児教育・保育の充実 

（３）学校教育の充実 

（４）成長を支える地域・社会づくりの推進 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑴ 子どもたちの今と未来を創る 
子育て支援の充実 

【切れ目のない子育て支援の充実】 

子育て支援課 

健康増進課 

こども課 

 

施策の方向性 

未来を担う子どもが健やかに産まれ、元気に成長でき、全ての子育て家庭が子育てに伴う喜

びを実感できるよう、妊娠期から子育て期まで切れ目のない子育て支援体制の一層の充実に努

めるとともに、安心して出産できる環境の更なる整備を推進します。 

 

現況と課題 

◆東金市の人口について、年齢階層別にみると、０～14 歳人口はこの５年間で 9.5％減少して

おり、平成 22～26 年の減少率（7.6％）に比べを上回るペースで減少しています。 

◆生産年齢人口にあたる 15～64 歳人口も減少傾向で推移し、同様に比較すると平成 22～26 年

の減少率 1.6％に対し、この５年間の減少率は 7.2％と、減少幅が拡大しています。 

◆国が策定した「健やか親子 21（第 2 次）」では、すべての子どもが健やかに育つ社会として、

すべての国民が地域や家庭環境の違いにかかわらず、同じ水準の母子保健サービスが受けら

れることを目指しており、重点課題として「育てにくさを感じる親に寄り添う支援」及び「妊

娠期からの児童虐待防止対策」を掲げています。 

◆本市では、母子健康手帳交付時、保健師が全ての妊婦と面接を行っていますが、仕事をして

いる妊婦も多く、妊娠期は支援につながりにくい現状があります。そのため、妊婦が抱える

様々な問題を把握し、産前産後のサポート体制を整備する必要があります。 

◆年々増加の一途をたどっている児童虐待への対応として、母子保健施策を通じた乳幼児に対

する虐待の予防及び早期発見が求められており、関係機関とのより一層の連携・協力が必要

となってきています。 

◆本市では、子育て世代包括支援センターを設置し、切れ目ない支援のための相談支援体制の

充実を図るとともに、妊婦及び乳幼児を対象とした各種健診や相談・教室事業のほか、産前・

産後サポート事業を実施しています。 

◆母親が地域で安心して妊娠・出産・子育てができるような環境づくりや切れ目ない支援が必

要であるとともに、乳児期からきめ細やかな支援を行い、この地域で子育てをしていきたい

と思う親がより増えていくような働きかけが必要です。 

◆児童数は減少していますが、核家族化や共働き世帯の増加から学童クラブのニーズは増加し

ており、令和２年４月時点で５人の待機児童が発生しています。 

◆開設場所等の制約があり、受け入れ児童数の増加が困難な状況です。 

◆配慮が必要な児童も増加傾向にあり、より安全な保育のために、職員の確保や設置運営方法

について検討していく必要があります。 
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主要施策 

◆妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援の充実 

地域子ども・子育て支援事業に定める各種事業や子ども医療費助成事業などを実施し、安心

して産み・育てられる環境の整備に努めます。 

◆切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健施策 

母子健康手帳交付時に保健師による全員面接の実施や、妊婦及び乳幼児を対象とした各種健

康診査を実施し、安全な妊娠・出産と疾病等の早期発見に努めるとともに、子育てサービス

や交流できる場、相談支援の場等についての周知に努めます。 

◆育てにくさを感じる親に寄り添う支援 

年齢に応じた子どもの発達を知ることが、育てにくさを軽減する要因の一つであることから、

乳幼児期の健康診査・教室事業において、子どもの発達過程を理解できるよう教育や相談の

充実を図るとともに、発達に心配のある子どもが利用できる教室・相談事業の充実を図りま

す。 

◆妊娠期からの虐待防止対策 

親が一人で悩みを抱えずストレスをコントロールできるよう相談支援を行うことが重要なた

め、乳幼児健康診査や各教室相談事業で、子育ての相談先について周知するとともに、専門

職が子育てに関する相談に応じます。 

◆学童クラブの設置運営 

東金市立小学校等に学童クラブを設置し、放課後児童健全育成事業を実施します。申込み児

童数に注視し、長期休暇期間を含め、できるだけ待機者が出ないよう調整を図ります。また

学童クラブの安定運営に資するため支援員等の確保や民間の能力を活用した運営の可能性に

ついて、調査研究を進めます。 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

基本型利用者支援

事業 

子どもや保護者の身近な場所で、「妊娠期から

子育て期までの切れ目のない支援」を実施しま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

子ども医療費扶助

事業 

高校３年生相当年齢までの入院、中学３年生ま

での通院及び調剤に対し、医療費の一部（市民

税の所得割が課税の場合１回 300 円・非課税の

場合 0 円を除いた額）を助成します。※入院は

1 日 300 円 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

児童館運営事業 

児童館において、様々な事業を行い、子どもの

育ちや保護者同士の交流の場を提供し、子育て

家庭への支援を行うものです。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 
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母子包括支援事業 

妊娠・出産期及びその後の子育て期を通して切

れ目のない支援体制を整備するため、産前サポ

ート事業としてのマタニティサロンや妊婦電

話、産後ケア事業を実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

母子健康診査事業 

医療機関委託の妊婦・乳児健康診査のほか、集

団で実施する幼児健康診査等を実施し、各時期

における疾病等の早期発見、保健師等の専門職

による個別相談を行い、保護者の育児不安の軽

減や虐待の早期発見に努めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

母子健康相談・教

育事業 

乳幼児の健康増進と保護者の育児不安の軽減

を図るため、専門職による各種相談・教室事業

を実施します。小中学生等にむし歯予防や思春

期健康教育など正しい知識の普及に努めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

母子保健型利用者

支援事業 

妊娠届出時に保健師が全数面接し、妊娠期から

必要な支援を行うとともに、出産後は全戸訪問

を実施し、子育て支援情報を提供し安心して子

育てに取り組めるよう支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

放課後児童健全育

成事業 

放課後等に家庭保育が難しい児童を対象に、学

校の放課後や休日に適切な遊びや生活の場を

提供し、児童の健全な育成を図るものです。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 
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目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

産後に助産師や保

健師等からのケア

を受けることがで

きた者の割合 

％ 
86.3 

（Ｒ１） 
90.0 

４か月児相談相談票からの統

計。 
― 

ゆったりとした気分

で子どもと過ごせる

時間がある母親の割

合 

％ 71.3 74.0 
３歳児健康診査問診項目からの

統計。 
― 

この地域で今後も

子育てをしていき

たいと思う親の割

合 

％ 90.5 93.0 
４か月児相談相談票からの統

計。 
― 

子どもの社会性の

発達過程を知って

いる親の割合 

％ 87.3 90.0 
３歳児健康診査問診項目からの

統計。 
― 

学童クラブ入所待

機児童数 
人 5 0 

年度当初の通年利用者における

待機児童数による測定値とし、

専用区画の確保と職員体制の強

化を図ることで待機児童数０を

目指します。 

総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑴ 子どもたちの今と未来を創る 
子育て支援の充実 

【子ども・子育て支援事業の推進】 
こども課 

 

施策の方向性 

未来を担う子どもが健やかに産まれ、元気に成長でき、全ての子育て家庭が子育てに伴う喜

びを実感できるよう、妊娠期から子育て期まで切れ目のない子育て支援体制の一層の充実に努

めるとともに、安心して出産できる環境の更なる整備を推進します。 

 

現況と課題 

◆国は、子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本的な指針（基本指針）

の中で、子ども・子育て支援とは「保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環

境を整え、親としての成長を支援し、子育てや子供の成長に喜びや生きがいを感じることが

できるような支援をしていくこと」としています。 

◆市町村は、基本指針に即して定める「子ども・子育て支援事業計画」に従い、その地域の実

情に応じて地域子ども・子育て支援事業を実施し、妊娠期から子育て期まで切れ目のない子

育て支援体制を構築します。 

◆本市では、令和２年度～令和６年度を計画期間とする「第２期東金市子ども・子育て支援事

業計画」を定め、子ども・子育て支援法で掲げている 13 の地域子ども・子育て支援事業のう

ち 11の事業を実施しています。保護者のニーズや家庭を取り巻く環境を考慮しながら、すで

に実施している事業の拡充や、未実施の事業の実施について検討していく必要があります。 

◆また、第２期計画策定時に実施した子ども・子育て支援に関するニーズ調査では、認知度の

低い地域子ども・子育て支援事業も見られたので、サービスを必要とする家庭への周知活動

にも取り組む必要があります。 

 

主要施策 

◆第２期東金市子ども・子育て支援事業計画の進行と次期計画の策定 

「第２期東金市子ども・子育て支援事業計画」に定める地域子ども・子育て支援事業につい

て、必要とされる「量の見込み」を充足しうるサービス供給や事業の周知活動が行われるよ

うに、それぞれの事業の実施状況を管理します。また、現行計画の進捗管理や次期計画の策

定にあたっては、東金市子ども・子育て会議に報告し、その意見を聞きます。 

なお、第２期計画の期間が終了する際には、次期計画を策定する必要があると考えられるこ

とから、ニーズ調査の結果や東金市子ども・子育て会議の意見を参考に策定を進めることに

なります。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

第２期東金市子ど

も・子育て支援事

業計画の進行と次

期計画策定 

令和２年度～令和６年度を計画期間とする「第

２期東金市子ども・子育て支援事業計画」を円

滑に進行させ、ニーズ調査の実施結果を踏まえ

た次期計画策定についても検討します。現計画

の進行及び次期計画策定にあたっては、東金市

子ども・子育て会議を開催し、その意見を聞き

ます。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

地域子ども・子育

て支援事業の実施

状況 

事

業 
－ ９ 

第２期東金市子ども・子育て支

援事業計画に基づいて実施する

事業のうち、量の見込みを設定

した９事業について、量の見込

み分のサービス利用のあった事

業。 

見込んだだけのサービスが利用

されることを目指します。 

総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑵ 子どもたちの今と未来を創る 
幼児教育・保育の充実 

【幼保再編の推進】 

こども課 

学校教育課 

 

施策の方向性 

共働き世帯の増加などにより保育ニーズの増加が続いており、希望する保育施設を利用でき

ない保護者がいる一方で、幼稚園ニーズは減少が見込まれています。認定こども園化や民間の

認定こども園の誘致により、公立教育・保育施設の有効利用や民間移行といった幼保再編を図

り、多様化する保護者のニーズに対応し得る充実した幼児教育・保育の環境を整備します。 

 

現況と課題 

◆本市では、就学前児童の人数が激減しており、その数はこの４年間で約 400 人になります。

就学前児童の施設利用を取り巻く状況としては、幼稚園ニーズが減少する一方、保育ニーズ

は増大しており、ニーズの変化に対応しうる施設整備や保育士の確保ができておらず、待機

児童・潜在的待機児童が発生しています。 

◆平成 30年度末に策定した「東金市就学前児童施設の今後のあり方」の中で、市の抱える課題

として、①幼稚園ニーズと保育ニーズとの需給のミスマッチ、②各小学校区において、幼稚

園ニーズ・保育ニーズの両方を充たせていないこと、③施設の老朽化の３つを挙げており、

課題解決の方法として、公立施設の認定こども園への転換及び民間への移行による幼保再編

を掲げています。 

◆認定こども園は、保育の必要性の有無にかかわらず同じ施設に在籍できることから、①保護

者の就労状況等に変化があっても転園・退園する必要がないこと、②同じ地域の子どもが同

じ環境で成長し、小学校へと接続できるという特長を持つ施設です。 

◆この認定こども園へ公立施設のまま転換する際の問題として、①保育所に幼稚園ニーズの受

け入れ枠を設けることにより、保育ニーズの受け入れ枠が減る場合があること、②幼稚園に

は給食施設がないため、施設整備を伴わなければ０～２歳の受け皿は増えず、３～５歳への

給食提供も現行の親子給食（小学校で調理した給食を運搬してくる提供方法）では全てを賄

えないため、外部搬入に頼らざるをえないこと、③公立施設の整備・更新には国県の財政支

援がないため、施設の老朽化に対処するには多額の費用が掛かることが挙げられます。 

◆このような問題を踏まえつつ、民間能力を十二分に活用しながら幼保再編を進めることで、

市の課題を解決し過不足なく教育・保育サービスを提供できる環境を整える必要があります。 
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主要施策 

◆公立施設の認定こども園への転換 

全体的な教育・保育ニーズの需給バランスを考慮しながら、公立幼稚園・公立保育所を認定

こども園へと転換し、地域の幼保それぞれのニーズに応え、円滑な小学校への接続を図りう

る施設にしていきます。 

◆民間能力の積極的活用 

「東金市就学前児童施設の今後のあり方」の計画スケジュールに沿って、老朽化が進む公立

施設を廃止し、公益法人を誘致して民設民営の認定こども園を新設します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

幼保再編事業 

公立認定こども園への転換、民設民営認定こど

も園の誘致を進めます。また、ソフト面の一体

化を進め、教育・保育の質をより高めていくた

め、幼保職員の合同研修を実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公立認定こども園

に転換した施設 

施

設 
1 3 

２公立施設の認定こども園への

転換を目指します。 

重点戦略 

総合戦略 

民間移行により開

園した認定こども

園 

施

設 
0 1 

公益法人の誘致により、認定こ

ども園を１施設開園することを

目指します。 

重点戦略 

総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑵ 子どもたちの今と未来を創る 
幼児教育・保育の充実 

【幼児教育の充実】 
学校教育課 

 

施策の方向性 

共働き世帯の増加などにより保育ニーズの増加が続いており、希望する保育施設を利用でき

ない保護者がいる一方で、幼稚園ニーズは減少が見込まれています。認定こども園化や民間の

認定こども園の誘致により、公立教育・保育施設の有効利用や民間移行といった幼保再編を図

り、多様化する保護者のニーズに対応し得る充実した幼児教育・保育の環境を整備します。 

 

現況と課題 

◆発達障害に対する保護者の認知が高まっており、特別な配慮を要する園児が増加傾向にある

他、国際化の進展に伴い、外国籍の在園児も増えており、幼児一人一人の言語や文化的背景、

特性に応じた指導といったきめ細かな対応は人材面においても難しい状況にあります。 

◆核家族化や地域社会とのつながりの希薄化が進み、悩みや不安を抱えながら子育てをしてい

る保護者が増え、子どもたちの生活習慣の乱れや社会的マナーの低下、自立心や自己肯定感

の低下など、本来家庭が担うべき役割が果たされていないなど、家庭の教育力の低下が懸念

されています。 

◆本市の幼児教育は、幼稚園・保育所、こども園が存在し、公私、施設類型により担当部局が

異なるなど、教育内容面の支援に関して、公立小学校と比較すると一体的な取組の実施に課

題があるほか、教育委員会として、幼児教育に係る体制について課題が残ります。 

 

主要施策 

◆特別な配慮が必要な子どもへの支援強化 

一人一人の個性を認め、支援の必要性を把握し、適切な幼児教育を行うため加配職員の配置

等必要な支援を推進します。国際化の進展の中で、外国籍の幼児への指導についても、生活

に必要な日本語の習得に困難のある幼児については、安心して自己を発揮できるよう配慮す

るなど、個々の幼児の実態に応じ、指導内容や指導方法の工夫に努めます。 

◆家庭教育の充実 

家庭教育は、すべての教育の出発点であり、基本的な生活習慣や人に対する信頼感、豊かな

情操、思いやりなど社会性を育むうえで重要な役割を担うものであることから、各家庭の教

育力の向上を図るために、関係機関と連携し家庭教育に関する学習会や情報交換の場の提供

を推進していきます。 

◆幼児教育担当指導主事の配置 

平成 30 年４月から実施された新しい幼稚園教育要領等を踏まえ、幼児教育の実践の更なる

質の確保・向上を図る必要があります。そのため、市内すべての就学前児童施設における幼

児教育推進体制の充実、家庭教育相談体制の確立、関係機関との連携による就学相談や幼稚

園等における人材確保の取組や質向上のための支援、幼稚園教諭の専門性向上に向けた各種

施策のけん引役として、「幼児教育担当指導主事」の配置に努めます。 

 

 



35 
 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

幼稚園一般管理事

業 

幼稚園教育要領等を踏まえ、幼児一人一人の発

達に応じたきめ細かな指導と教育環境の充実

を図るため、質の高い教育の実践に向けた幼稚

園教員の研修の充実に努め、関係機関と連携し

ながら一層の指導力向上を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

幼稚園教育振興事

業 

充実した教育活動ができるよう各種教育環境

の整備を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

幼稚園保育補助事

業 

預かり保育について、幼稚園教育要領に規定し

た内容及び保育の受け皿としての機能・市民ニ

ーズを踏まえながら充実を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

特別な配慮が必要

な子どもへの支援

強化 

％ 94 95 
幼稚園評価における保護者アン

ケートの満足度 
― 

家庭教育の充実 回 0 
各園 

2 

各幼稚園巡回による相談体制を

充実させる。 
― 

外国籍幼児初期支

援研修 
回 0 

対象園 

1 

外国籍園児が在籍する園にて実

施 
― 

幼児教育担当指導

主事の配置 
人 0 1 

学校教育課に幼児教育担当指導

主事を配置 
― 

教育委員会巡回訪

問 
回 0 

各園 

1 

幼稚園における各種点検や運営

上の課題や成果を把握し、委員

会との連携強化を図り、教育内

容の充実させる。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑵ 子どもたちの今と未来を創る 
幼児教育・保育の充実 

【保育の充実】 
こども課 

 

施策の方向性 

共働き世帯の増加などにより保育ニーズの増加が続いており、希望する保育施設を利用でき

ない保護者がいる一方で、幼稚園ニーズは減少が見込まれています。認定こども園化や民間の

認定こども園の誘致により、公立教育・保育施設の有効利用や民間移行といった幼保再編を図

り、多様化する保護者のニーズに対応し得る充実した幼児教育・保育の環境を整備します。 

 

現況と課題 

◆共働き世帯の増加等による保育ニーズの増加 

保育士・保育教諭の配置基準は満たしているものの、配慮の必要な児童の受入れなどの保育

ニーズを受け止め、併せて待機児童の解消につなげるための保育士・保育教諭の確保が課題

となっています。 

◆公立教育・保育施設の有効利用 

既存の公立保育施設は老朽化しており、安全な保育環境づくりのために適切な維持管理を要

しますが、そのための費用を確保することが困難となっています。 

 

主要施策 

◆保育士・保育教諭の確保 

保育ニーズの高まりを踏まえ、人口減少や民間移行等の状況も鑑みながら、保育士・保育教

諭の確保に努め、定期採用の他、ハローワークや保育士人材バンク等の活用をした随時採用

もあわせ、積極的かつ適切に人材確保を進めます。 

◆公立教育・保育施設の維持管理と民間移行による施設の更新 

既存の公立教育・保育施設の維持管理を事後保全により適切に実施し、安全な保育環境の維

持に努めます。 

教育・保育施設を民間移行することで、国・県の財政支援を活用した施設の更新を図り、安

全安心な教育・保育環境づくりを目指します。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

保育所・認定こど

も園運営事務 

公立保育施設の運営に係る事務を行います。保

育士・保育教諭の人材確保や職員の働き甲斐の

ある環境づくりを推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

保育所・認定こど

も園施設維持管理

事業 

公立保育施設（保育所・認定こども園）の維持

管理を適切に行い、安全な保育環境づくりをし

ます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

保育委託事業 

民間保育施設との協調など、多様化する保護者

のニーズに対応しうる充実した幼児教育・保育

の環境を整備します。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

待機児童の解消 人 14 0 
保育の申込みと利用児童数での

計測 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑶ 子どもたちの今と未来を創る 
学校教育の充実 

【教育内容の充実】 
学校教育課 

 

施策の方向性 

子どもたちが生きる力を身に付け、総合的な人間力を持てるよう、基礎的・基本的な学力の

向上と個性や創造性を伸ばすことを基本に、個に応じた指導方法の工夫改善に努めながら、情

報機器の活用など時代の変化に対応した教育内容の充実を図ります。 

また、子どもたちが安心・安全に学習できるよう学校施設・設備の充実を図ります。 

 

現況と課題 

◆今、グローバル化、ＩＣＴ化が進む社会の潮流の中、価値観も大きく変わりつつあります。

それに伴い、求められる能力も変化してきています。 

◆このような変化の激しい社会をたくましく生きるための基礎として、確かな学力の育成が大

切です。基礎的・基本的な知識や技能の習得とともに、思考力や表現力の向上は、社会生活

の中で必要となる力となります。そのためには、子どもたちにとって学校が、様々な体験や

チャレンジすることができる場でなければなりません。 

◆新学習指導要領では「主体的・対話的で深い学び」が示されています。あらゆる学習の場面

で、自己の考えを持ち、周囲との議論の中からより自分にあった考えや答えを導き出したり、

仲間との協働作業により新たなものを創造したりすることが求められています。例えば、英

語科・外国語活動における言語力の育成とコミュニケーション能力の育成、ＧＩＧＡスクー

ル構想におけるＩＣＴ機器の活用力とプレゼンテーション力を高めることが必要とされてい

ます。また、考えや知識の礎となる読書活動の推進も大切です。 

◆子どもたちの学力の現状として、Ｈ３０年度の千葉県標準学力検査において、小学校では県

平均値とほぼ同じ、中学校では県平均値を上回りました。この結果を基に、各学校の実態を

踏まえた「学力向上プランニングシート」を活用し、客観的に自校の分析もし、一定の成果

をあげています。一方で、学力の二極化は大きな課題であり、少人数指導や個別指導等、１

人ひとりに寄り添った指導体制の充実が求められています。 

◆本市では、これまでに少人数指導担当・外国語指導員などの人的配置、ＧＩＧＡスクール構

想における児童生徒１人１台端末の導入など、進めてきています。また、読書活動の推進に

向け、引き続き、学校図書館における蔵書の更新と図書館司書の配置を検討していきます。 

 

主要施策 

◆学習サポーターの配置 

 教職員と連携し、子どもたちの学習補助を行い、１人ひとりの躓きに対応することで、確か

な学びの確立を図ります。 

◆ＩＣＴ環境の整備 

 ＧＩＧＡスクール構想の推進に向け、デジタル教科書、プログラミング教育等のＩＣＴ教育 
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 に関連する教材の整備、ＩＣＴ機器の活用に係る研修の開催やＩＣＴ支援員の配置等、子ど

もたちが円滑に活用できる環境維持を図ります。 

◆外国語指導員の充実 

 グローバル化に対応すべく異文化理解の機会、外国語に慣れ親しむ機会である英語科・外国

語活動の充実を図ります。 

◆蔵書の更新・図書館司書の配置 

 読書推進に向け、新たな本との出会いのため、蔵書の更新と図書館司書による図書館教育を

推進します。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

学習サポーター事

業 

市内小中学校に学習サポーター（仮称）を配置

し、少人数教育の推進、個別支援の充実を図り、

きめ細かな教育を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

コンピュータ事業 

GIGA スクール構想の推進と 1人 1 台端末の運用、

プログラミング教育等の教材整備や ICT支援員の

配置を図り、ICT 教育の推進に努めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

外国語指導助手事

業 

外国語指導助手を配置し、外国語（英語）教育

及び国際理解の推進を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

学校図書館事業 

読書推進のため、蔵書の更新と図書館司書の配

置により、図書館教育の推進を図るとともに、

読解力の向上を目指します。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

県標準学力検査 ％ 30.0 70.0 
35 項目のうち 70％（24 項目）で

県平均を上回るようにする。 
― 

全国学力学習状況

調査 
％ 56.9 80.0 

コンピュータ等の活用に関する

項目で小中の平均を毎年、前年

度を上回るようにする。 

― 

全国学力学習状況

調査 
Ｐ -3～-10 ±0 

全国平均に並ぶこととともに、

記述・書くことの項目を毎年、前

年度を上回るようにする。 

― 

読書が好きな児

童・生徒の割合 
％ ○○ ○○○ 

ｱﾝｹｰﾄ等により読書が好きな児

童・生徒の割合を測り、前年度比

増とする。 

― 



40 
 

番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑶ 子どもたちの今と未来を創る 
学校教育の充実 

【学校施設・設備の整備・充実】 
教育総務課 

 

施策の方向性 

子どもたちが生きる力を身に付け、総合的な人間力を持てるよう、基礎的・基本的な学力の

向上と個性や創造性を伸ばすことを基本に、個に応じた指導方法の工夫改善に努めながら、情

報機器の活用など時代の変化に対応した教育内容の充実を図ります。 

また、子どもたちが安心・安全に学習できるよう学校施設・設備の充実を図ります。 

 

現況と課題 

◆人口減少と少子高齢化が同時に、かつ急速に進展しており、今後、地域の将来を担う人材が

不足しつつあります。 

◆本市の人口は、平成 13 年から平成 18 年までは、概ね右肩上がりで推移していたものの、平

成 19 年からは下降トレンドに入っており、令和２年４月１日現在で「57,923 人」にまで減

少しています。また、人口減少に伴い、児童生徒数も右肩下がりで減少しており、第３次総

合計画始期（平成 13 年）に 6,360 人であった児童生徒数は、令和 2 年では 3,931 人と、約４

割減少しています。 

◆こうした課題を克服するため、内閣府では「Society5.0」と呼ばれる社会の仕組みを提唱して

います。この Society5.0 は、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高

度に融合させたシステムにより、人口減少・少子高齢化といった社会的な課題を解決しよう

とするものであり、Society5.0 の実現のためには、人材の育成が何よりも重要になってきま

す。 

◆情報通信白書によると、平成 22 年度に 9.7％であったスマートフォンの世帯普及率は、わず

か 10 年（令和１年度）で 8 割を超えるに至りました。また、スマートフォンの普及に伴い、

インターネット利用率は 13～59 歳の各階層で 9 割を超えるようになりました。 

◆インターネットがより身近になったこと、さらには SNS 等により個人でも情報発信が可能

になったことで、誰もが情報の送り手と受け手の両方の役割を持つようになるこれからの情

報社会では、情報が瞬時に世界中に伝達され予想しない影響を与えてしまうことや、対面の

コミュニケーションでは考えられないような誤解を生じる可能性も少なくなく、子どもたち

がトラブルに巻き込まれる可能性もあります。 

これから新たに触れていく初期段階の子どもたちに対して、順守すべき事柄を明確に理解さ

せる必要があります。 
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主要施策 

◆学習環境の整備 

幼稚園児、小中学生が安全で快適な、より良い環境で教育を受けることができるよう、学校

運営上必要な予算を確保するとともに、学校施設の整備を行います。 

施設整備については、各施設の耐震化、トイレの洋式化、小中学校の普通教室・特別教室及

び幼稚園の保育室に空調設備の設置と取り組んできましたが、今後は幼稚園の遊戯室へ空調

設備の設置を進めます。 

また、各小学校の給食室の老朽化が激しく、学校給食衛生基準に合致していない状況となっ

ているため、改修方法を検討します。 

 

 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

小学校・中学校・幼

稚園運営管理事業 

小・中学校・幼稚園の運営管理上必要な予算を

財政当局に要求し、適正に執行します。 

また、小・中学校における校内ＬＡＮ環境につ

いて、動画等を活用した授業を不自由なく受け

られるような通信環境を維持します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

小学校・中学校・ 

幼稚園施設整備事

業 

よりよい教育環境の充実を図るため、学校施設

の整備工事を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

学校教育の充実に

対する市民満足度 
% 13.0 20.0 

市民アンケート調査における同

項目について「満足」と回答した

数が回答者全体に占める割合 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑷ 子どもたちの今と未来を創る 
成長を支える地域・社会づくりの推進 

【学校内での取組】 
学校教育課 

 

施策の方向性 

次代を担う子どもたちが豊かな心と健やかな体を併せ持ち、自立した社会人として成長する

よう守り育てるため、学校、家庭、地域が連携して取り組む体制づくりや地域社会が一体とな

った支援体制づくりを推進します。 

また、青少年育成団体などの様々な担い手の育成・活動の支援に努めるとともに、子どもた

ちの体験学習やボランティア活動への参加促進や社会貢献活動などの推進を図ります。 

 

現況と課題 

◆子どもたちを取り巻く情勢は、不登校・長欠、いじめや自死の問題、性的指向や性自認など

のマイノリティに関すること、子ども食堂・放課後子ども教室などの居場所づくり、経済不

安や経済格差によるネグレクトやＤＶなどの問題、発達障害など特別に支援を要する子も

年々増え、子どもたちは様々な課題を抱えています。子どもたち一人ひとりにあった教育の

推進と環境整備が必要であり、いじめ対策、教育相談・生徒指導の充実、特別支援教育・イ

ンクルーシブ教育の充実など、社会的要請も大きく、その重要度は増しています。子どもの

こと・家庭のことは、改めて教育委員会だけでなく、部局の垣根を超え、横断的な連携の上、

全庁をあげて対応をしていかなければなりません。 

◆このような環境にある子どもたちには、様々な立場の人の支えなくては乗り越えていくこと

はできません。学校においては、子どもと親の相談員・特別教育支援員等を配置してきまし

た。しかし、相談内容の複雑化や支援を要する子どもの増加、保護者・地域からの多岐にわ

たる要請もあり、現状、全てにおいて対処できていないのが現状です。 

◆豊かな心を育むには、子どもたち一人ひとりが、自他を思いやること、良好な対人関係の構

築する、道徳性を高めること等も必要となります。学校の中の人との関わりだけでなく、地

域の方とのふれあいも必要不可欠となり、また、地域人材の活用を通して、体験の幅を広げ

ると同時に地域を知り、地域を大切にする心を育むことも重要となっています。 

◆過去の市民アンケートでは、「豊かな心を育む学校教育の充実」が重要度も高く、一層重視す

べきであり、前述のスタッフのさらなる充実、地域人材の活用は、欠かすことができません。 

◆本市の特徴でもある自校給食は、子どもたちの健やかな成長に大きく寄与しており、食教育

の推進と給食提供の基盤となる給食施設・設備の改善を推し進めていかなければなりません。 

◆教職員、支援員等は子どもたちの学びの場で学校をよりよいものに。そして、地域の活力を

活かし、地域とともに子どもたちの成長を支え続けていくことが必要です。 

 

主要施策 

◆子どもと親の相談員・特別教育支援員による対応 

配置増員の上、子どもたちの抱える悩みや課題、学校生活の中で支援を要する子どもへの配

慮など、よりきめ細かな対応と行き届いた教育を図ります。 
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◆食教育の推進と給食施設・設備 

食の重要性を理解し、子どもたち自身の食への関心を高めると同時に安心・安全な給食の安

定供給を図ります。 

◆教育資源・地域人材の活用 

コーディネーターを配置し、関係機関との連携のもと、地域事業者によるキャリア教育の推

進・地域に残る伝統芸能等、文化的教育・市内高校大学の教員（城西国際大学・千葉学芸高

校等）によるより専門的な学び（ＩＣＴ・環境教育等）、市内大学生による運動部、文化部の

活動支援ボランティア等を推進します。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

子どもと親の相談

員事業 

現在配置している相談員を増員し、これまで以上

に子どもたちの人間関係構築の援助、ストレスの

軽減や介助を行い、保護者や関係機関との連携を

図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

特別支援教育支援

員事業 

現在配置している支援員を増員し、障害のある児

童に対し、学校生活における日常生活の介助や発

達障害の児童に対し学習活動上を支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

学校給食管理事務 
学校給食の運営管理として、安全・安心な給食提

供のための設備改善を進めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

教育資源等の活用

事業 

本市の有する歴史・文化・スポーツなどのさまざ

まな教育資源や地域人材を活用し、こどもたち

が、将来への夢や希望を育み、生き生きと活動で

きる事業を展開します。 

R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

長欠児童生徒数 人 128 人 68 人 
年間１２人（各校－１人）の減少

を目指します。 
― 

支援員の配置数 人 ○○人 ○○人 年間○人の増員を目指します。 ― 

給食衛生・安全指

摘項目数 
個 ●● ●● 

保健所等の給食室巡回指導にお

いて衛生基準を下回る指摘数を

前年度に比し減ずる。 

― 

実績報告 件 ○○件 60 件 

各学年、年１回の実施（６０件）

を目標とし、毎年、前年度の実施

件数を上回るようにする。 

― 



44 
 

番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

１－⑷ 子どもたちの今と未来を創る 
成長を支える地域・社会づくりの推進 

【学校外での取組】 
生涯学習課 

 

施策の方向性 

次代を担う子どもたちが豊かな心と健やかな体を併せ持ち、自立した社会人として成長する

よう守り育てるため、学校、家庭、地域が連携して取り組む体制づくりや地域社会が一体とな

った支援体制づくりを推進します。 

また、青少年育成団体などの様々な担い手の育成・活動の支援に努めるとともに、子どもた

ちの体験学習やボランティア活動への参加促進や社会貢献活動などの推進を図ります。 

 

現況と課題 

◆情報化やグローバル化といった社会的変化が急速に進展しており、主体的に学び、よりよい

人生や社会の在り方を追求できる資質・能力を身に付けていくことが子ども・若者に求めら

れています。また、家庭や地域の教育力の低下や子どもの実体験の不足は、生命尊重の心や

自尊感情、規範意識、コミュニケーション能力、社会参画への意欲の低下といった問題を招

いており、心の活力の低下が懸念されています。このため、次世代を担う地域の子ども・若

者に対して体験活動・体験学習等を推進し、学びに対する興味・関心を高めながら未知の状

況にも対応できる思考力・判断力・表現力を育成していくこととともに、社会貢献活動への

参加を促すことも必要です。 

◆青少年相談員連絡協議会、子ども会育成協議会やジュニアリーダースクラブなど各種団体の

事務局として、また必要に応じて学校及び関係団体と連携してイベントを実施しました。 

◆青少年の自主性・主体性を育むため、あづみの探検隊や南房総わくわく探検隊を実施したほ

か、学校や地域におけるリーダーを育成するため、ジュニアリーダー養成講座を実施しまし

た。 

◆放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用し、地域の方々の参画を得て、子どもたちの安

全で安心な居場所を設け、地域住民との交流活動との取り組みを促進させるため、市内で希

望する小学校区において放課後子ども教室を実施しました。令和元年度は実施４小学校区の

在席児童のうち約３４％が教室を利用しました。 

◆青少年育成団体の担い手である地域のリーダーたちが高齢化する一方、若年層の減少や団体

の認知度の低さなどにより後継者の不足が課題となっており、青少年育成活動の担い手とな

る人材の育成が課題となっております。 

◆市内全域において小中高生人口が減少傾向にあることや青少年育成活動事業に携わる地域の

人材を見つけにくいことが課題となっております。 

◆学校や各種団体との連携を強化し、様々な経験の場を提供することによって、次世代を担う

子どもたちがたくましく人間性豊かに育まれる環境をつくることが求められています。 

◆家庭での養育が十分になされず、学校で元気に活動できないばかりか不登校になる子どもも

見られます。そのため、市では、家庭教育相談室を設け、子育ての悩みや家庭の問題や学校

生活の悩みなどに関する相談を受け付けしています。 
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◆心身ともに健やかな子どもの成長を図るうえで、親の果たす役割を大きく、親の教育力・コ

ミュニケーションの向上を高めることが求められています。 

◆社会教育・生涯学習の振興について社会教育委員から指導・助言を受けています。 

 

主要施策 

◆多様な主体による取り組みの推進と連携 

青少年相談員連絡協議会、子ども会育成協議会、青少年育成市民会議などの青少年育成団体

の活動促進を支援し、関係団体の連携を強化しながら、事業の充実に努めます。 

◆青少年育成事業の充実 

青少年の豊かな人間性や社会性を育むため、地域や異年齢間の交流機会の拡大、研修事業へ

の参加促進や体験活動の充実に努めます。 

◆放課後子ども教室事業の推進 

市内全小学校区のうち実施を希望する小学校区において事業を実施しており、参加対象とな

る児童・保護者からの学習ニーズを把握し、実施内容の充実に努めます。 

◆家庭教育相談室の実施 

小中高校生などの本人や家族、学校の先生などからの不登校、進路の迷いや子育てなど学校

生活の悩みなどの相談を受け付け、必要に応じて学校や関係機関と連携を図ります。 

◆親業に係る講演会の実施 

日常生活の中で自然な思いやりと愛情に満ちた家庭内の会話ができることで、家庭内暴力、

不登校、子どもの自殺などの問題を防ぐことに繋がるため親子や夫婦のコミュニケーション

能力の向上を目指します。 

◆社会教育委員会議の開催 

東金市社会教育委員会議を開催し、社会教育の問題や課題を協議するとともに、山武地方社

会教育委員連絡協議会と連携し社会教育を促進します。 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

青少年健全育成協

働事業 

青少年育成団体（子ども会育成協議会・青少年

相談員連絡協議会等）への活動に対する補助金

の支出及び団体活動実施にあたっての直接的

な支援を行うとともに、青少年に係る関係機関

の連絡調整を図る青少年問題協議会を実施し

ます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

青少年健全育成主

催事業 

自然体験学習（キャンプ事業など）、ジュニアリ

ーダー養成講座などを実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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放課後子ども教室

推進事業 

小学生の学力向上を目的とした自主学習等に

対する支援を退職校長等の教員ＯＢ・大学生な

ど地域住民からの協力のもと、実施を希望する

市内小学校で放課後や休日等の時間帯に実施

します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

家庭教育振興事業 

学校生活や子育ての悩みについての家庭教育

相談を実施します。また親と子どものコミュニ

ケーション能力を向上させるため講演会を開

催します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

社会教育委員運営

事業 

社会教育委員を委嘱し会議を開催するととも

に、関係機関や団体と連携し、社会教育の充実

を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

放課後子ども教室

に参加する児童の

割合 

％ 
34 

(R1 年度) 
50 

実施小学校区における在籍児童

数のうち放課後子ども教室へ参

加する児童数の割合。 

総合戦略 

親業講演会参加者

数 
人 

6 

（R 年度） 
20 

R2 年度は新型コロナウイルス感

染症のため中止。 
― 
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まちづくりの柱２ 

「稼ぎ・にぎわうまちを創る」 
 

関係機関との連携や広域的な自治体連携を通じて、農業、工業、商業、観光な

ど各種産業が更に発展し、市民が生き生きと働けるまちを創ります。また、交流

人口の増加と地域活性化に向け、人を集める戦略を展開するまちを目指し、稼

ぎ・にぎわうまちを創ります。 

 

     [まちづくりの柱を実現させるための施策] 

（１）既存事業者の持続・発展と新たな企業誘致の推進 

（２）農業経営の強化・安定と森林の整備 

（３）東金商圏の維持・発展 

（４）魅力的な観光コンテンツの創出 

（５）雇用・勤労者施策の推進 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

２－⑴ 稼ぎ・にぎわうまちを創る 
既存事業者の持続・発展と新たな企業

誘致の推進 

商工観光課 

都市整備課 

 

施策の方向性 

首都圏中央連絡自動車道や国道１２６号、千葉東金道路の結節点となる東金インターチェン

ジ周辺などの産業拠点としての発展、新しい産業用地整備やスマートインターチェンジ建設を

含め、関係機関との連携により、企業を誘致するための支援策の拡充や既存事業者の持続・発

展のための環境を整備します。 

 

現況と課題 

◆東金市は成田空港に近く、千葉東金道路と首都圏中央連絡自動車道の結節点にあり、このよ

うな立地上の優位性を存分に活かして、企業の進出を促し、地域経済の発展、雇用の促進を

図りたいと考えていますが、現在は千葉東テクノグリーンパークの分譲がすべて終了し、市

内の産業用地が不足しています。 

そこで、戦略的な企業誘致を進めるため、工場等の新規立地や既存企業による再投資に対し

て、新たな補助制度を創設するとともに、首都圏中央連絡自動車道にスマートインターチェ

ンジの設置を国に要望するとともに、千葉県の産業用地整備事業を活用して、県、市、民間

事業者と協働で産業用地の整備を進めていきます。 

◆千葉県における道路ネットワークを取り巻く環境は大きく変化しつつあり、整備効果を地域

に波及させるため、県はインターチェンジ周辺等における多様な産業立地を沿道市町村と連

携しながら、促進を図ることとしています。本市においても、首都圏中央連絡自動車道が県

内全線開通することにより、成田国際空港や茨城県方面への速達性・利便性の向上が期待さ

れ、東金インターチェンジ周辺では、徐々に流通系・生産系の土地利用が展開されつつあり

ます。今後は、更に広域幹線道路が交差する交通結節点の優位性を活かして、その効果を的

確に受け止めるための産業用地が必要であり、その需要も高まるものと期待しています 

◆土地利用展開にあたっては、自然環境や交通環境など様々な要因との調整を図りながら、地

域振興や防災面にも寄与する計画的な土地利用の誘導が必要となります。 

◆進出企業の事業内容や土地利用の規模等に応じて地域地区や都市施設等の都市計画上の検討

をしていきます。 

 

主要施策 

◆新たな企業立地を推進していくため各種補助制度の創設 

企業の新規立地に対する補助として、工場等を操業した場合に固定資産税相当額を補助しま

す。市内での操業実績が３年以上ある企業が工場等の規模拡大で再投資を行った場合に固定

資産税相当額を補助します。 

◆民間事業者及び県との連携による産業用地整備を推進 

民間事業者による産業用地整備を推進するため、県による産業用地整備事業補助金を活用し、

周辺環境整備に係る建設負担金を市が負担する制度を構築し、県、市、民間事業者の役割分 
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主要施策 

担のもと、それぞれの強みやノウハウを効果的に活かした産業用地の整備を推進します。 

◆計画的土地利用の誘導 

広域幹線道路の利便性を活かし、良好な自然環境・営農環境、周辺道路への交通負荷等を考

慮しつつ、関係機関と協議・調整をしながら、雇用の創出や市の発展につながる多様な産業

の受け皿づくりを進めるための計画的な土地利用の誘導をしていきます。 

 

 

 

 

 

 

主要事業（商工観光課） 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

企業誘致推進事業 

企業が市内で工場等を操業した際の「新規立地

に対する補助」及び既存企業による「再投資に

対する補助」等の各種補助制度を創設し、新し

い形の企業誘致を推進します。 

R4 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

産業用地整備事業 

県（市町村と協働で企業誘致活動、民間事業者

との総合調整）、市（候補地の選定、土地利用（農

地転用等）の調整、事業採算性の検証）、民間事

業者（用地確保、造成、分譲）、３者の協働によ

り、圏央道周辺に産業用地整備を進めます。 

R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

都市計画推進事業 

市の目指すべき都市の姿を示した「都市計画マ

スタ―プラン」の実現を図るため、積極的な土

地利用の誘導や都市施設の整備について、地域

地区や都市計画施設等の都市計画制度の活用

を検討していきます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標（商工観光課） 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

新規企業立地数 社 0 5 

新たに各種補助制度を構築し、

企業誘致活動により令和７年度

までに新規立地企業５社を目指

す。 

重点戦略 

総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

２－⑵ 稼ぎ・にぎわうまちを創る 
農業経営の強化・安定と森林の整備 

【農業経営の強化・安定】 
農政課 

 

施策の方向性 

農地の利用の最適化、担い手農業者の育成と農業基盤整備の推進を通じて、効率的で安定し

た農業を目指します。 

 

現況と課題 

◆本市の農業を取り巻く環境は、農業従事者の高齢化や担い手不足などによる様々な課題によ

り、農業生産額の低迷や農業所得の減少といった厳しい状況に直面しています。 

このような中で、農業の維持発展のため、生産基盤の整備、生産体制の効率化、新規就農者

の確保、耕作放棄地の拡大防止などに向けた対策と併せて野生鳥獣による農作物被害を軽減

させるため、地元猟友会及び地域と連携した駆除を行いつつ新たな有害鳥獣駆除従事者の育

成を図る必要があります。更に、収益向上のため、地域資源を活用した新たな産地化や特産

品の開発などを図る必要があります。 

◆地域の共同活動に支えられている農道や水路等の保全管理は、農村地域の過疎化や高齢化な

どにより困難となってきています。また、担い手農家の負担の増加も懸念されています。 

農業・農村は、国土の保全、自然環境の保全、良好な景観形成など多面的機能を有しており、

その利益は多くの国民が享受している考えのもと、国で多面的機能支払交付金の制度が構築

されました。 

農道の道普請や水路の草刈りに対して活用ができる農地維持活動や水路、農道の補修、植栽

など地域資源の向上を図る共同活動などに活用が可能となり、本市では１７組織の認定をし

ています。 
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主要施策 

◆農業生産基盤の整備 

地域の担い手へ農地の集積・集約化を促進するため、関係各課、農業委員会、農業協同組合、

土地改良区、農地中間管理機構等と連携し、農業生産の効率化を図ります。 

農業基盤整備を促進し、農地の大区画化や排水対策などの耕作条件を改善することで、農業

の効率化や省力化を図り安定した農業を推進します。 

農業振興地域整備計画の全体見直しや整備計画に基づく事業の実施により、計画的な土地利

用と優良農地保全の確保に努めます。 

◆担い手の育成と支援 

優れた農業経営者の育成と確保のため、認定農業者の拡充を図り、地域とともに「人・農地

プランの実質化」を作成し、新規就農者や農地集積への支援に努めるとともに、県農業事務

所と連携し、必要な情報の提供や農業次世代人材投資事業の活用を推進し営農の安定を図り

ます。 

◆鳥獣による農作物被害の軽減 

有害鳥獣駆除により有害鳥獣による農作物被害の軽減を図ります。 

◆地域資源を活用した新たな産地化・特産品開発等への支援 

地域資源を活用した新たな産地化や特産品の開発などを行う農業者団体を支援します。 

◆多面的機能支払交付金の活動組織への支援・新たな認定に向けた地域への支援 

活動している 17 組織が今後も活動を継続できるように引き続き支援するとともに、新たに

認定を目指している地域へ制度説明や事務手続きなど認定に向けた支援し認定を促進しま

す。 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

農用地利用集積事

業 

農業経営基盤強化促進法、農地中間管理事業の

推進に関する法律に基づく農地の利用集積を

促進し、農業経営の規模拡大や農地の有効利用

を図ります。 

農業振興地域内の農用地に 10 年以上の賃貸借

権を設定している場合に、借り手農業者に対し

補助金を交付します。 

R3 年度 

～R7 年度 
重点戦略 

農地中間管理事業 

非担い手の所有する農地を担い手へ集積する

ことにより、農業経営の規模拡大を図り、生産

性の向上、生産コストの削減を推進します。 

経営転換又は農業をリタイヤするために中間

管理機構に全自作地を 

10 年以上の貸し付けた農地の貸し手に対し補

助金を交付します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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人・農地プランの

策定支援 

農業を取り巻く諸問題を解決するため、集落・

地域における人と農地の問題を話し合いによ

って解決する「人・農地プラン」作成の支援を

します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

基盤整備事業 

最新設備を備えるなどの農業基盤整備の推進

を通じて効率的で安定した農業を進めます。ま

た、意欲のある地域へ制度説明や事務手続きな

どを行い事業の促進を支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

農業振興地域整備

計画事務 

農業の振興を図るべき地域を定め、土地の有効

利用と農地の近代化のための措置を計画的に

推進し、農業の健全な発展を図ります。 

両総土地改良事業完了後8年経過を見据えた農

業振興地域整備計画の全体見直しを進めます。 

R3 年度 

～R4 年度 
― 

農業次世代人材投

資事業 

新規就農者へ農業を始めてから営農が安定す

るまで最大５年間、最大年 150 万円を給付しま

す。（国庫 10 割） 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

有害鳥獣駆除事業 
地元猟友会等と連携した有害鳥獣駆除により、

有害鳥獣による農作物被害の軽減を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

農業者団体支援事

業 

東金市農業振興会を通して、地域資源を活用し

た新たな産地化や特産品の開発などを行う農

業者団体を支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

多面的機能発揮促

進事業 

農村集落における農地や農業用施設の維持管

理等の市民の共同活動を支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
重点戦略 
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目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

効率的かつ安定的

な農業経営が地域

における農用地の

利用に占める面積

のシェアの目標 

％ 29 33 

個別経営体の地域における農用

地利用面積のシェアの目標（目

標年度は令和６年） 

（農業者の利用集積実績／全農

地面積） 

― 

新規就農者数 人 2 3 

新規就農者の拡充を図ることで

優良農地の保全や農地集積を目

指す 

※農業次世代人材投資事業を利

用した新規就農者数（それ以外

の新規就農者は把握できない

為） 

― 

認定農業者数 人 135 140 

地域農業の担い手として重要な

認定農業者の拡充を図ることで

優良農地の保全や農地集積を目

指す 

― 

新たな組織の認定 
組

織 
17 18 

新たに活動を検討している地域

に対して、支援し認定を促進し

ます。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

２－⑵ 稼ぎ・にぎわうまちを創る 
農業経営の強化・安定と森林の整備 

【道の駅みのりの郷東金の活用】 
農政課 

 

施策の方向性 

「道の駅みのりの郷東金」を核とした農産物直売の支援と消費拡大を進めることで、農業経

営の向上につなげていきます。 

 

現況と課題 

◆農業者の安定した農業経営のためには、千産千消を始めとした消費活動の拡大がカギとなる。 

道の駅みのりの郷東金を拠点とした農産物直売を支援し、東金産農産物のＰＲを行い、農業

経営の向上へと繋げて行きます。 

◆市内の農産物を活用した６次産業化の推進に向け、市内農業者や加工業者など関係団体及び

市と連携し、農産物生産に加え、それを加工し付加価値を付け販売することで農業所得向上

を図り地域産業の活性化を図ります。 

 

主要施策 

◆経営安定化の支援 

道の駅みのりの郷東金において、生産者と消費者のコミュニケーションの場を設け、より良

い農産物づくり「千産千消」の推進に努めます。 

道の駅みのりの郷東金を核として、東金産農産物を流通販売、情報発信を推進していくこと

で、産業振興を図り、もって農業者等の所得向上と活性化に繋げます。 

農産物の出荷者に対し、生産などに関するふさわしい経営のあり方を学ぶ研修を実施します。 

また、農業協同組合や千葉県など、他機関が実施する研修等の情報を出荷者などに周知し、

参加を促し、全体のスキルアップに努めます。 

◆６次産業化の推進 

６次産業化の推進と地域産業の活性化を図り、東金食文化の情報や地域の魅力を発信し、来

場者のニーズにあった地元食材使用を基本とした商品を製造します。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

みのりの郷東金管

理運営委託事業 

道の駅みのりの郷東金の管理運営を指定管理

者に委託し、適正かつ円滑な運営を目指しま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

みのりの郷東金維

持管理事業 

農商工及び観光が連携し地域活性化を図ると

ともに、多くの来場者が交流する産業交流拠点

施設「道の駅みのりの郷東金」の維持管理を行

います。 

R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

６次産業化推進事

業 

市内農業者や加工業者など関係団体と連携し

た各活動体が、６次産業化を推進することで、

「所得の向上」、「経営の安定化」、「産業の振

興」、「魅力の向上」を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

みのりの郷東金 

農業者市内出荷者

数 

人 
128 

（R1） 
134 

令和 2 年度の 5％増加を目指し

ます。 

重点戦略 

総合戦略 

みのりの郷東金 

利用者数 
人 

323 千人 

（R1） 
355 千人 

令和 2年度の 10％増加を目指し

ます。 
総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

２－⑵ 稼ぎ・にぎわうまちを創る 
農業経営の強化・安定と森林の整備 

【森林の整備】 
農政課 

 

施策の方向性 

森林所有者の高齢化などにより、森林は十分な管理がされず荒廃のおそれもあることから、

市民が安らげる森林の再整備を推進するとともに、千葉県産木材の消費啓発に努めます。 

 

現況と課題 

◆林業従事者の減少などにより、整備の行き届かない森林の荒廃が進むとともに、森林所有者

の経営意欲の低下や所有者が高齢化、境界未確定の森林の存在など、長年積み重なった課題

があります。 

◆森林には国土保全や水源涵養等の多面的機能があることから、その維持・保全を図るため、

計画的な伐採や植林等による森林整備を推進するとともに、林道や作業道等の路網整備を図

ります。また、健全な森林育成や安定的な林業経営のため、罹患率の高いサンブスギ溝腐病

の杉を伐採し処分することが必要です。 

 

主要施策 

◆森林整備の促進 

森林の有する国土保全や水源涵養の多面的機能を総合的・持続的に発揮させるために、計画

的な森林整備を行い、林業経営の強化に取り組みます。 

森林環境譲与税を活用し、効率的な森林整備を行うため、市内全域の森林の現況調査・意向

調査等を実施し、森林整備全体計画の策定を行い、森林を団地化して意欲ある林業事業体に

よる整備を推進します。 

森林事業が行われていない里山の保全に向けた教育・研修活動に森林所有者だけではなく市

民参加を促しながら、森林の有する多面的機能への理解促進や森林との共生を図ります。 

◆木材の普及・利用促進 

東金市木材利用促進方針に基づき市の公共施設等に木造化、木質化、木材備品の購入等に努

め、市民に対し県産材利用の利点をアピールすることで県産材の消費啓発を図ります。 

◆木育の推進  

市民が森林に親しみ、そして森林の大切さを学べる場の創出として、木工教室や林業体験な

どのイベントを開催し、自然環境への関心を深める啓発を行います。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

森林の保全事務 

森林環境譲与税などを財源にし、市有保安林の

整備、林業事業者の育成、木育の推進を図りま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

森林整備事業 

令和元年に策定した森林整備全体計画を基に、

地域森林の整備について地権者等と話し合い

ながら市内森林の整備を支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

公共施設における

木材利用の推進 

市民へ県産木材利用の推進を啓発するため、市

有公共施設等に対し、木質化、木製備品、消耗

品の導入を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

林業振興事務 

下刈りや枝打ち、サンブスギ溝腐病による被害

木の伐倒、搬出、跡地への植栽のほか、利用可

能な材の加工施設への運搬に対し補助するこ

とで健全な森林育成や安定的な林業経営を図

ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公共施設における

県産材の利用施設

数 

施

設 
― 5  総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

２－⑶ 稼ぎ・にぎわうまちを創る 東金商圏の維持・発展 商工観光課 

 

施策の方向性 

地域に根差した店舗や商店街と連携し、また、大型店の立地も含めて様々なニーズに応えら

れる商圏を目指すとともに、新規創業希望者への支援を積極的に行うことで、地域経済の活性

化に取り組みます。 

 

現況と課題 

◆消費生活センターを開設し消費生活相談を行っており、苦情処理のためのあっせん、助言、

情報提供を行っています。 

◆商工会議所事業補助金を交付しています。 

【指導事業費】中小企業者の経営改善等のための相談、講習の実施に対する補助、税務・創

業・情報化等の専門家個別相談会の経費 

【金融指導事業費】経営改善資金、セーフティネット資金、創業貸付等を中心とした金融指

導に対する補助 

◆商工会議所特別事業補助金を交付しています。 

【商業活性化事業】商業発展と振興につながるイベント・研修会・講演会・試験的開店事業・

創業支援・空店舗対策事業等を補助 

【創業支援セミナー事業】市が策定した創業支援事業計画に基づき実施する創業支援セミナ

ー事業を補助 

◆商店街の街路灯維持管理費に補助金を交付しています。 

対象は上宿街灯会、岩崎商店街協同組合、新宿商店会街路灯組合、東金駅東口商店街振興組

合、台方商店会、田間商店会 

◆東金商店街連合協同組合事業補助金を交付しています。 

春の大売出し（抽選会）、ハロウィンイベント等商店街の賑わい創出事業を補助（補助率 50％） 

◆道の駅みのりの郷東金と連携し、地域経済の活性化に取り組みたいと考えています。 

 

主要施策 

◆消費生活センターの運営 

市民が安心して消費活動が行えるよう、消費生活センターを開設し、苦情処理のためのあっ

せん、助言、情報提供を行います。 

◆商工団体支援事業 

商工会議所や商店街と協力し、地域経済の活性化に取り組みます。 

◆中小企業資金融資事業 

信用力が十分でない中小企業の金融の円滑化図るため、中小企業に資金融資・利子補給を行

います。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

消費生活センター

の運営 

消費生活センターを設置し、住民サービスとし

て消費生活相談を実施します。 

平日 午前 10 時～正午、午後１時～３時 

   来所または電話による相談を実施。 

R3 年度 

～R7 年度 
━ 

商工団体支援事業 

商工会議所や商店街が行う事業に対する補助

金。 

にぎわい創出や地域活性化のための事業を他

団体を通じて間接的に実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
━ 

中小企業資金融資

事業 

信用力が十分でない中小企業の金融の円滑化

や産業構造の高度化を実現するための融資な

どを金融機関や信用保証協会の協調を得て行

い、中小企業の発展を図る制度です。また、融

資した資金の利子補給を行い、中小企業の負担

の軽減を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
━ 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

２－⑷ 稼ぎ・にぎわうまちを創る 魅力的な観光コンテンツの創出 商工観光課 

 

施策の方向性 

交流人口の増加と地域活性化に向け、近隣市町と連携した広域的な観光戦略により、効果的

な観光情報・魅力を発信します。また、既存の祭り・観光イベントの充実強化や体験型観光の

拡充、ＰＲ活動の推進など、増加するインバウンドなどの多様化する観光ニーズに即した多面

的な取組を推進し、観光・交流機能の拡充に努めます。 

 

現況と課題 

◆本市を含む山武郡内の市町は現状、各市町域内での観光事業を展開しておりますが、新規観

光客獲得のためには近隣市町が連携し、市町域を超えた九十九里地域全体での観光戦略が必

要です。 

◆東金桜まつりやＹＡＳＳＡフェスティバル等の観光イベント実施について、関係団体との連

携により毎年内容の見直しを行い、交流人口の拡大を図りました。今後も更なる交流人口の

拡大に繋がるような新規イベントの創出について、協議・検討が必要です。 

◆本市における体験型観光としては、果物狩りができるぶどう園やいちご園があり、毎年チラ

シやホームページによりＰＲを行い、交流人口の拡大を図りました。インバウンドなど多様

化する観光ニーズに対応するためには、外国人観光客や個人観光客に人気のある体験型観光

の拡充とＰＲの強化が必要です。 

 

主要施策 

◆九十九里地域全体の観光資源を活用したマイクロツーリズムの創出 

広域的な観光戦略として、九十九里地域全体の観光資源が活用できるようなマイクロツーリ

ズム及びＰＲについて九十九里地域観光連盟で協議・検討します。 

◆既存の祭り・観光イベントの充実強化 

交流人口の増加に繋がるような、祭りやイベントの内容をより充実させるための新規イベン

ト等について、関係団体との協議・検討、また、既存関係団体以外からも意見を得るため、

城西国際大学の学生との意見交換等を積極的に進めます。 

◆体験型観光の拡充及びＰＲ 

体験型観光の拡充として、民間の体験型観光施設と協力体制を構築し、観光イベント等の実

施による体験型観光施設のＰＲを積極的に進めます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

観光関係機関支援

事業 

東金市観光協会や九十九里地域観光連盟など

観光関係機関へ補助金等の支援と交流人口拡

大のための連携強化を図ります。また、本市単

独では実施困難なキャンペーンやＰＲ活動も

他団体と連携して実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

観光ＰＲ事業 

観光パンフレット・イベントポスター・観光Ｐ

Ｒ動画を作成し、各種観光キャンペーンに参

加・配布掲示を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

観光入込客数 人 1,330,000 1,500,000 

商工観光課が市内の観光地点等

に行っている観光地点等入込客

数調査。 

年間 3.5 万人の入込数増加を目

指します 

総合戦略 

九十九里地域で連

携した観光イベン

トの開催数 

回 5 10 イベントの開催 総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

２－⑸ 稼ぎ・にぎわうまちを創る 雇用・勤労者施策の推進 商工観光課 

 

施策の方向性 

広域的な自治体連携などの枠組みを利用し、新たな就労機会の創出を進めるとともに、本市

に所在するハローワークや城西国際大学、千葉県立農業大学校、東金高等技術専門校といった

関係団体と連携を図り、就職情報の提供や職業能力の開発支援に努め、雇用対策の充実を図り

ます。 

 

現況と課題 

◆本市では山武郡市内唯一の東金市地域職業相談室を運営しています。 

当施設での求職者数は平成 21 年度をピークに減少傾向にあるものの、それでも令和元年度

は 3,087 人の市民が求職活動を行っています。このように多くの市民が職を探している状況

に加え、コロナの影響による失業者増加も予想されていることから引き続き東金市地域職業

相談室に求められている役割は大きいと感じています。 

◆中小企業が従業員の退職金を積み立てる中小企業退職金共済への加入に対する補助金「中小

企業退職金共済加入促進補助金」を交付しています。 

◆ちば共創都市圏広域連携事業が千葉市を中心に動き出しています。 

本市では手始めに企業間連携の強化を図るため、企業間マッチング事業に参加を予定してい

ます。 

◆今後は雇用・勤労者施策として、基盤人材の育成事業や就労定着支援事業も企画されており、

積極的に参加したいと考えています。 

◆市内の高校・大学等に市内企業の求人情報を提供し、市内に通う学生の就職・定住を促した

いと考えています。 
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主要施策 

◆東金市地域職業相談室の運営 

千葉南公共職業安定所と協働で東金市地域職業相談室を運営し、雇用の促進を図ります。 

◆中小企業退職金共済加入促進補助金 

中小企業における雇用環境の改善を図るため、中小企業退職金共済加入促進補助金を交付し

ます。 

◆ちば共創都市圏における広域連携 

ちば共創都市圏広域連携事業に参加し、広域的な連携により、千葉市を中心とした強靭な経

済圏を再生します。 

 

 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

東金市地域職業相

談室の運営 

市と千葉南公共職業安定所が協働で山武郡市

内唯一の「東金市地域職業相談室」を運営し、

求職者への職業相談・職業紹介を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

中小企業退職金共

済加入促進補助金 

中小企業が従業員の退職金を積み立てる中小

企業退職金共済への加入に対する補助金。 

従業員１人につき月額 1,000円以上の掛け金を

納入した中小企業に対し、従業員１人あたり月

額 300 円を２年間補助します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

ちば共創都市圏広

域連携事業 

人口減少や少子高齢化による経済求心力の低

下を防ぐため、千葉市を中心とした強靭な経済

圏を再生します。当面は企業間マッチング事業

に参加し企業間連携の強化を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

中小企業退職金共

済加入企業数 
社 62 100 

補助金申請企業数。 

令和元年度（最新数値）の 60％

増を目指します。 

― 
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まちづくりの柱３ 

「街・道・自然が織り成す市域を創る」 
 

豊かな自然と利便性の高い市街地が共存し、市民のライフスタイルや地域の

実情に応じた都市基盤（道路・交通網、下水道、ガス、公園・緑地など）の整備

により快適に生活できるまちを目指し、街・道・自然が有機的につながる市域を

創ります。 

 

     [まちづくりの柱を実現させるための施策] 

（１）豊かな自然と利便性の高い市街地の形成 

（２）生活と産業を支える道路整備 

（３）生活に適応した公共交通網の再編 

（４）都市基盤（下水道、ガス、公園・緑地など）と 

河川・水路の維持・管理 

（５）住環境の整備と生活環境への配慮 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑴ 
街・道・自然が織り成す

市域を創る 

豊かな自然と利便性の高い市街地の形成 

【地籍調査】 
建設課 

 

施策の方向性 

ＪＲ東金駅を中心とする中心市街地については、市民が快適なサービスを継続して受けら

れ、かつ、中心市街地にふさわしい都市機能を集積し、にぎわいのあるまちづくりを目指しま

す。 

また、中心市街地以外の丘陵部や平野部については、都市の活力を生み出す産業地を形成し

つつ、里山・田園などの豊かな自然環境の保全を図り、自然景観と共生する計画的な土地利用

を行います。 

 

現況と課題 

◆地籍調査を実施することにより、境界紛争の未然防止による土地取引の円滑化や土地資産

の保全、公共事業の円滑化、街づくり事業の計画的な推進、災害発生時における復旧復興に

かかる時間の短縮や費用の縮減など様々な効果を生じ、地籍調査の重要性は高まっていま

す。 

◆地籍調査の実施状況は、平成２３年３月に発生した東日本大震災を契機に地籍調査の復興

復旧に対する重要性が見直され、実施市区町村が増加しています。本市においても市内全域

を対象とした 30 ヶ年の計画を立て、平成２７年度から着手しています。しかし、近年の実

施市区町村の増加に伴い、補助金の交付率が悪くなっており進捗に遅れが生じています。 

◆地籍調査においても、人口減少や超高齢化社会の到来など社会の変化の影響を受け、土地利

用ニーズの低下や、血縁関係の希薄化等、土地に対する意識の低下、相続登記が数代にわた

り行われていない等「所有者不明土地」の顕在化が円滑な地籍調査の実施の課題となってお

り、人証が失われる前に境界の明確化を急ぐ必要があります。 

 

主要施策 

◆地籍調査実施の推進 

地籍調査は、平成 25 年度に地籍調査実施計画書を策定し、市内全域 87.48 ㎢を対象に 30

地区に区分し、約 30 年間で実施しようするものです。補助金の交付率の低下や厳しい予算

編成等取り巻く状況の変化を踏まえ、計画的且つ継続的に調査実施を推進します。 

◆地籍調査実施区域の選定 

地籍調査は、平成 25 年度に実施計画書を策定し順次進めていますが、近年国県では、地籍

調査による政策効果を考慮し、より効果のある調査区域に高い交付率と交付率に差をつけ

ています。今後は、実施計画書に拘らず交付率の高い区域を選定し地籍調査を進めていくな

ど柔軟な対応が求められます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

地籍調査事業 

正確な地図と簿冊（地籍図及び地籍簿）を作成

するため、地籍調査業務委託を実施します。そ

の後、本事業による成果は法務局に送付され、

法務局の記載内容が修正されます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

地籍調査実施

面積 
㎢ 11.29 23.29 

地籍調査実施計画書と近 3 年の

実績を踏まえ目標を設定した。 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑴ 
街・道・自然が織りなす

市域を創る 

豊かな自然と利便性の高い市街地の形 

【都市計画】 
都市整備課 

 

施策の方向性 

ＪＲ東金駅を中心とする中心市街地については、市民が快適なサービスを継続して受けられ、

かつ、中心市街地にふさわしい都市機能を集積し、にぎわいのあるまちづくりを目指します。 

また、中心市街地以外の丘陵部や平野部についても、都市の活力を生み出す産業地を形成し

つつ、里山・田園などの豊かな自然環境の保全を図り、自然景観と共生する計画的な土地利用

を行います。 

 

現況と課題 

◆本市では JR 東金線３駅を中心としたまちづくりが進められ、都市計画マスタープランに基

づき計画的に実施されてきた土地区画整理事業や民間の大規模宅地造成事業、また、これら

大規模開発に合わせた街路、公園、下水道などの都市インフラ整備が総合的かつ一体的・継

続的に実施されてきました。しかし、急激な少子高齢化や地価の下落、住宅需要の変化など

自然的・社会的な要因も背景として、大きな土地利用計画の進展は少なく、宅地面積も増加

傾向にはあるものの比較的低調な伸び率となっています 

◆今後は、これまでの都市づくりを継承しつつ、地域毎の特色を活かした、新たな価値や魅力

を高めていくために、都市計画制度の適切な運用による新たな土地利用展開を検討していく

必要があります。 

◆地球温暖化の深刻化や自然の減少など世界における環境問題の発生等を背景に、人々による

自然環境問題に対する意識が一層高まっており、自然共生を基本とした持続可能な社会の形

成に向けた取組みが求められています。 

◆本市では、自然を保護と緑化を推進するため「東金市緑地の保全及び緑化の推進に関する条

例」を制定し、緑豊かな文化都市を目指してきました。しかし、全市的な視点に基づく緑の

配置や整備、自然環境保全、緑化の充実など緑に関する施策を総合的かつ体系的に整理した

上で事業展開するためには、都市緑地法に基づく緑の基本計画を策定する必要があります。 

◆市民に安らぎを与える身近な緑の保全を図りつつ、市街地に隣接した貴重な自然環境を大切

にしながら、公園整備も進めており、また、千葉東テクノグリーンパークの環境保全を図る

ため、立地企業と緑化協定を締結し、良好な自然環境を有する団地形成にも努めてきました。 

◆今後も、産業拠点の形成に向けた様々な開発が進められることが想定されることから、樹林

地などの適切な緑地の確保に向けた協議・調整が必要となります。 

 

主要施策 

◆都市施策の推進 

宅地と農地が混在する砂郷地区では、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街地形成を図る 
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ため、地元住民との意見交換を行いながら市街地整備の手法や開発許可制度等の適切な運

用を行い、若年層を中心とする新たな定住人口を受け入れるための計画的な土地利用の誘

導をしていきます。 

また、都市の現況と将来見通しについて都市計画法に基づいた都市計画基礎調査を実施し、

当該調査の内容等を踏まえ、まちづくりのために必要となる都市計画の対応を計画的に図

っていきます。 

◆緑地保全の推進 

緑の基本計画や東金市緑地の保全及び緑化の推進に関する条例に基づき、市民が良好な生

活環境の中で健康で安全かつ快適な生活を営むため、自然を保護するとともに緑化を推進

し、緑豊かなまちづくりを促します。 

また、民間企業の土地開発事業などの土地造成や工場等の整備を行う際には、緑地の保全及

び緑化の推進を促します。 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

住宅地形成推進

事業 

砂郷地区において、地区住民と市が一体とな

り、地区の特色を生かした新たなまちづくりを

市民と共に進めるために、関係者への情報発

信、先進地視察、専門家の派遣等の地域づくり

団体に対する支援・助成を行います。また、ま

ちづくり計画の策定や事業実施に向け、関係機

関や各種団体等との協議・調整を進めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

都市計画企画立

案事業 

都市計画基礎調査を実施し、当該調査の内容等

を踏まえ、まちづくりのために必要となる都市

計画の決定や変更を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

緑地保全事業 

緑の基本計画や東金市緑地の保全及び緑化の

推進に関する条例に基づき、市民が良好な生活

環境の中で健康で安全かつ快適な生活を営む

ため、自然を保護するとともに、土地造成や工

場等の整備を行う際には、既存森林等の適正な

保全と緑化の推進を促します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

豊かな自然に

対する市民の

魅力度 

％ 44.6 46.0 市民アンケート調査。 ― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３-⑵ 街・道・自然が織り成す市域を創る 
生活と産業を支える道路整備 

    【道路整備】 
建設課 

 

施策の方向性 

本市が有する広域道路ネットワークは、国道１２６号、首都圏中央連絡自動車道、千葉東金

道路、東金九十九里有料道路などの広がりを有しており、この高いポテンシャルを最大限に活

かし、産業・商業の進出動機につながるような、魅力と利便性の高い、国・県道の整備促進を

関係機関に働きかけます。 

また、市道についても市内地域間の連携強化と安全性・利便性の向上に配慮した整備を計画

的に推進します。 

 

現況と課題 

◆総合計画及び都市計画マスタープランを踏襲した将来道路網の形成。 

◆本市では、国県道を結ぶ市道整備を軸に展開していくことで生活道路網としてのネットワ

ークの確保及び地域間の連絡路とした形成を図る。しかし、国の交付金（社会資本整備総合

交付金）を活用し事業展開しているため、今後も継続的な整備事業として取組みが必要で

す。 

◆道路整備事業を目的別に捉えた場合、各課の将来計画に公共交通等及び観光の観点からも

地域連絡道路、災害緊急輸送路等の脆弱性の観点からも庁内調整を図る必要があります。 

  ◆通学路の効果的な安全確保のため、「通学路交通安全プログラム」に基づき、通学児童が多

い区間や交通事故が多発している区間等、交通安全対策が急がれる区間を中心に歩道整備

等の対策が必要になります。 

◆道路事業（補助事業）を展開する上で、令和３年度以降の要望に伴い国土強靭化関連予算の

「重点化」「要件化」が図られるため、国土強靭化地域計画の策定が重要な課題です。 

 

 

主要施策 

◆道路整備の推進 

生活道路の安全性及び利便性の向上を図り、緊急性、必要性、優位性等の検討を行い、整備

路線を選定し事業化を図ります。昨今、交付金の交付率は低く、整備に当たっては国、県と

十分財源調整をしながら推進します。 

◆通学路の歩道整備の充実 

通学路指定の有無、学校関係者と通学路合同点検を実施し、点検結果に基づき安全性の向上

を目的とした、歩道整備の充実を計画的に推進します。 

 

 

 

 

 



71 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

道路改良事業 
国の補助金を活用した事業展開をしており、継

続的な整備事業としての取組みを図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

歩道整備事業 

歩行者と車両が分離された安全な歩行区間の

確保を目的とした、歩道整備を国の交付金を活

用した取組を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

道路新設改良

事業 
ｍ 2,820 3,130 

全対延長（3,210 m） － 施行済

延長（3,130m  ） = R8 未整備

延長（80.0m） 

― 

歩道整備事業 ｍ 1,090 2,365 

①市道 0117 号線→（R4～R7） 

L= 600ｍ 

②市道 0122 号線→（R3～R4）

L= 160ｍ 

③市道 2198 号線→（R4～R6） 

L=  515ｍ 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３-⑵ 街・道・自然が織り成す市域を創る 
生活と産業を支える道路整備 

【道路管理】 
建設課 

 

施策の方向性 

本市が有する広域道路ネットワークは、国道１２６号、首都圏中央連絡自動車道、千葉東金

道路、東金九十九里有料道路などの広がりを有しており、この高いポテンシャルを最大限に活

かし、産業・商業の進出動機につながるような、魅力と利便性の高い、国・県道の整備促進を

関係機関に働きかけます。 

また、市道についても市内地域間の連携強化と安全性・利便性の向上に配慮した整備を計画

的に推進します。 

 

現況と課題 

◆市内の道路整備に対するニーズは年々高まっているが、長引く経済不況から新規事業着手

は厳しい状況にありますが、道路（舗装）をはじめ、橋梁、トンネル及び側溝等の道路付帯

構造物、またはカーブミラー、区画線等の交通安全施設の最低限の維持管理は必要不可欠な

ものです。 

◆特に橋梁をはじめとする各種道路付帯構造物の経年劣化が年々増加傾向にあり、市民が安

心安全に生活するには、それらの危険箇所を把握し、すみやかに修繕工事等を実施すること

が重要です。 

 

主要施策 

◆道路維持管理の推進 

道路舗装に代表される道路構造物の破損は、即重大事故に繋がる恐れがあるため、市職員の

パトロールだけではなく市民からの電話やＬＩＮＥ通報等を利用し幅広く情報を収集しま

す。また、それらを基に破損個所の修繕工事及び定期的な業務委託を発注し市道等の維持管

理向上を図ります。 

◆道路舗装等事業の推進 

各地区からのさまざまな要望書を踏まえ、各種工事を計画的に実施します。 

◆交通安全施設の整備 

警察、学校他各種関係機関と連携し合同パトロールを実施します。特に通学路の安全性向上

を最重要事項とし、それ以外にも交通事故が頻繁に起こる箇所を情報共有することにより、

安全性向上を図ります。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

道路維持管理事

業 

道路、道路付帯構造物等の破損個所の修繕工

事、橋梁等の点検及び長寿命化計画の作成を行

う。また、市民からのニーズの高い市道の草刈

り、街路樹の剪定、側溝清掃、街路灯の修理等

をすみやかに実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

道路舗装等事業 

雨天時の冠水対策として道路側溝等の排水整

備、未舗装道路の舗装新設工事、橋梁等の長寿

命化修繕工事を、各地区からの要望書を踏まえ

計画的に実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

交通安全施設整

備事業 

特に通学路や事故多発地帯を中心に、区画線の

引直し、カーブミラーや転落防止柵等を整備し

市道の安全性を高めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

橋梁長寿命化

対策 
橋 17 14 

橋梁の耐震診断の結果、早めに

措置が必要な橋梁数を減らして

いく。 

― 

舗装新設 ％ 73.5 74.5 
現在、市道の舗装率が 73.5%だ

が、5 年間で 1％あげる。 
― 

区画線整備 ｍ 850 1200 

現在、年間 850ｍしか発注でき

ていない区画線整備を年間

1200ｍできるようにする。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３-⑶ 
街･道･自然が織りなす市域

を創る 

生活に適応した公共交通網の再編  

【JR 東金線３駅のバリアフリー化】 
地域振興課 

 

施策の方向性 

ＪＲ東金駅、福俵駅と求名駅のバリアフリー化や乗り継ぎ拠点の整備検討などの利便性向

上に努めるとともに、身近な交通手段である路線バスに加え、これを補完する循環バスやデマ

ンドタクシーなどの二次交通についても、少子高齢化などの社会状況を見極めた活用しやす

い公共交通体系の整備を推進します。 

 

現況と課題 

◆JR 東金駅 

すでに駅構内の跨線橋にはエレベータは設置されていますが、西口と東口を結ぶ跨線橋に

エレベータを設置する要望が多く、建設課、都市整備課、地域振興課にて協議を続けていま

す。 

◆JR 求名駅 

 JR 東日本が所有する跨線橋にエレベータを設置することについて、JR 東日本千葉支社と

JR 東金線複線化促進協議会(構成市町:東金市 山武市 大網白里市 九十九里町)と協議を続

けています。 

 平成 30(2018)年度に基本調査設計を完了しており、当初の計画では、令和 2 年度に詳細設

計、令和 3(2021)年度に設置工事の事業化が計画されていました。しかし、事業費が莫大な

上に、令和元年度の度重なる風水害、令和 2(2020)年度の新型コロナウイルス感染症拡大に

直面し、JR 東日本千葉支社との検討･協議は、事態が終息するまで進められない状況にあり

ます。 

◆JR 福俵駅 

 ホーム入口のスロープ勾配が強く、車椅子での乗り入れが困難な状況や雨天時の危険性も 

あることから、JR 東日本千葉支社に対し、改善の要望を行っています。 

 

主要施策 

◆JR 東日本千葉支社と JR 東金線複線化協議会との協議 

JR 求名駅跨線橋に設置予定のエレベータ及び JR 福俵駅ホーム入口のスロープの改善につ

いては、協議を継続し、実現に努めます。 

◆建設課、都市整備課、地域振興課との協議 

駅周辺の土地利用のあり方などの協議を継続し、JR 東金駅西口と東口を結ぶ跨線橋へのエ

レベータ設置の実現に努めます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

JR東金駅跨線橋
バリアフリー化
事業 

JR 東金駅西口と東口を結ぶ跨線橋の耐震化及

び利便性向上のため、エレベータの設置を建設

課、都市整備課、地域振興課にて検討します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

JR求名駅バリア
フリー化事業 

バリアフリー法の対象となる JR 求名駅にエレ

ベータを設置するため、JR 東日本千葉支社と

JR 東金線複線化促進協議会にて協議を継続し

ます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

JR福俵駅バリア
フリー化事業 

JR 福俵駅のホーム入口の勾配の緩和について

JR 東日本千葉支社への要望を継続します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３-⑶ 
街･道･自然が織りなす市域

を創る 

生活に適応した公共交通網の再編 

【公共交通の再編】 
地域振興課 

 

施策の方向性 

ＪＲ東金駅、福俵駅と求名駅のバリアフリー化や乗り継ぎ拠点の整備検討などの利便

性向上に努めるとともに、身近な交通手段である路線バスに加え、これを補完する循環バ

スやデマンドタクシーなどの二次交通についても、少子高齢化などの社会状況を見極め

た活用しやすい公共交通体系の整備を推進します。 

 

現況と課題 

◆循環バス（市内循環バス福岡路線/豊成路線） 

 路線バスが廃止されたことにより、公共交通不便地域となってしまった福岡地区と市

街地、豊成地区と市街地をそれぞれ結ぶ循環バスを運行しています。 

福岡路線では１運行あたり１時間 40 分程度、豊成路線では１運行あたり 1 時間 30 分

程度かかっており、運行路線の再編が課題です。 

◆路線バス（八街線 上布田経由） 

旧国鉄バス 布田線が廃止されたことに伴い、九十九里鐡道株式会社と代替運行に関す

る覚書を締結し、八街線 上布田経由の運行経費に対し補助金を交付しています。しか

し、利用者は少ない状況が続いていることから、運行体系のあり方を含め協議が必要で

す。 

◆デマンドタクシー（東金市乗合タクシー） 

 バス停や駅まで向かうことが困難な高齢者や障がい者の方の自立した日常生活や社会

生活を確保するため、市内全域を対象にデマンドタクシーを運行しています。 

 近隣市町を生活圏としている地区の方からは、市外運行を望む声が寄せられています。

また、予約のキャンセル件数が多いこと、それに比例して予約不成立が生じていること

が課題となっており、運行体系のあり方を含め協議が必要です。 

◆循環バス･路線バス･デマンドタクシーの再編 

 路線バスを補完することも運行の目的の一つである循環バス、路線バス(八街線 上布

田経由)、デマンドタクシーについては、利便性の向上と持続可能な公共交通を目指し、

運行路線や運行地域の再編を視野に検討が必要であると考えています。 

 また、都市マスタープランにおいて、駅を中心としたコンパクトなまちづくりを進めて

おり、地域連携拠点とを結ぶ誰もが移動しやすい持続可能な公共交通ネットワークの

構築が重要です。 
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主要施策 

◆第３次東金市総合交通計画の策定 

東金市地域公共交通会議にて第３次東金市総合交通計画を策定します。 

◆循環バス運行路線の再編 

第３次東金市総合交通計画を基に東金市地域公共交通会議及び福岡地区循環バス推進委員

会並びに豊成地区循環バス推進委員会と協議を進めます。 

◆路線バス(八街線 上布田経由)、デマンドタクシーの再編 

第３次東金市総合交通計画を基に東金市地域公共交通会議にて協議を進めます。 

 

 

     

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

東金市総合交通
計画推進事業 

第３次東金市総合交通計画の策定をします。 
R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 

デマンドタクシ
ー運行事業 

高齢者や障がい者の自立した日常生活や社会

生活を維持、改善するため、デマンドタクシー

を運行しています。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

バス路線確保対
策業 

公共交通不便地域の解消等を図るため、市街地

と福岡地区・豊成地区を結ぶ市内循環バスを運

行しています。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

バス路線確保対
策事業 

路線バス(八街線 上布田経由)に対し補助金を

交付しています。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

市内循環バス
福岡路線年間
利用者数 

人 
9,161 

(Ｒ１) 
10,994 

九十九里鐡道株式会社の統計 

令和元年度の20％増を目指しま

す。 

総合戦略 

市内循環バス
豊成路線年間
利用者数 

人 
6,328 

(Ｒ１) 
7,594 

九十九里鐡道株式会社の統計 

令和元年度の20％増を目指しま

す。 

総合戦略 

東金市乗合タ
クシー 

年間利用者数 

人 
12,225 

(Ｒ１) 
14,670 

地域振興課の統計 

令和元年度の20％増を目指しま

す。 

総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３-⑶ 
街･道･自然が織りなす

市域を創る 

生活に適応した公共交通網の再編  

【乗り継ぎ拠点の整備検討】 

地域振興課 

都市整備課 

 

施策の方向性 

ＪＲ東金駅、福俵駅と求名駅のバリアフリー化や乗り継ぎ拠点の整備検討などの利便性向

上に努めるとともに、身近な交通手段である路線バスに加え、これを補完する循環バスやデマ

ンドタクシーなどの二次交通についても、少子高齢化などの社会状況を見極めた活用しやす

い公共交通体系の整備を推進します。 

 

現況と課題（当該基本施策についての現況と課題。必要に応じて図表を添付。） 

◆第２次東金市総合交通計画(平成 28 年３月策定)に掲げる事業の一つに(※1)｢パークアンド

ライド型バスターミナル｣と(※2)｢JR 東金駅における商業施設と連携したパークアンドラ

イド｣の整備があります。 

(※1) ｢パークアンドライド型バスターミナル｣ 

     高速バスをはじめ路線バスや循環バスの乗降場とパークアンドライド駐車場を整備し、乗り継ぎの 

利便性を確保する。 

(※2) ｢JR 東金駅における商業施設と連携したパークアンドライド｣ 

     駅や高速バスの停留所周辺に駐車場を有する商業施設より電車やバスの利用者向けに無償で駐車場 

を提供してもらう一方、利用者は商業施設の商品券等を定期的に購入する。 

これまでの経緯 

平成 13 年から平成 14 年にかけて、東金警察署跡地を｢パークアンドライド型バスターミナ

ル｣として利活用する検討をしましたが、バス事業者と市の間で舗装等の整備費用の負担割

合について折り合いがつかず頓挫しました。 

平成 27 年から平成 28 年にかけて、県立東金病院跡地を｢パークアンドライド型バスターミ

ナル｣として利活用する検討をしましたが、先進地の事例を検証すると、多くが有料道路の

インターチェンジに隣接した場所に設置していることから、不向きであると判断し、頓挫し

ました。 

◆｢パークアンドライド型バスターミナル｣を整備する用地の選定、予算の確保、バス事業者の

募集が必要となります。 

◆｢JR 東金駅における商業施設と連携したパークアンドライド｣への賛同企業を募集する必要

があります。 

 

主要施策 

◆｢パークアンドライド型バスターミナル｣ 

用地の選定、予算(補助制度を含む)の確保、バス事業者の募集等を全庁的に協議･検討しま

す。 

◆｢JR 東金駅における商業施設と連携したパークアンドライド｣ 

対象となる商業施設との協議を検討します。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

乗り継ぎ拠点整
備事業 

・プロジェクトチームを結成するなど、全庁的

に協議･検討を行います。 

・鉄道やバスなどの公共交通同士や自家用自動

車等様々な交通手段の乗り継ぎ拠点の整備を

推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 

重点戦略 

総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３-⑷ 
街・道・自然が織り成す

市域を創る 

都市基盤（下水道、ガス、公園、緑地）と 

河川・水路の維持・管理【下水道】 
下水対策課 

 

施策の方向性 

快適な市民生活の維持のために都市基盤の計画的な維持・管理を行い、民間資本の住宅建設

や商業施設が参入しやすい環境を整備します。 

 

現況と課題 

◆本市における汚水処理は、公共下水道事業、農業集落排水事業（集合処理）及び合併処理浄

化槽事業（個別処理）により行われ、住みよい街、綺麗な水を未来に残すために推進してお

ります。 

◆令和元年度末現在、本市の汚水処理人口普及率は約 76％となっております。今後の本市に

おける汚水処理施策は「整備」から「維持管理」へと本格的に移行する時期を迎えておりま

す。また、人口減少・少子高齢化が顕在化している本市において、持続的で安心できる汚水

処理サービスを提供するため、新たな技術・事業手法の導入、既存施設の改築更新や維持管

理等を、事業種別にとらわれることなく柔軟に対応する必要があります。 

◆汚水処理に係る維持管理コスト増大の観点から、公共下水道施設の新規整備計画の見直し

や、施設の状態を予測しながら農業集落排水施設の公共下水道施設への統合や改築更新に

よる健全な施設運営管理と、サービス水準の向上に向けて、施設資産、資金、人材を相互に

関連付けてマネジメントすることにより、計画的かつ効率的に行っていく必要があります。 

◆大規模自然災害時に汚水処理施設が被災した場合でも機能を維持していくため、予め被災

を想定した被害の最小化を図る減災対策と、「下水道業務継続計画」に基づく汚水処理施設

の継続と早期回復を図る必要があります。 

◆集合処理整備区域以外は、合併処理浄化槽（個人設置型）の普及促進をしており、合併処理

浄化槽への転換整備費及び維持管理費に対する補助を行っております。今後も引き続き生

活環境改善に向けた単独処理浄化槽及び汲み取り便所からの転換をより一層推進していく

必要があります。 
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主要施策 

◆汚水処理人口普及率の向上 

市域全ての市民の皆様が、快適に汚水処理できる住環境整備に努めます。 

◆公共下水道施設長寿命化及び耐震化対策の推進 

汚水処理を適正に行うため、東金市公共下水道ストックマネジメント計画に基づき、下水道

施設全体の施設管理の最適化を推進します。 

◆汚水処理コスト縮減の検討 

担当職員減少や使用料収入の減少、老朽化施設の更新等、汚水処理を取り巻く環境は厳しさ

を増していることから、汚水処理の持続可能な管理運営を行うため、再資源化や広域化・共

同化の取組みなどによるコスト縮減を検討します。 

◆農業集落排水処理施設の接続・統廃合の推進 

農業集落排水施設を公共下水道施設に接続し、処理施設の統廃合によるコスト縮減を推進

します。 

◆合併処理浄化槽（個人設置型）の普及推進と維持管理支援 

単独処理浄化槽や汲み取り便所から合併処理浄化槽への転換及び適正な維持管理への支援

を推進し、公共用水域の水質保全に努めます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公共下水道施設

老朽化対策事業 

東金市公共下水道ストックマネジメント計画

により、明確かつ具体的な施設管理目標及び長

期的な改築シナリオを設定し、点検・調査計画

及び修繕・耐震化・改築更新を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

公共下水道施設

維持管理事業 

公共下水道事業の事業計画に沿った施設の保

守点検、修繕等により適正な維持管理を図りま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

公共下水道汚泥

再資源化事業 

千葉県が主体となり、市町村と連携して策定す

る「広域化・共同化計画」において、発生汚泥

の適正処理を行うための手法など、近隣市町と

の共通課題やニーズ、処理コストの縮減を課題

とし、最も経済的な再生利用方法等を検討しま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

農業集落排水処

理施設統廃合事

業 

処理施設の事業間連携による汚水処理システ

ムの最適化（処理施設の接続・統廃合）による

維持管理費のコスト縮減と、持続可能な汚水処

理システムの構築を計画的に推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

農業集落排水施

設維持管理事業 

農業集落排水事業の最適整備構想に沿った施

設の保守点検、修繕等により適正な維持管理を

図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

浄化槽設置整備

事業 

公共下水道や農業集落排水が利用できない地

域で、生活排水による公共用水域の水質汚濁を

防止するため、単独処理浄化槽や汲み取り便所

から合併処理浄化槽へ転換する場合に経費の

一部を補助します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

浄化槽維持管理

費補助事業 

合併処理浄化槽の適正な管理の推進を図り、生

活排水による公共用水域の水質汚濁を防止す

るため、合併処理浄化槽を適正に維持管理を行

う者に経費の一部を補助します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

汚水処理人口

普及率 
％ 

75.8 

（R1） 
79 

良好な汚水処理が行える住環境

整備の達成度管理 

汚水処理人口普及率＝(集合処理区域内人

口+合併浄化槽使用人口)/行政人口 

― 

処理場削減率 ％ 0 ２ 

汚水処理システム(下水道、農集

施設)の最適化による効果を管

理 

処理場削減率＝削減された施設数/年度末

既存処理施設数 

― 

浄化槽法定検

査受検率（11

条） 

％ 
8.8 

（H30） 
10 

公共水域保全と生活環境改善の

ために浄化槽の適正な管理状況

の達成度管理 

浄化槽法定検査受験率＝浄化槽法定検査受験基数/浄化

槽設置基数 

― 



84 
 

番号 まちづくりの柱 施策 担当課 

３-⑷ 
街・道・自然が織りなす市域を

創る 

都市基盤（下水道、ガス、公園、緑地）と 

河川・水路の維持・管理【ガス】 
ガス課 

 

施策の方向性 

快適な市民生活の維持のために都市基盤の計画的な維持・管理を行い、民間資本の住宅建設

や商業施設が参入しやすい環境を整備します。 

 

現況と課題 

◆本市のガス事業は市内の需要家にガスの供給を行っており、安定経営に努め、供給及び保安

を持続するために必要な事業を継続してきました。 

◆しかしながら事業開始から 60 年以上、全市拡張時から 35 年以上が経過し、ガス供給施設

の老朽化や近年の自然災害を踏まえ災害に強い施設への更新等が必要となっております。 

◆また、本市のガス事業は、近年、ガス販売量の減少(令和元年度の一般分ガス販売量、現行

料金改定時の平成 27 年度比 2.3%減)やガス購入価格の上昇等(令和元年度一般分ガス平均

購入原価平成 27 年度比 1.2%増)により、厳しい経営状態となっており、経営安定化に向け

た取り組みが必要となります。 

 

主要施策 

◆ガス供給施設の老朽化対策及び耐震化対策の推進 

需要家に安定したガスを安全に供給するため、ガス供給施設の老朽化対策及び耐震化対策

を推進します。 

◆ガス事業の適正な運営 

公営企業として、健全経営を維持します。  

◆保安の確保 

ガス漏えいの事故等に対応するため 24 時間体制で保安の確保にあたります。また、消費機 

器調査・内管検査等の調査を定期的に行います。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

ガス供給施設等改

築更新整備事業 

所管するガス供給施設等の老朽化による改

築更新や供給改善工事等の実施、また、耐震

性のある材質のガス管へ入替することで災

害等に強いガスを目指します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

ガス内部管理事業 

ガス事業を運営するにあたり必要な事務及

び事業を行います。また、経営安定に必要な

収入を確保するととともに経費の縮減に努

めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

保安事業 
需要家が安全にガスを使用できるよう消費

機器調査等を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

供給施設維持・管

理事業 

所管するガス供給施設等の修繕や維持管理

を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

受注工事事業 
需要家等から受注を受けた工事を実施しま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

ガスメーター等管

理事業 

ガス使用量を適正に計るため、計量法に基づ

いた管理を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

工事進捗率 ｍ 0 2,900 ガス管入替工事の実施延長 ― 

ガス事故の発

生 
件 0 0 

保安を維持し重大ガス事故の発

生がないようにする。 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑷ 
街・道・自然が織り成す

市域を創る 

都市基盤（下水道、ガス、公園、緑地）と 

河川・水路の維持・管理【公園緑地】 
都市整備課 

 

施策の方向性 

快適な市民生活の維持のために都市基盤の計画的な維持・管理を行い、民間資本の住宅建設

や商業施設が参入しやすい環境を整備します。 

 

現況と課題 

◆1980 年代やそれ以前に整備された公園の老朽化が顕在化しており、公共団体の財源的な制

約を踏まえ、老朽化した公共施設の効率的なマネジメントを求められています。 

◆本市の都市公園は 55 箇所、面積にして 32.53ha を供用していますが、約８割以上が整備さ

れてから 20 年以上経過しています。中でも遊具については、約５割以上が長期的な使用へ

の対応が難しくなってきており、安全面にも考慮しながら、修繕、更新、撤去を適宜実施し

ています。 

◆今後は、都市公園全体を通した老朽化対策や社会情勢・市民ニーズの変化への対応など様々

な役割を担う公園としての在り方を検討した上で、計画的に修繕、更新を行うための手法を

検討していく必要があります。また、近年台風の大型化等により、公園内の樹木の倒木など

が多数発生しており、計画的な維持・管理が、今まで以上に求められます。 

◆一方、公園管理については、平成 18 年度より公園における協働事業を市民団体と進めてい

ます。現在、15 公園１緑地について 10 の市民団体と協定を締結し、地域の憩いの場として

公園・緑地の管理をしていますが、各団体の高齢化の影響もあり活動継続が困難になりつつ

あり、今後の事業の在り方を検討する必要があります。 

◆都市公園整備としては、都市計画決定されている公園・緑地のうち、５箇所が未整備となっ

ています。公園等は市民の憩いの場、レクリエーションの場であるとともに、災害時におけ

る避難場所や多様な生物の生育の場など多様な機能を有しており、整備にあたっては、量的

な水準のみならず、利用者の実態、地域ニーズを捉え、土地利用計画との整合性や地域バラ

ンスにも留意しながら、計画的な整備を進めていく必要があります。 

 

主要施策 

◆公園等の維持管理の推進 

都市の緑、身近な緑として様々な機能を有する公園の老朽化に対応していくため、公園施設

長寿命化計画を策定し計画的に遊具、トイレ、休憩施設など施設全体の修繕・更新を実施し

ていきます。また、公園の樹木については、都市の延焼防止機能、ＣＯ２対策、景観形成等

様々な役割を有していますが、近年の台風の大型化等による倒木被害の影響等も踏まえつ

つ、適正な樹木管理をするための計画づくりに取り組み、計画的な管理を進めます。 
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◆地域住民との協働による公園・緑地の維持管理の促進 

協働のまちづくりの普及啓発を行い、市民と行政の良好な協力関係の構築に努めていきま

す。また、現在締結している１０の市民団体が協働作業を通じて地域コミュニティの醸成を

図れるよう、必要な支援を行います。 

◆公園整備の推進 

“行ってみたい、遊んでみたい空間”を増やすため、子どもたちや地域ニーズを取り入れ、

市民の利用促進につながる工夫をしながら、地域バランスに配慮した計画的な公園整備を

進めます。 

 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公園・緑地維持管

理事業 

公園緑地等を、園内清掃、草刈、公園施設の点

検や補修を行い、公園利用者に対し安全快適に

公園が利用できるよう維持管理をします。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

公園施設老朽化

対策事業 

公園の使用者が安心安全に公園を利用できる

よう、公園施設長寿命化計画を策定し、老朽化

した公園施設の修繕・更新を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

協働の公園管理

事業 

協働のまちづくりの普及啓発を行い、市民と行

政の良好な協力関係を構築し、「協働の公園管

理」を促進し、市民団体に協働作業に必要な資

材の支給や費用の助成を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

公園整備事業 

市民が身近に感じられる緑の空間を適正に配

置し、良好な生活環境の形成による快適なまち

になるよう公園整備を進めます 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公園遊具点検

判定割合 
％ 44.8 55.0 

年 1 回点検される遊具の継続使

用可能な遊具の割合 
― 

協働で公園管

理をする市民

団体数 

団体 10 11 

市民団体の高齢化により活動継

続が困難になりつつある中、継

続可能な活動を目指します。 

― 

住民一人当た

りの都市公園

面積 

㎡ 5.6 6.0 

都市公園法施行令で定められて

いる住民一人当たりの都市公園

面積 10 ㎡を目指します。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３-⑷ 
街・道・自然が織り成す

市域を創る 

都市基盤（下水道、ガス、公園、緑地）と 

河川・水路の維持・管理【河川・水路１】 
建設課 

 

施策の方向性 

河川や幹線排水路は、景観形成や防災面でも重要であり、計画的な維持・管理を図ります。 

 

現況と課題 

◆都市部への人口、産業、資産の集中や流域の開発によって、流域の保水・遊水機能は低下し、

河川への流出量が増加することで洪水リスクの増大が懸念されています。 

◆本市では排水マスタープランを基本構想とし、千葉県の河川整備計画との整合をとりなが

ら、河川改修事業を推進しています。しかし、近年の全国的に危ぶまれているゲリラ豪雨な

ど雨の降り方の局地化、集中化、激甚化の対策が更に求められています。 

◆このため、千葉県と連携した真亀川改修事業の早期完成の促進や市内の市街地排水や地域

排水の機能・環境・安全について改善・回復・維持を推進し、水害を軽減した生活環境の整

備が必要です。 

 

主要施策 

◆河川改修事業の推進 

市内の水害を軽減するため、都市計画や排水マスタープランに基づいた市街地排水路及び

地域排水路の排水機能の改善を目指した改修事業を推進します。 

◆河川維持管理事業の推進 

準用河川及び地域排水路施設の機能や安全を維持するため河道の浚渫、河川底打工事、突発

的な施設の損傷個所の修繕、河川や水路敷地の草刈り業務による環境保全を推進します。 

◆調整池管理事業 

治水のため設けられた調整池施設の機能及び安全性を維持するため、施設改修工事や突発

的な破損個所の修繕及び堆積土の浚渫、ポンプ施設及び電気施設の保守点検により適正な

運転管理を実施します。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

河川改修事業 

千葉県と連携し、真亀川・作田川・南白亀川河川

改修促進事業や市街地排水・地域排水改善を目

的とした河川改修事業を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

河川維持管理事

業 

準用河川及び地域排水路について、施設の機能

や環境、安全を維持するため河川修繕工事、河道

の浚渫工事や河川・水路敷地の除草業務をすみ

やかに実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

調整池管理事業 

調整池施設の機能及び安全性を維持するため、

排水ポンプ施設並びに非常用自家発電設備の定

期点検や施設の補修を行うと共に、環境対策と

して敷地内の除草業務を計画的に実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

河川改修工事

整備延長 
ｍ 1,062 1,938 

台方区内線(H25-R2) 622m 

     (R3-R6)  206m 

田中区内線(H22-R2 )380m 

     (R3-R5)  150m 

菱沼区内線(R3-R7)  250m 

武射田区内線(R3-R7)150m 

家徳区内線(R6-R7)  120m 

― 

調整池堆積土

除去率 
ｍ３ 0％ 100％ 

福俵 1 号・福俵２号・田間１号

調整池及び小野１号調節池の堆

積土除去率 100％を目指しま

す。 

 

堆積土除去率＝除去土量 /堆積

土量×100％ 

― 



90 
 

番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑷ 
街・道・自然が織りなす市域

を創る 

都市基盤（下水道、ガス、公園、緑地）と 

河川・水路の維持・管理【河川・水路２】 
農政課 

 

施策の方向性 

河川や幹線排水路は、景観形成や防災面でも重要であり、計画的な維持・管理を図ります。 

 

現況と課題 

◆北幸谷川や高倉川は、農業用の排水路として築造されたものでありますが、市街地の雨水を

排水する役割も担い、近年の集中豪雨や台風などの大雨による道路冠水や洪水の軽減に大

きく寄与しています。補修を進めているものの河川の老朽化が進み堤体に破損が生じてい

ます。 

◆また、土地改良事業で築造された地域の幹線排水路などは、稲作を支える重要な施設であ

り、かつ、地域の雨水を排水する役割を担っていますが、土を掘り込んで築造されているた

め、経年劣化により堤体の土が削られ隣接する農地の作付けに影響を及ぼすなどの事象が

生じています。 

◆水門は、田んぼの保水や用水の確保の役割があり稲作を支える重要な施設でありますが、老

朽化が進み著しく機能が低下しています。 

◆農業用施設は、老朽化や大雨の影響から水路の横断管の破損による道路陥没の発生や水路

の堤体が崩れるなど施設の機能が低下する事象が発生しています。 

 

主要施策 

◆護岸補修工事及び幹線排水路の維持管理 

北幸谷川や高倉川の護岸補修工事を推進します。また、地域の幹線排水路については、コン

クリート水路への更新を推進するとともに、稲作に影響が生じないように維持管理に努め

ます。 

◆水門の整備補修 

水門は、農業用施設の維持管理に努めるとともに、整備補修を推進します。 

◆農業用施設の維持管理 

農業用施設（排水路、農道など）は、緊急性や優先度を考慮しながら稲作に影響が生じない

ように農業用施設の適切な維持管理に努めます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

かんがい排水事業 農業用排水路の整備・補修を推進します。 
R3 年度 

～R7 年度 
― 

土地改良施設維持

管理適正化事業 

水門などの水利施設の整備補修を推進しま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

施設等維持管理事

業 
農業用施設の適切な維持管理を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

農業用排水路

の整備・補修 
ｍ － 750 

５ヶ年で計画している整備・補

修延長 
― 

水門整備補修 箇所 － 2 
５ヶ年で計画している整備補修

箇所数 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑸ 
街・道・自然が織り成す市域を

創る 

住環境の整備と生活環境への配慮

【住宅・宅地耐震化】 
都市整備課 

 

施策の方向性 

安心して住み続けられるまちづくりのため、良好な住宅地の形成や住宅耐震化などの住宅

支援策の推進、公営住宅の適正な管理を行うとともに、空き家などの有効活用を推進します。 

 

現況と課題 

◆南海トラフ地震及び首都直下地震などについては、発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震

が発生すると被害は甚大なものと想定されています。特に切迫性の高い地震については発

生までの時間が限られていることから、効果的かつ効率的に建築物の耐震改修等を実施す

ることが重要です。 

◆本市では、東金市耐震改修促進計画に基づき県と相互に連携を図りながら、耐震化を促進す

るための施策を総合的に推進し、市民等に耐震診断及び耐震改修等の必要性に関する啓発

及び知識の普及を積極的に行い、耐震化に関する意識の醸成及び建築物の安全性の向上を

図り、地震による建築物の被害を最小限に留め、市民等の安全を確保していきます。 

◆しかし、所有者の高齢化、後継ぎ問題、築年数の関係から建て替えた方が効率的などの様々

な要因で耐震化が容易に進まない状況です。 

◆国では、大地震時等における大規模盛土造成地の活動崩落対策を推進しており、大規模盛土

造成地の宅地の安全性を「見える化」するための基礎マップとして「大規模盛土造成地マッ

プ」を作成し公表しています。このマップにより、市域内で 42 箇所が大規模盛土造成地と

位置付けられたことから、事前対策を図るための調査を行う必要が生じています。 

 

主要施策 

◆耐震診断補助制度 

旧耐震基準（昭和 56 年以前の耐震基準）の木造住宅の耐震診断補助事業を実施します。 

◆耐震改修補助制度 

旧耐震基準（昭和 56 年以前の耐震基準）の木造住宅の耐震改修補助事業を実施します。 

◆耐震相談会の実施 

千葉県及び建築関係団体等の協力を得ながら、建築士等による耐震相談会を実施し、建築物

の所有者等の耐震化に対する意識の啓発、知識の普及を図ります。 

◆耐震化に関する広報 

都市整備課窓口でのパンフレット配布、ホームページ、広報紙、回覧により耐震に関する情

報提供を行います。 

◆災害に備える環境整備 

大規模盛土造成地の安全性評価を行い、大地震時に活動崩落等の被害が生じるおそれのあ

る大規模盛土造成地の位置や規模の把握と情報提供等を行い、必要な事前対策を図ります。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

耐震診断補助事

業 
木造住宅の耐震診断費の一部を補助します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

耐震改修補助事

業 

耐震診断により耐震改修工事が必要と判断され

た木造住宅について、耐震改修に係る設計費、工

事監理費及び工事費の一部を補助します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

耐震化啓発事業 

千葉県及び建築関係団体等の協力を得ながら、

建築士等による耐震相談会を実施し、建築物の

所有者等の耐震化に関する意識の啓発、知識の

普及を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

宅地耐震化事業 

令和 4 年度に、二次スクリーニング計画を作成

（計画準備・資料収集、基礎資料整理、現地踏査、

優先度評価、宅地カルテ作成等）し、令和 5 年

度以降は、二次スクリーニング計画の調査結果

により、必要となる箇所の簡易地盤調査等を実

施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

住宅耐震化率 ％ ８７ ９５ 
住宅・土地統計調査を基にした

推計値 
― 

調査対象箇所

の安全性評価 
箇所 0 23 

二次スクリーニング計画により

順位付けられた、調査対象箇所

の安全性評価を行います。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課 

３－⑸ 
街・道・自然が織り成す市域を

創る 

住環境の整備と生活環境への配 

【公営住宅】 
都市整備課 

 

施策の方向性 

安心して住み続けられるまちづくりのため、良好な住宅地の形成や住宅耐震化などの住宅

支援策の推進、公営住宅の適正な管理を行うとともに、空き家などの有効活用を推進します。 

 

現況と課題 

◆公営住宅は、戦後の絶対的な住宅不足を解消するため、昭和２６年に施行された公営住宅法

に基づき、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃での供給が図られてきました。し

かし、近年では公営住宅の応募者数は年々減少する傾向にあり入居者数も減少しています。

また、少子高齢化とそれに伴う人口減少を背景に民間住宅においても空き家が増加してお

り、住宅施策を見直していくことが必要となってきています。 

◆本市においては、市営住宅が老朽化してきており耐用年限を超えているものもあるなど、今

後の施設整備計画について詳細な検討が必要です。 

◆また、市営住宅とは別に市内に２箇所の県営住宅があり、これらの団地についても廃止の方

針が打ち出されています。 

 

主要施策 

◆中長期の需要の見通しを踏まえた適正な供給戸数の確保 

今後は市営住宅の需要が縮小していくものと見込まれますが、市営住宅を必要とする方に

必要な支援を適切に行うため、千葉県とも連携を図りつつ、適正な供給戸数を確保します。 

◆借上げ民間賃貸住宅の主体的な活用 

バリアフリー化や風呂釜の設置、ファミリータイプ住宅と単身入居者のミスマッチ等の早

期解消のため、民間賃貸住宅の借上げ制度を導入し、当該住宅を東金駅周辺市街地で供給

し、これらを主体的に活用していくことにより需要の増減に柔軟に対応していきます。 

◆老朽化した団地の廃止及び除却、耐用年限の残っている団地への必要な修繕 

市営住宅の需要が今後も縮小していくものと見込まれることに加え、耐用年限が残ってい

る団地にも空き室が見られることから、老朽化した団地は入居募集を停止し、政策空き家と

して位置づけ、退去時の修繕負担を緩和することとします。また、耐用年限が残っている団

地についても長寿命化改修を行わず、必要な修繕を行いながら管理するとともに、４階以上

の入居募集停止や居室の洋室化等を検討します。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

市営住宅維持管

理事業 

市営住宅を良好な環境に維持するため、設備機

器の維持管理委託、小破修理や修繕工事を行い

ます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

市営住宅整備事

業 

家徳、丘山、谷及び福俵団地については、必要な

改修・修繕を実施しながら、入居者の退去後に廃

止、除却します。 

広瀬団地については、設備定期点検結果と施設

全体の劣化等をもとに事後保全により維持管理

します。また、退去住戸の改修を行うことによ

り、家賃滞納の増加要因の一つとなる退去時の

原状復旧に要する費用を軽減し、退去しやすい

環境を整えます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

県営住宅事務事

業 

県営の道庭及び求名団地の用地を引き続き借り

上げ、千葉県に転貸し、適正な供給戸数を確保し

ます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

除却予定住宅

残数 
棟 15 7 除却予定住宅残数－除却住宅数 ― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑸ 
街・道・自然が織り成す市

域を創る 

住環境の整備と生活環境への配慮 

【空家対策】 
都市整備課 

 

施策の方向性 

安心して住み続けられるまちづくりのため、空家の適正管理・有効活用を推進します。 

 

現況と課題 

◆近年、地域における人口減少や超高齢化社会到来により、全国的に空家等が増加しており、

特に適正な管理をしていない空家等は防災、衛生、景観等の面から住民の生活環境に悪影響

を及ぼしています。こうした背景を踏まえ、「空家等対策の推進に関する特別措置法」が 27

年５月に全面施行され、市町村には空家等がもたらす問題を総合的に対応するための施策

の更なる充実が求められています。 

◆市では市民の生命、身体及び財産を保護し、安全で安心して暮らすことのできる生活環境を

確保するため、法に基づき、空家問題に対する施策を総合的かつ計画的に推進することと

し、基本的な取組の方向性や具体的な施策を示すものとして、平成 30 年 2 月に「東金市空

家等対策計画」を策定しました。 

◆市内における空家等の実態を把握し、空家等の維持管理に必要な情報を整理し、空家等対策

の効果的な実施を図るため、平成 28 年度に東金市空家等実態調査を実施し、それ以降の実

態把握により、空家 950 件、そのうち管理不全で倒壊のおそれのある空家 21 件が判明しま

した。 

 

主要施策 

◆空家等実態把握 

平成 28 年度に実施した空家等実態調査の追跡調査を実施し、常に正確な空家の実態把握に

努め、空家実態調査や市民から寄せられた空家情報をデータベース化し、庁内関係課で情報

共有し、近隣に迷惑を及ぼす空家に対しては、連携して対策に取組む。 

◆空家の適正管理広報 

啓発パンフレット・ホームページ等の各広報媒体を通じ、空家所有者等の空家の適正管理、 

発生抑制を促していく。また管理不全で倒壊の危険のある空家を解消させる。 

◆空家及び空家跡地の活用 

空家及び空家除却後の跡地を、まちづくりやコミュニティ活動を進める上での地域の資源

と捉え、地域等との連携による活用・流通の仕組みを検討する。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

空家等対策事業 

空家等対策の推進に関する特別措置法及び東

金市空家等対策計画に基づき、空家等データベ

ースを活用し、適切な管理が行われていない空

家等から地域住民の生活環境の保全を図り、あ

わせて空家等の活用を促進させる空家等対策

を実施する。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

空家 件 950 現状維持 
市民からの空家情報をシステム

に反映する。 
総合戦略 

管理不全の特

定空家候補空

家 

件 21 15 
毎年現況調査を実施し、除却され

たか確認する。 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑸ 
街・道・自然が織り成す市

域を創る 

住環境の整備と生活環境への配慮 

    【生活環境】 
環境保全課 

 

施策の方向性 

市民、事業者、行政の３者が協力し、公害防止や環境汚染への対応のほか、地球温暖化対策

の推進と循環型社会の構築を目指します。 

 

現況と課題 

◆世界的な環境問題である地球温暖化を背景に、人々の環境保全やエネルギーのあり方に対

する意識が一層高まり、廃棄物のリサイクル、再生可能エネルギーの導入をはじめ、脱炭素・

循環・自然共生を基本とした持続可能な社会の形成に向けた取組を進めていくことが求め

られています。 

◆本市では、地球温暖化対策として、再生可能エネルギーの導入推進を図るため住宅用の太陽

光発電システム及び定置用リチウム蓄電システムの設置者に対し補助金を交付しています。 

また、ごみの減量化、廃棄物のリサイクルとして、資源ごみ回収を行う市民団体への奨励金

交付や、リサイクル倉庫を設置し、紙類・布類の回収による資源回収推進や、リサイクル用

品使用促進としてリサイクル掲示板の運用等の取組を行った結果、ごみの減量化や循環型

社会の形成、延いては地球温暖化対策への対策に繋げております。 

◆課題として地球温暖化対策は、市民及び事業者一人一人が環境問題に対する意識を高め、継

続的な取組が必要となります。 

そのため、国の温室効果ガス排出量の実質ゼロ表明による動向を注視しつつ温室効果ガス

排出量の削減・抑制するための補助制度等の利用を推進するとともに、環境に配慮した製品

の購入や行動等を行うように環境意識の啓発を定期的に行っていく必要があります。 

 

主要施策 

◆環境に関する市民啓発の推進 

地球温暖化対策・ごみの減量化及び循環型社会、令和１０年運用開始予定の新ごみ処理施設

など、ホームページや広報とうがねにて環境に関する情報を継続して啓発し、市民の環境意

識の一層の向上を目指します。 

◆ごみ減量化・リサイクル推進事業の推進 

リサイクル倉庫、資源ごみ回収運動奨励金による紙類・布類の資源回収や、生ごみ堆肥化装

置購入者への補助金を交付し、市民のリサイクル意識の向上及びごみの減量化を推進しま

す。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

ごみ減量化・リサ

イクル推進事業 

ごみ減量化・リサイクル推進のために資源回収

を行う登録団体に対する奨励金の交付、生ごみ

堆肥化装置の購入に対する補助金の交付、市役

所ロビーにリサイクル情報の掲示、廃棄物減量

等推進審議会の運営、リサイクル倉庫による資

源ごみの回収、廃食用油の回収を行い、ごみ減

量化・リサイクルを推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

住宅用省エネル

ギー設備導入促

進事業 

住宅用省エネルギー設備設置者に対し補助金

を交付し、地球温暖化の防止及び地域における

再生可能エネルギーの導入を促進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

一人一日当た

りのごみ排出

量 

【家庭系ごみ】 

ｇ 
662 

（H30） 
500 

千葉県一般廃棄物処理事業の概

要 

ごみ処理基本計画策定指針（平成

２８年９月策定）の目標値を目指

します。 

― 

リサイクル倉

庫による資源

回収量 

ｔ 
572 

（R1） 
580 

環境保全課調査 

新聞・雑誌のペーパーレス化が進

み回収量の減少が見られますが、

雑がみ回収等のリサイクルを推

進し現状維持を目指します。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

３－⑸ 
街・道・自然が織り成す市域

を創る 

住環境の整備と生活環境への配慮 

【公害対策】 
環境保全課 

 

施策の方向性 

市民、事業者、行政の３者が協力し、公害防止や環境汚染への対応のほか、地球温暖化対策

の推進と循環型社会の構築を目指します。 

 

現況と課題 

◆公害防止への対応では、東金市環境保全条例により公害防止のための事業者や市民が努め

なければならないことを定めるほか、騒音や振動の対応として特定施設、特定建設作業及び

特定作業などの届出、規制対象や規制基準を定めています。また、自動車騒音の測定、アイ

ドリングストップの義務化の周知、さらに公害の苦情については、改善の指導（野焼き、騒

音、水質汚濁など）や大気汚染（ＰＭ2.5、光化学スモッグ）などの注意報が県より発令さ

れた場合には防災無線等で市民への周知を行っています。 

◆環境汚染への対応では、不法投棄防止や放射線測定などに取り組んでいます。不法投棄防止

対策としては、不法投棄監視員や市職員によるパトロール、不法投棄防止看板や監視カメラ

の設置を行い、放射線測定については市の「対応方針」により、小学校や幼稚園などを測定

しています。 

◆典型７公害（騒音、振動、悪臭、大気汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、地盤の沈下）につい

て、法令及び条例に基づき当該公害における指導を行っています。公害防止への課題では、

特に大気汚染における野焼きについて、本市の住環境の特性として都市部と農村部が共存

していることにより、農村部からの農地での野焼き（草や枝の伐採後の野焼き）による煙が

原因で都市部より苦情が多数寄せられ、野焼き行為者への指導に苦慮しています。 

◆環境汚染への課題として、経年的に不法投棄の件数は減少傾向にありますが、依然として道

路や河川等へ生活ごみや廃棄物の不法投棄は後を絶たず生活環境及びまちの景観に悪影響

を及ぼしているため、不法投棄を防ぐためのより一層の対策が必要となっています。 

 

主要施策 

◆公害防止対策の促進 

工場や事業場等からの騒音・振動・悪臭等を抑制するため事業者へ指導を徹底するととも

に、公害苦情については法令や条例等に基づき改善を促進します。 

また、自動車の排出ガス及び騒音に対して、アイドリングストップの普及や自動車騒音の状

況を継続的に測定して道路交通騒音の把握や改善に努めます。 

◆不法投棄防止対策の推進 

不法投棄を防止するため、不法投棄が繰り返される場合には不法投棄防止看板や監視カメ

ラの設置を図るとともに、不法投棄監視員及び市職員による監視パトロールに努めます。 

また、公有地の適正な保全管理と公衆衛生の向上を図るため、不法投棄物を発見した場合は

調査及び回収に努めます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公害対策事業 

騒音、振動、悪臭、大気汚染、水質の汚濁、土壌

の汚染、地盤の沈下などの公害問題について、関

係機関と協力して法令及び条例に基づき指導に

努めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

不法投棄防止

事業 

監視カメラ及び看板等の設置並びに不法投棄監

視員及び市職員による市内全域の監視パトロー

ルを実施し、不法投棄の防止を図るとともに不法

投棄された廃棄物の調査及び回収に努めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公害苦情件数 件 66 59 

・公害等苦情処理簿にて件数を

管理 

・H30 年度を現況件数とした記

述（※R1 年度において災害が発

生し、件数が減少したと思われる

ため、当該件数を設定） 

・R7 年度目標：H26 年度から

H30 年度までの増減率の平均

（90％） 

― 

不法投棄物の

回収件数 
件 116 92 

・不法投棄集計簿にて件数を管

理 

・ H30 年度を現況件数とした記

述（※R1 年度において災害が発

生し、件数が減少したと思われる

ため、当該件数を設定） 

・R7 年度目標：H26 年度から

H30 年度までの増減率の平均

（80％） 

― 
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まちづくりの柱４ 

「安心して健やかな暮らしを創る」 
 

保健・医療・福祉の充実と連携を推進し、市民一人ひとりが心も体も健康で、

身近な住み慣れた地域で支え合いながら生き生きと暮らせるまちを創ります。 

また、災害や犯罪から市民の生命、財産を守り、市民が安全・安心を実感でき

る暮らしを創ります。 

 

     [まちづくりの柱を実現させるための施策] 

（１）健康保険施策の充実 

（２）医療体制の充実 

（３）地域福祉の推進と社会保障制度の充実 

（４）高齢者福祉の充実 

（５）障がい者福祉の充実 

（６）自然災害や犯罪などへの対策 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

４－⑴ 安心で健やかな暮らしを創る 健康保健施策の充実 健康増進課 

 

施策の方向性 

市民一人ひとりが健康で暮らし続けることができるためには、健康的な生活習慣の大切さを

自覚し、主体的に健康づくりに取り組むことが重要であり、そのため、きめ細かな保健サービ

スを提供し、健康寿命の延伸を重視した取組を推進します。 

 

現況と課題 

◆高齢化率の増加や生活習慣の変化により、がん、心疾患、脳血管疾患、糖尿病などの生活習

慣病が増加しており、「とうがね健康プラン２１（第２次）」に基づき市民の健康づくりを推

進しています。全国・千葉県・東金市ともにがんによる死亡は第 1 位であり、２人に１人は

何らかのがんに罹患するといわれています。がんは加齢により罹患率が高くなり、高齢化が

進むにつれてがん患者数も増加することが予測されます。これまで、がん検診受診率向上の

取り組みを実施してきましたが、がんの早期発見、早期治療につなげるためには、要精密検

査となった方が医療機関において精密検査を受診することが重要です。 

◆特定健康診査や保健指導の充実により、生活習慣病の予防に取り組んできましたが、糖尿病

の検査項目である HbA1c の有所見者の割合がで県平均より高い状況になっています。糖尿

病は血糖コントロールが大切であり、コントロールができていないと合併症を引き起こし、

透析患者数の増加にもつながります。また、疾病別医療費分析では糖尿病や透析による医療

費が上位を占めており、透析をうけることにより生活の質を低下させる恐れがあり、生活習

慣病予防および重症化防止策が必要です。 

 

主要施策 

◆各種健診（検診）の啓発等の推進 

がんによる死亡や重症化を減少させるために、がん検診の受診率向上と精密検査対象者への

受診勧奨を積極的に行い、がんの早期発見、早期治療を図ります。また医療機関と連携をと

り、精密検査を受けやすい体制づくりに努めます。 

◆生活習慣病予防と重症化防止の推進 

特定健康診査の受診率の向上と、生活習慣病の早期発見および保健指導による生活習慣の改 

善を図ります。また、生活習慣病に関する知識の普及啓発を図ります。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

健康診査事業 
各種健診（検診）や健診後の保健指導を実施し、

疾病の早期発見、早期治療を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

糖尿病性腎症等 

重症化予防事業 

新規人工透析導入者抑制のため、保健指導を実

施し、早期治療につなげるとともに、継続した

生活習慣の改善を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

がん検診精密検

査受診率 
％ 83.6 86.1 

健康増進課調査 

年間 0.5%の増加を目指す。 
― 

年間新規透析導

入 者 数 の 抑 制 

(直近 5 年間の平

均新規透析導入

者数) 

人 
14.4 

(H27～R1) 
14.4 

国保年金課統計 

高齢化率増加に伴い、生活習慣

病増加による透析患者が増加す

るため、保健指導の実施により、

導入者数の現状維持を目指す。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

４－⑵ 
安心で健やかな暮らしを

創る 
医療体制の充実 

医療センター推進課 

健康増進課 

 

施策の方向性 

医療ニーズの多様化・高度化に対応すべく、三次救急医療機関「東千葉メディカルセンター」

の機能充実、経営安定化と、広域的連携による地域医療体制の充実を図ります。 

また、市民生活に重大な脅威となり得る新たな感染症などに対しても、迅速に体制を整え関

係機関とともに適切な対策を行います。 

 

現況と課題 

◆山武長生夷隅保健医療圏内からの救急搬送患者（救急車によるもの。）の受入者数については、

増加してきています。 

◆山武郡における管外搬送率（月平均）については、東千葉メディカルセンターの開院（平成

26 年４月１日）以降、減少しています。 

◆東千葉メディカルセンターについては、平成 28 年度に予定していたフルオープンを延期し

たことや、救急医療をはじめとする経営的には困難な政策医療の分野の医療を提供している

ことなどから、平成 26 年４月の開院以降、厳しい経営を強いられており、法人とともに経営

改善に向けた取組を進めるとともに、平成３０年度には千葉県からの 30 億円の追加財政支

援が措置されましたが、赤字体質からの脱却には至っていません。 

◆現行の計画では、許可病床である 314 床全ての稼働によるフルオープンを令和７年度中と見

込むとともに、同年度における黒字化を目指しておりますが、現状の経営状況から、この実

現は非常に厳しいものと捉えています。 

◆新型コロナウイルス感染症は世界的な流行となっております。また、平成 30 年７月下旬から

関東地方を中心に風しんの患者数が大幅に増えており、厚生労働省では、今後、全国的に感

染が拡大する可能性があるとして注意を呼び掛けています。 

◆風しんは感染力が非常に高くインフルエンザの２倍から４倍といわれています。感染経路は、

飛沫感染で知らない間に感染し、他人にうつしてしまう可能性が高い病気です。感染すると

潜伏機関が２～３週間程度あり、その後に発熱や発しん、リンパ節の腫れなどの症状が現れ

ます。 

◆風しんで最も怖い点は、妊娠初期の女性がかかると、生まれてくる赤ちゃんが「先天性風し

ん症候群」という病気にかかる可能性が高くなることです。「先天性風しん症候群」とは、出

生児に先天性心疾患や難聴、白内障などを引き起こす病気であり、予防のためには、予防接

種が最も有効な予防方法といわれております。 

◆本市では、小児への風しんの定期予防接種として一般的な麻しん風しん混合ワクチンの予防

接種を行っており、この予防注射の接種率の向上を目指します。 
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主要施策 

◆東千葉メディカルセンターの機能の充実、経営の安定化 

山武長生夷隅保健医療圏において唯一の救命救急センターを擁した、地域の中核病院として

の役割を将来にわたり果たしていくことができるよう、地方独立行政法人東金九十九里地域

医療センターと一体となって、引き続き医療機関としての機能の強化に努めるとともに、経

営の安定化に向けた経営改善等に係る取組を進めます。 

◆看護師確保に向けた地域における看護師の養成及び定着化 

東金本市及び九十九里町が設立した、地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターが運

営する東千葉メディカルセンターにおける看護師の確保と、地域における看護師の育成や定

着を図ることを目的に、東金市看護師修学資金貸付条例及び同条例施行規則に基づき、市内

の看護学校等に在籍する学生で、卒業後にメディカルセンターにおいて看護師として従事し

ようとする方に対して修学資金等の貸付けを行います。 

◆広域的連携による地域医療体制の充実 

地域医療体制の充実に向け、地域の中核病院である東千葉メディカルセンターを中心とした

医療連携、また関係医療機関の機能に応じた機能分化の取組を推進します。 

◆予防接種の接種率の向上 

医師会との連携のもと、各医療機関の協力を得ながら予防接種の接種事業を推進し、感染症

予防のために子どもや高齢者等のハイリスクな方々のために各種定期予防接種の接種率向

上に努めます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

医療センター

推進事業 

・東千葉メディカルセンターを運営する地方独立行

政法人東金九十九里地域医療センター（以下「法

人」という。）に対し、地方独立行政法人法に規定

されている設立団体による負担（運営費負担金の

支出）をするとともに、東千葉メディカルセンター

における施設整備等に係る経費の財源として、設

立団体において地方債（病院事業債）を発行し、貸

し付けます。 

・東千葉メディカルセンターの医療機関としての機

能や地域における役割等に係る目標から成る法人

の中期目標（目標の期間：4 年間）を策定します。 

・設立団体が定めた法人の中期目標の達成に向けて

法人において策定する中期計画（計画期間：中期目

標の期間と同様の 4 年間）に対する実績等につい

て評価を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

看護師確保事

業 

市内の看護師養成学校等の在籍学生のうち、地方独

立行政法人東金九十九里地域医療センターが運営す

る東千葉メディカルセンターに看護師として従事し

ようとする方へ修学金等を貸し付けます。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

予防接種事業 

生後３か月までに百日せきの、麻しんでは生後１２

か月で母親から引き継いだ免疫が自然に失われるた

め、予防接種により病気にかかることを予防したり

人に感染させてしまうことで社会に病気がまん延し

てしまうのを防ぎます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

保健・医療の充実

に対する市民の

満足度 

点 0.04 ＞0 

市民アンケート調査。 

現況値は、令和元年度に実施した

市民アンケート（第 23 回）の類

似設問「保健・医療の充実」に対

する市民の評価点（満足度） 

目標値は、満足側（中間点である

0 点を超える）の評価点（満足度） 

― 

開設病床数 床 276 314 

・法人からの運営状況の報告（四

半期及び決算期）。 

・地方独立行政法人決算状況調

査 

― 

看護師確保数 人 20 20 

地方独立行政法人東金九十九里

地域センターが運営する東千葉

メディカルセンターにおいて新

たに看護師として従事する方の

うち、市からの修学資金の貸付け

を受けている方の人数。 

総合戦略 

麻しん風しん混

合ワクチン予防

接種の接種率 

％ 72.1 95 
予防接種をうける対象者と接種

した者の割合 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

４－⑶ 
安心で健やかな暮らしを

創る 

地域福祉の推進と社会保障制度の充

実 

高齢者支援課

国保年金課 

社会福祉課 

健康増進課 

 

施策の方向性 

市民一人ひとりが地域で支え合い、生き生きと暮らせるよう社会福祉協議会などの関係機関

と連携し、地域福祉活動を推進します。 

また、全ての人が健康で文化的な暮らしを営めるよう、社会保障制度の適正な運用と周知に

努めるとともに、各種制度が安定的に運営できる対策を図ります。 

 

現況と課題 

◆いわゆる団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２年には、高齢人口がピークを迎える

とともに、介護ニーズの高い８５歳以上人口が急速に増加することが見込まれており、介護

サービス需要がさらに増加・多様化することが想定されています。 

◆要支援・要介護認定者の増加により、介護保険サービスの利用件数は年々増加しており、そ

れに伴い提供できるサービスの量だけでなく、事業者やケアマネジャーの資質などの向上が

求められています。 

◆本市の介護保険では、円滑な事業の実施及び適切なサービス提供体制の整備を図るとともに

医療・介護連携の推進や、自立支援・重度化防止に向けた取り組みを実施してきました。 

◆平成 30 年度から令和２年度までを計画期間とする第 7 期介護保険事業計画においては、介

護保険施設への入所待機者の解消や在宅医療等の追加的需要及び介護離職ゼロへの対応分とし

て、介護老人福祉施設とグループホームの施設整備が行われます。 

◆介護が必要な方が、住み慣れた地域で自分らしく、安心して生活を続けるため、高齢者の多

様なニーズを踏まえて、在宅サービスと施設・居住系サービスのバランスの取れた基盤整備

が重要です。 

◆介護を必要とする人だけでなく、その家族への支援を行い、在宅介護の充実が求められます。 

◆財政運営健全化のため、国保税の収納強化に努めるとともに、医療費抑制のため効率的・効

果的な保健事業を実施しています。 

◆75 歳以上の高齢者の保険料賦課徴収及び窓口業務のための人件費等の事務経費と、徴収した

保険料を運営主体である千葉県後期高齢者医療広域連合へ納付しています。 

千葉県後期高齢者医療広域連合と連携し、高齢者ができるだけ長く健康で文化的な生活を営

めるよう、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」に取り組まなければなりません。 

◆少子・高齢化の進展と共に、単身世帯の増加が見られ、これにともなう生活様式の変化や、

地域社会のつながりの希薄化が進むことで孤独死やひきこもり等の社会的孤立、或いは経済

的困窮や虐待の潜在化が懸念されます。このような多種多様な諸問題に対し、自助・共助・

公助のもと特に“共助”としての地域福祉を推進し幅広い支援体制で対応する必要がありま

す。 
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主要施策 

◆介護等給付サービスの充実 

要支援・要介護認定者に対し、介護保険法及び制度に基づく介護保険サービスの提供を行い

ます。また、サービスの提供にあたっては、本市及び地域の実情に適切なものとなるよう努

め、不足するサービスについては、広域でのサービス提供等、国県と連携した体制の整備を

図ります。 

◆介護サービス人材の育成と資質向上 

地域の介護支援専門員（ケアマネジャー）を対象とした研修会を定期的に実施し、従事者の

技術等を高め、サービスの質の向上を促します。また、サービス従事者のスキルアップに向

け、事業者が自主的に研修機会を設けてレベルアップを促します。 

◆介護保険制度のよりよい運営 

介護保険事業の円滑な実施及びサービス提供体制の整備等については、介護保険法及び介護

保険指針において、保険者の責任によってその実施に努めます。 

◆国民健康保険 

被保険者の高齢化、医療の高度化により医療費は増加傾向にあるため、医療費抑制のため保

健事業をはじめとした医療費の適正化に取り組んでいきます。 

◆後期高齢者医療 

資格管理、給付に関する事務及び、保険料賦課、徴収に関する事務を適正に行います。 

◆民生児童委員活動の支援 

民生児童委員による地域住民が生活をする上での心配ごとや不安に対し、解決・解消に向

け、さまざまな相談にのり、地域福祉の向上のための福祉活動を支援します。 

◆社会福祉協議会活動の支援 

社会福祉協議会は高齢者・障がい分野における市の福祉事業の委託事業を担っており、また

独自の活動により地域福祉の推進を図る上で重要な役割も担っており、その活動を支援しま

す。 

◆生活困窮者自立支援 

生活保護に至る前の段階の、自立支援策の強化を図るため、「生活困窮者自立支援法」に基

づき、生活困窮者に対し、法による必須事業である、自立相談支援事業及び住居確保給付金

の支給を行います。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

介護保険給付

事業 

介護サービス利用に対し保険給付を行うとともに、

給付状況を把握し、適正な給付を管理します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

介護予防・生

活支援サービ

ス事業 

高齢者が出来るだけ要介護状態にならず、万が一、支

援が必要な状態になっても重度化しないよう、従前

のサービスに加え、住民ボランティア団体などの多

様な主体も参加し、介護予防・日常生活支援総合事業

を実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

介護給付適正

化事業 

介護給付費通知の発送、住宅改修の確認、国保連合会

からの縦覧点検等の実施を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

国保保険給付

事務 

法令等に規定されている療養給費、療養費、高額療養

費、高額介護合算療養費、移送費、出産育児一時金及

び葬祭費の支給を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

保健事業事務 

国保被保険者の健康保持増進、国保事業の健全運営

に資するための事業（短期人間ドック助成事業、医療

費通知、健康マイレージ事業等）を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

医療費適正化

事務 

国民健康保険における医療費適正化を図るための事

務（会計年度任用職員によるレセプトの二次点検、第

三者行為関連事務等）を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

高齢者の保健

事業と介護予

防の一体的な

実施 

企画・調整などを担当とする医療専門家（保健師等）

を配置し、高齢者に対する個別的支援や通いの場等

への積極的なアプローチを進めます。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

民生児童委員

活動推進事業 

住民の福祉の増進を図るため相談・助言その他の援

助や関係行政機関への協力等を行っています。民生

児童委員の組織体である、民生児童委員協議会に対

し、会議費・研修費等として補助金を交付することで

行政では出来ない活動を支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

社会福祉協議

会推進事業 

次の４事業の支援を行います。➀法人運営事業、➁地

域福祉推進事業、➂ボランティア活動推進事業、➃社

会福祉協議会事業 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

生活困窮者自

立支援事業 

自立相談支援事業 …生活困窮者に対し、就労の支

援その他自立に関する問題等の相談に応じた必要な

情報の提 供及び助言等を行います。 

住居確保給付金の支給 … 離職等により、住居喪失

者又は住居喪失のおそれのある者に対し、常用就職

を目指した求職活動を行うこと等を要件として家賃

R3 年度 

～R7 年度 
― 



113 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相当額を３ケ月（最長９ケ月）給付します。 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

介護サービス施

設 

箇

所 
19 21 

介護保険施設、グループホーム、

（看護）小規模多機能型居宅介護

サービス施設の箇所数 

総合戦略 

総合事業サービ

スＡ、サービスＢ

の担い手数 

人 22 50 

サービスＡは事業所で、サービス

Ｂは当該ボランティア団体で従

事する担い手の数 

― 

ケアプラン点検

数 
件 130 300 

居宅介護支援事業者が作成する

ケアプランを一月 1件として、内

容が適正化を点検する。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

４－⑷ 安心で健やかな暮らしを創る 高齢者福祉の充実 高齢者支援課 

 

施策の方向性 

介護・福祉サービスの充実を図るとともに、高齢者が生きがいや役割を持ち、生き生きと住み

慣れた地域でいつまでも安心して暮らせるよう高齢者の社会参加と介護予防、生活支援サービス

の充実を図るため、地域の実情に応じた支え合いの地域づくりを推進します。 

 

現況と課題  

◆本市では、高齢者が健康の増進や介護予防に自ら取り組み、就労や社会参加、知的経験への積

極的な意欲の向上など、元気な高齢者が活躍を促す地域づくりを目指してきました。 

◆いわゆる団塊の世代が７５歳以上となる令和７年やさらにその先を見据え、介護が必要な状態

となっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生

活支援が包括的に確保される地域包括ケアシステムの構築を図る必要があります。 

◆高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域包括支援センターの機能の充

実を図り、地域の実情に応じた支援やサービスの充実に取り組み、地域の関係団体等と連携し

た包括的な支援体制の充実を図ります。 

◆高齢者が社会参加することにより地域の活性化を図っていくことが求められる中で、いつまで

も生きがいを持って健康にいきいきと暮らせるよう就労の機会や社会参加の機会を充実させ

ることが重要です。 

◆高齢者の自立した生活と健康寿命の延伸に効果的に取り組むためには、別々に取り組んでいる

保健事業（生活習慣病などの疾病予防・重症化予防、虚弱（フレイル）対策）と介護予防を一

体的に実施する体制の構築が必要です。 

 

主要施策 

◆介護予防・重度化防止の推進 

保健対策の強化・健康寿命の延伸を図り、高齢期の生活の質の向上を目指し、心身機能を保持

するため、一般介護予防事業を行い、高齢者の介護予防を推進します。 

◆社会参加と生きがいづくりの推進 

生涯学習、就労など自らの経験と知識を生かして積極的な社会参加を促し、他者との交流など

活動の場や機会の提供に努め、高齢者の生きがいづくりを推進します。 

◆住み慣れた地域での包括的な支援体制の構築 

医療・介護分野における連携の推進や施設整備や介護予防と生活支援などについては地域で支

え合う仕組みづくり等を通じて、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりを進

めていくことが重要です。 

◆認知症への正しい理解と早期対応 

地域全体に理解が広まるよう、あらゆる機会を活用し認知症に関する知識の普及啓発の推進を

図り、認知症高齢者の尊厳が守られ、安心して生活できる地域づくりに取り組みます。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

介護予防の推進 

高齢者が要介護状態になることを防ぎ、住み慣れた

地域でいつまでも自立した生活を維持するため、介

護予防に関する知識の普及と住民主体による介護予

防活動の取り組みを支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

長寿の会連合会

やシルバー人材

センターへの活

動支援 

一人ひとりの高齢者が、健康維持・増進、就労機会の

確保、豊富な知識や技能を活かしながら社会参加し

役割や生きがいをもって活動・活躍できるよう支援

します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

地域包括支援セ

ンター事業 

高齢者の方々が地域で安心して暮らすことができる

よう、様々な面から包括的に支援するため、総合相談

支援事業、権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネジ

メント事業、介護予防ケアマネジメント事業等を実

施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

支え合いの地域

づくりの推進 

住民主体による高齢者の生活支援サービス・介護予

防活動の充実を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

認知症施策推進

事業 

認知症に関する正しい知識の啓発と、早期発見・早期

対応のための体制の強化を図ります。また、認知症の

人と家族が安心して生活していくことができるよう

認知症の方にやさしい地域づくりを促進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

週に１回以上活動す

る通いの場の数 

箇

所 
8 28 

「東金市ロコモ体操」などを行う

通いの場については、毎年新規４

か所を目安に創設を促します。 

― 

シニアリーダーの養

成者数 
人 41 240 

通いの場での活動において、リー

ダーとなる方の養成を行う。年に

40 名程度の養成を想定。 

― 

認知症サポーター数 人 7,000 9,000 
認知症サポーター養成講座を受

講した方の数で確認 
― 

生きがいがある人の

割合 
％ 59 65 

「生きがいはありますか」におけ

る「生きがいあり」と回答の割合

（介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査） 

― 

週に１回以上外出す

る人の割合 
％ 84.5 85 

「週に１回以上は外出していま

すか」における「週１回」、「週２

～４回」、「週５回以上」と回答の

割合（介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査） 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

４-⑸ 安心で健やかな暮らしを創る 障がい者福祉の充実 社会福祉課 

 

施策の方向性 

障がい者福祉サービスの充実を図るとともに、障がいのある人が地域で安心して暮らしていくた

め、障がいのある人もない人も共に支え合いながら、お互いが尊重し合い、その人らしく暮らせる

共生社会の実現を目指します。 

 

現況と課題 

◆障がい者手帳所持者および障がい福祉サービスを利用する方は、年々増加の傾向にあります。ま

た、障がい者や障がい者を介護する家族の高齢化率も増加の傾向にあります。 

◆本市では、障がいのある人が地域で安心して暮らしてくため、障がい者福祉サービスの充実に努

め、個々の障がい特性に応じて必要なサービスを総合的に受けられるように障害福祉サービスの

給付などの支援を行い、障がいのある人が自立した日常生活および社会生活を営むことができる

ように支援しています。 

◆障がい者への支援については、困難かつ複雑な相談等に適切に対応できる総合的かつ専門的な相

談支援体制の構築が求められており、障がい者やその家族に対する相談支援体制の充実と安定を

図る必要があります。 

◆障がい者の社会参加の促進として、就職を希望する障がい者への支援を実施するとともに、事業

者への理解促進が図られるよう周知・啓発を図ることが重要です。 

◆近年、障害者差別解消法の施行に伴い、障がいのある人もない人もともに支えあいながら暮らせ

る社会づくりが求められているとともに、障害者虐待防止法による障がい者の権利擁護について

も一層の充実が求められています。 

◆共生社会の実現に向けては、障がい者に対する合理的配慮などの意識啓発・理解促進が必要であ

り、交流の機会づくりや周知活動の充実を図る必要があります。 

 

主要施策 

◆障がい者福祉サービスの充実 

障がいのある人が地域で安心して暮らし、自立した日常生活または社会生活を営むことができる

よう、必要な障がい者福祉サービスの充実を図り、障害者総合支援法および児童福祉法に基づく

障害福祉サービスの給付、また医療費助成や手当支給等により支援します。 

◆相談支援体制の充実 

相談支援体制の充実を図るため、専門機関や関係機関と連携し、困難かつ複雑な相談等に適切に

対応できる総合的かつ専門的な相談支援体制の構築を推進します。 

◆障がいのある人に対する理解の促進 

障がいのある人に対する理解を広く深め、障がいのある人もない人もともに支えあいながら、お

互いが尊重しあい、その人らしく暮らせる共生社会の実現に向けて、障がい者への差別解消や障

がい者への合理的配慮など、障がい者が参加しやすい環境づくりへの取り組みを支援するととも

に、障がいのある人に対する理解促進について周知・啓発を図ります。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

自立支援給付事

業 

障がいのある人の能力や適性に応じ、自立した日常生

活または社会生活を支えるため、障害福祉サービス

（介護給付、訓練等給付等）や障害児通所支援等に係

る費用を給付します。 

障がい者の地域生活移行を促進するため、グループホ

ームの運営費の一部を事業者に、グループホームの家

賃の一部を利用者に補助金として交付します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

地域生活支援事

業 

在宅障がい者の日常生活の便宜を図るため、必要とす

る用具及びその取付工事に要する費用を給付します。 

障がい者（児）の家族の就労支援や外出・休息支援の

ため、障がい者支援施設で日中の間一時的に障がい者

（児）を預かり支援します。 

社会生活に必要な外出及び余暇活動その他社会参加

のための外出を支援します。 

円滑な意思の疎通を図ることに支障がある聴覚障が

い者等に、手話通訳者等を派遣します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

身体障がい者等

居宅サービス事

業 

障がい者（児）の日常生活の向上等のため、補装具の

交付、修理を行います。 

障がい者の快適な日常生活の確保のため、紙おむつ等

を支給します。 

障がい者の緊急時の対応、安心のため、あんしん電話

を貸与します。 

障がいを除去または軽減するための通院・入院・手術

等に係る医療費を給付します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

障がい者社会参

加促進事業 

重度障がい者等の社会参加の促進を図るため、タクシ

ー初乗り運賃相当額の助成、また有料道路の割引措置

を行います。 

障がい者の社会参加の促進を図るため、障害者支援施

設等通所者に通所に係る交通費の一部を助成します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

障がい者福祉手

当等支給事業 

介護を要する重度の障がい者（児）を対象に、障がい

のため必要となる精神的、物質的な負担の軽減の一助

として手当を支給します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

重度心身障害者

医療費給付事業 

重度心身障がい者（児）の医療費負担軽減を図るため、

保険診療の自己負担分、調剤費等を助成します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

４－⑹ 安心で健やかな暮らしを創る 
自然災害や犯罪などへの対策 

【消防・防災】 
消防防災課 

 

施策の方向性 

大規模な風水害への対応や、地震災害の被害を最小限にするため、市と関係機関、市民・

地域が一体となった総合的な防災体制の確立を図ります。 

 

現況と課題 

◆火災の防止には日常の火災予防が効果的ですが、消防団では、春と秋の火災予防週間に防

火パレードと警邏を実施しました。また、年末にも特別警邏を実施し、市民の防火意識の

高揚を図りました。 

◆減少傾向にある消防団員について、活動を支援し団員を確保するため、広報等による団員

確保に努めたほか、平成３０年度からは機能別団員の採用に続き、学生消防団員の募集を

開始しました。また、消防団員の装備の拡充と事業の簡素化等の見直しを行い、今後も消

防団員の確保が課題です。 

◆災害時に避難者が安心して避難できるよう、避難所での備品や食料等備蓄品について、計

画的に確保する必要があります。 

◆自主防災組織の設立を推進するため、設立時資金と運営費の補助を実施しています。また、

各組織において自発的な活動を推進するため、運営や訓練に対する助言・講師派遣・物品

貸与を実施しています。 

◆防災意識の向上・啓発のため、洪水ハザードマップや防災ガイドブック等の防災情報につ

いて、市民へ周知しています。また、年に１回、市主催の防災イベントを開催しています。 

◆防災行政無線デジタル化に伴い、より確実に、かつ多種多様な情報伝達方法（メール・SNS・

スマートフォン用アプリ等）を構築しており、市民に対し、積極的な活用を推進するため、

周知に努める必要があります。 

◆災害対策基本法に基づき、災害時に支援を必要とする人の情報を名簿化し、災害時に区や

警察・消防といった支援者に提供できるようシステムを整備しています。また、平常時か

ら支援者に名簿を提供するために、支援を必要とする人の同意を収集しています。 
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主要施策 

◆火災予防の啓発事業 

市民の防火意識を高めるため、消防団による防火パレードや警邏活動を行い、啓発を行ってい

きます。 

◆消防団員の確保に向けた取組 

地域防災力の要である消防団員の確保のため、団員装備の拡充や待遇改善等に取り組んでいき

ます。 

◆避難所備蓄品等の確保 

避難者が安心して避難できるよう避難所備品の整備に努めるとともに、東金市備蓄方針に基づ

き、計画的に備蓄品を確保します。 

◆自主防災組織の設立推進と自発的な防災活動の促進 

地域において適切な自主防災活動が実施されるよう、自主防災組織の在り方検討を含め、設立

を推進するとともに、地区防災計画制度の普及・啓発等により、自発的な防災活動に関する計

画策定を促します。 

◆防災意識の向上 

洪水ハザードマップや防災ガイドブック等の防災情報を周知するとともに、防災フェスタの開

催等、継続的な防災訓練・防災教育を実施し、市民の防災意識の向上に努めます。 

◆防災行政無線デジタル化の推進 

デジタル化により、さらに様々なメディアとの連携を充実・拡充していくとともに、市民へ各

種サービスを周知し、防災情報を確実に伝達できる仕組みづくりに努めます。 

◆避難行動要支援者名簿の作成及び提供 

災害時、平常時を問わず、支援者に速やかに名簿を提供することができるよう、避難行動要支

援者名簿管理システムの適切な運用に努めます。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

消防団運営支援

事業 

基本消防団員のほか、機能別消防団員を募集するとと

もに、消防団員の報酬や出動手当の支給や必要な技術

を習得するための訓練等の支援を行います。また、市

民の火災予防意識の高揚を図るための防火パレード

や警邏活動を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

消防団施設・設

備事業 

消防車両の購入・維持管理や消防ホースの購入、消防

機庫の維持管理を行います。団員の安全確保と良好な

活動環境を維持するため装備の更新を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

消防団水利整備

事業 

地域の要望や必要性に応じて、消火栓や防火貯水槽を

整備するとともに、災害に迅速に対応できるよう、維

持管理を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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避難所運営事業 

災害時に避難者が安心して避難できるよう、避難所で

の備品の整備や食料等備蓄品について、東金市備蓄方

針に基づき計画的に確保するとともに、避難所担当職

員向けの避難所運営研修を実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

自主防災組織育

成事業 

災害時に各地区において共助の役割を担う自主防災

組織の設立や育成を図るため、設立や運営費等に係る

補助金を交付します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

防災啓発事業 

市民の防災意識の向上を図るため、市主催の防災イベ

ント「防災フェスタ」の開催や市民を対象とした避難

訓練を実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

防災行政無線運

用事業 

防災情報等の伝達手段について、デジタル化の強みを

生かし、市防災メールや消防防災課公式ツイッター等

の各種メディアとの連携について充実・拡充します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

避難行動要支援

者名簿作成事業 

災害時に各地区や警察・消防へ避難行動要支援者名簿

を提供できるようシステムを整備します。また、平常

時から名簿を提供するためには、支援を必要とする人

の同意が必要のため、同意書の発送業務を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

消防団員数 人 462 450 
消防防災課調査。 

現状維持を目指します。 
― 

出火件数 件 31 ― 減少を目指します。 ― 

保存水備蓄率 ％ 50.68 78.5 

東金市備蓄方針に基づき、毎年度

4,800ℓ（15 年保存水）の備蓄を目

指します。 

― 

自主防災組織設立数 件 36 41 
毎年度 1 団体の設立を目指しま

す。 
総合戦略 

防災フェスタ参加者

数 
人 ― 2,000 

毎年度 2,000 人の参加者を目指

します。 
― 

市防災メール登録数 件 4,891 7,500 
毎年度 500 件の登録数を目指し

ます。 
― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

４－⑹ 安心で健やかな暮らしを創る 
自然災害や犯罪などへの対策 

【防犯・交通安全】 
消防防災課 

 

施策の方向性 

警察や防犯組合、交通安全協会などの関係機関や、自治会や防犯パトロール隊などの地域団

体と連携した地域ぐるみの防犯・交通安全体制の整備を推進します。 

 

現況と課題 

◆市内における刑法犯認知件数において、空き巣、自動車盗難、車上ねらいの窃盗犯が全体の

７割以上を占めています。日頃から地域の細部にわたる防犯パトロールを実施し、あわせて

防犯カメラの設置等により地域の防犯力の向上を推進しています。 

◆高齢者が被害者となった犯罪被害数は減少傾向にありますが、件数に占める高齢者の割合

は増加しており、特殊詐欺、悪質商法、ひったくり、暴力事案から高齢者を守る対策は喫緊

の課題となっています。 

◆刑法犯認知件数の総数が減少する一方で特殊詐欺については依然として高い水準にありま

す。近年はキャッシュカード詐欺盗や資産状況を電話で聞き出したうえで強盗に及ぶ犯行

が増加し、詐欺の手口は常に変化しています。 

◆今後サイバー犯罪の件数が高い水準で推移するものと見込まれます。金融機関を装ったフ

ィッシング詐欺やＳＮＳに起因する事犯の増加など情勢について留意すべきものといえま

す。 

◆高齢者が関係する交通事故は依然として多く発生しており、交通事故に遭わないための取

組と起こさせないための取組が必要です。 

◆自転車の安全利用対策は、自転車運転者が被害者となることを防止する対策を中心に展開

してきました。しかし自転車が加害者となる事故が多く発生し社会問題となっていること

から両面での取組が必要です。 

◆道路交通安全について交通事故を未然に防ぐため、高齢者・障がい者・子どもの安全確保、

歩行者・自転車の安全確保、また生活道路・幹線道路における安全対策を重点的に推進し、

地域が一体となって交通安全対策に取り組む必要があります。 

 

主要施策 

◆防犯に関する啓発等の推進と地域安全活動の促進 

関係機関との連携のもと、啓発活動やパトロール活動等の充実を図り、市民の防犯意識の高

揚に努めるとともに、防犯パトロールの組織拡充や防犯指導員の育成など、市民の自主的な

防犯・地域安全活動を促進します。 

◆防犯施設の整備 

夜間における犯罪の未然防止と通行の安全性確保のため、防犯灯の設置を計画的に推進し

ます。また、犯罪を未然に抑止することを目的に防犯カメラの設置を推進します。 
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◆交通安全に関する啓発等の推進 

関係機関・団体と連携し、交通指導をはじめ、交通安全教育や啓発活動を推進し、市民の交

通安全意識の一層の高揚に努めます。 

◆交通安全施設の整備充実 

危険箇所の点検・調査を行いながら、安全な道路環境の整備を促進します。 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

防犯対策事

業 

防犯組合を中心に、市民の防犯パトロール活動や啓発

活動を推進します。防犯ＢＯＸを活用し、地域防犯力

向上の活動を推進します。犯罪を未然に防止し、安心

して生活できる環境をつくるため、通学路や各地区に

新たに防犯灯を設置し、市内に計画的に防犯カメラを

設置します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

交通安全対

策事業 

東金交通安全協会東金支部の行う街頭活動・街頭監視

や交通安全教室、また、東金地域交通安全活動推進協

議会の各種交通安全活動等を支援するとともに、市民

の交通事故防止及び交通安全意識の向上を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

交通安全施

設整備事業 

車や歩行者が安全に通行できる交通環境を整えるた

めに、危険箇所の点検・調査を行いながら、安全な道

路環境の整備を促進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

防犯指導員数 人 234 259 
消防防災課調査。 

年間５人の増員を目指します。 
― 

犯罪認知件数 件 403 ― 
千葉県警察の統計 

減少を目指します。 
― 

防犯灯設置数

（累計） 
基 6,712 6,862 

消防防災課調査。 

年間３０基の設置を目指します。 
― 

防犯カメラ設置

数（累計） 
基 34 39 

消防防災課調査。 

年間１基の設置を目指します。 
― 

交通事故発生件

数 
件 188 ― 

千葉県警察の統計 

減少を目指します。 
― 
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まちづくりの柱５ 

「こころ豊かなひとを創る」 
 

 

市民一人ひとりが生涯にわたり、歴史・文化、スポーツに親しむまちを創りま

す。また、お互いの慣習や文化の違いを理解し、様々な価値観を認め合い、様々

な人々が孤立せず交流するまちを目指します。 

     

 [まちづくりの柱を実現させるための施策] 

（１）世代を通して学び活動できる環境づくり 

（２）歴史・文化の継承 

（３）心身共に健やかな生活を営むためのスポーツ振興 

（４）グローバル化への対応と地域間交流の推進 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

５-⑴ こころ豊かなひとを創る 
世代を通して学び活動できる環

境づくり【生涯学習・平和】 

生涯学習課 

  総務課 

 

施策の方向性 

子どもから高齢者まで、生涯にわたって自らを高め、豊かな人生を送れるよう、各世代のニ

ーズに応えられる生涯学習を推進します。また、城西国際大学をはじめ、様々な機関と連携を

図りながら、個人のスキルアップや交流の場としての役割も含め、生涯学習活動を推進しま

す。 

 

現況と課題 

◆城西国際大学と協働し、教養講座とパソコン講座を開催しており、近年いずれも減少傾向に

あります。パソコン講座は初心者向けとして実施していますが、パソコンの普及に応じて市

民のパソコンに関する知識も向上しており、スマートフォンへの関心が高まっている状況

です。 

◆市民の柔軟なイベントの運営・企画を促すためにも、市主体のイベント開催ではなく主催の

団体を支援していく形にシフトしていくことが望まれます。  

◆成人式は自立し、大人の社会への仲間入りすることを自覚したもらうため 20 歳を対象に開

催しています。民法の一部改正により、令和４年（2022 年）４月 1 日から成人年齢が 18 歳

に引き下げられます。本市は、住民の意見を受け、従来どおり 20 歳を対象とした「（仮称）

はたちのつどい」の開催を予定しています。 

◆平和は、市民の願いであり、後世のためにも争いのない世界を築いていく必要があります。 

本市は、平成元年に「非核平和都市」宣言を行っており、また平成 22 年には「平和首長会

議」に加盟し、核兵器の廃絶をはじめとした平和活動の取組に参画しています。このほか、

平和の啓発事業として、毎年８月に「広島・長崎」の原爆に関する絵や写真の展示を、市役

所ロビーで行っており、併せて広島の「原爆の像」に捧げる折り鶴制作の呼びかけを実施し

ています。 

◆戦争を知る方々が少なくなってくるこれからの時代に、戦争の悲惨さ、平和の大切さを伝え

ていくことが必要です。 

 

主要施策 

◆生涯学習講座の実施 

城西国際大学と協働し、大学の持つさまざまな学部の学術的知識や技能を幅広く市民の生

涯活動に寄与するため、公開講座を開催します。 
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◆文化祭の開催 

日頃の活動や練習の成果を市民に広く公開するとともに互いの作品や活動を鑑賞すること

によって文化活動の一層の振興、技術の向上を図るため、市主催の文化祭を開催し市民の活

動支援を行います。 

◆生涯学習・社会教育に係る情報の提供 

東金近隣エリアのイベント情報をはじめ、東金市における芸術・文化・歴史などの情報発信

に努めます。 

◆成人式の開催 

新成人に大人となった自覚を持ってもらうため、成人式を開催します。 

◆平和への啓発 

原爆の絵や写真の展示、折り鶴制作などを引き続き実施し、平和の啓発に取り組むととも

に、平和の大切さをより伝えることができる事業展開を検討します。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

生涯学習講

座事業 

城西国際大学に委託し、大学教授等による公開講座を

実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

芸術文化支

援事業 

文化祭において発表の場の提供や、文化団体連絡協議

会(文団協)へと支援を行うことで、市民の文化活動の

活性化を促します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

生涯学習情

報提供事業 

生涯学習情報誌を作成し、東金市近隣に配布すること

で、市民のニーズに合った生涯学習情報を提供しま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

成人式開催

事業 

新成人から実行委員を募り、式典の運営および記念事

業・記念冊子の作成等に実行委員会の協力を得ながら

成人式を開催します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

平和推進事

業 

平和啓発事業を実施し、原爆の絵や写真の展示、原爆

の像に捧げる折り鶴制作の呼びかけを実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公開講座の参加

者人数 
人 

98 

(R 元年度) 
120 

延べ参加者数の積み上げ 

設定数値は R 元年度の数値。 
総合戦略 

文化祭来場者数 人 
1,600 

(R 元年度) 
2,100 

R2 年度は新型コロナウイルス感

染症のため中止。設定数値は R 元

年度の数値。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

５-⑴ こころ豊かなひとを創る 
世代を通して学び活動できる環

境づくり【公民館】 
生涯学習課 

 

施策の方向性 

子どもから高齢者まで、生涯にわたって自らを高め、豊かな人生を送れるよう、各世代のニ

ーズに応えられる生涯学習を推進します。また、城西国際大学をはじめ、様々な機関と連携を

図りながら、個人のスキルアップや交流の場としての役割も含め、生涯学習活動を推進しま

す。 

 

現況と課題 

◆公民館では、子どもから高齢者まで、幅広く生涯学習活動に取り組むきっかけの場や学習意

欲の向上と継続の場を提供し、更には人と人とのつながりを広げることで、生涯にわたる生

きがい作りの機会を提供しています。 

◆近年、公民館の利用団体数及び利用者数は減少傾向にあり、主に利用団体の高齢化による活

動休止が影響しています。 

◆中央公民館及び地区公民館は、平均築 40 年以上が経過し（福岡公民館を除く）、施設の老朽

化が著しく進行している状況です。 

 

主要施策 

◆公民館の貸館事業の実施 

生涯学習の場や人と人とのつながりの場を今後も持続的に提供するため、新規サークルの

利用促進を図ります。 

◆公民館施設改修事業の実施 

利用者が安心して利用できるよう、随時施設・設備の不具合箇所の修繕・改修を行い、安全

性の確保に努めます。 

 

 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

公民館主催事業 

夏休み・冬休み期間に期間中に、小中学生とその保

護者を対象とした「夏休み講座」「冬休み講座」を

実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

公民館施設改修

事業 

利用者が安全かつ安心して利用できるよう、施設及

び設備の修繕・改修を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 



129 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

中央公民館公民

館利用団体者数 

団

体 
58 67 

中央公民館の定期利用団体者数

の統計。 

今後の新型コロナウィルス感染

拡大の状況により当面の間は積

極的な事業展開及び利用者増が

見込めないため、令和元年度実績

に基づく水準への回復を目指し

ます。 

総合戦略 

地区公民館利用

団体者数 

団

体 
132 136 

全地区公民館の定期利用団体者

数の統計。 

今後の新型コロナウィルス感染

拡大の状況により当面の間は積

極的な事業展開及び利用者増が

見込めないため、令和元年度実績

に基づく水準への回復を目指し

ます。 

総合戦略 

中央公民館稼働

率 
％ 32.51 36.47 

中央公民館の稼働率の統計。 

当面の間は積極的な事業展開及

び利用者増による稼働率の上昇

が見込めないため、令和元年度実

績に基づく水準への回復を目指

します。 

総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

５-⑴ こころ豊かなひとを創る 
世代を通じて学び活動できる

環境づくり【図書館】 
生涯学習課 

 

施策の方向性 

子どもから高齢者まで、生涯にわたって自らを高め、豊かな人生を送れるよう、各世代のニ

ーズに応えられる生涯学習を推進します。また、城西国際大学をはじめ、様々な機関と連携を

図りながら、個人のスキルアップや交流の場としての役割も含め、生涯学習活動を推進しま

す。 

 

現況と課題 

◆高度情報化社会の進展や個人のライフスタイルや価値観の多様化など、近年の急激な社会

情勢の変化により新たな視点に基づく役割やサービスが求められています。 

◆従来の貸出サービスの他に個人や地域の課題解決を支援するレファレンスサービスを充実

させることで、図書館の情報提供能力を向上させていく必要があります。 

◆耐震診断は実施済ですが耐震補強工事は未実施の状況です。また、築４０年を経過し、施設

の老朽化が進行している状況にあります。 

 

主要施策 

◆図書館事業の実施 

自己啓発や生活の充実などの利用者のニーズに応え、質の高い学習機会を提供するために

資料の閲覧や貸出を行うとともに、読書相談や調べ物のお手伝いを行います。 

◆施設の維持管理 

老朽化が進んでいる図書館の適正な維持管理を行い、安全で良好な読書環境の確保を図り

ます。また、耐震診断の結果を踏まえて図書館の耐震工事を行います。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

図書館運営事業 

所蔵する資料の他に、所蔵しない資料については連

携している他の図書館より取り寄せて閲覧・貸出を

行います。また、定期的にテーマや作家を決めて本

の展示や紹介をし図書館運営を推進します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

図書館施設改修

事業 

施設の老朽化が進んでおり、耐震補強工事の設計を

行ったが、工事着工には至っていないことから、施

設の耐震化について早期の完了を目指します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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図書館主催事業 

普段、図書館を利用しない方でも足を運ぶような図

書に関する様々なイベントを企画し、図書館利用の

促進を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

図書館資料収蔵

事務 

東金市図書館資料収集基準に基づき資料を収集し

ます。また、利用者のリクエストを受け付けて収集

の参考とします。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

入館者数 人 35,155 148,000 

図書館の統計 

新型コロナウイルスの終息時期

が不透明であり、入館者数の増加

を図る積極的な事業を実施でき

ない為、令和元年度実績に基づく

水準への回復を目指します。 

― 

利用登録者数 人 14,726 15,000 

図書館の統計新型コロナウイル

スの終息時期が不透明であり、利

用登録者数の増加を図る積極的

な事業を実施できない為、令和元

年度実績に基づく水準への回復

を目指します。 

― 

蔵書数 冊 153,838 156,000 

図書館の統計 

書架への配架スペースが限界に

達していることから、新規に蔵書

登録するものと除籍するものを

差し引き、年間４００冊程度の増

加にとどめます。 

― 

貸出冊数 冊 234,163 280,000 

図書館の統計 

新型コロナウイルスの終息時期

が不透明であり、利用者数は減少

傾向にありますが、貸出上限数を

増やしたりリクエストが多い資

料を積極的に収集するなどして、

早期に令和１年度実績の水準へ

の回復を目指し、年間１万冊の増

加を目標とします。 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

５-⑵ こころ豊かなひとを創る 歴史・文化の継承 生涯学習課 

 

施策の方向性 

市内に残る歴史と文化は市民の財産であり、指導者やボランティアの育成・確保を図りなが

ら、歴史・文化遺産の収集・保存活用・展示活用に努め、次代に継承し地域への愛着と誇りを

育みます。 

また、東金文化会館の有効活用を図り、市内外の人々が本市の文化や芸術に触れ合える場と

機会の提供と充実を図ります。 

 

現況と課題 

◆獅子舞やお囃子を中心とした郷土芸能については、「まい・舞・はやしフェスタ」において

発表の場を設けていますが、参加団体が減少傾向にあります。次世代へ継承を行うために

も、各団体の活動へ継続した支援が必要です。 

◆現在、東金市では 67 の文化財の指定・登録がありますが、Ｈ22 年度を最後に指定が行われ

ていません。市内文化財の把握や、指定・登録を行うために調査を実施する必要があります。 

◆市内の文化財についてホームページや生涯学習情報誌、「東金市デジタル歴史館」において

ＰＲを行っていますが、現存のものに加え、新たな媒体やイベントによって広く周知を行う

ことが望まれます。 

◆所有する保管庫の老朽化のため、市で保管する古文書・民具等の資料の適切な保存や新たな

資料の受け入れを行うためにも、収蔵施設について改めて検討していく必要があります。 

◆市町村単位で文化財の保存と活用に関するビジョンや具体的な事業等を定める「文化財保

存活用地域計画」策定の動きが全国的に広まっています。東金市も文化財の保存・活用のた

めの取組みや組織作り等を定めた「文化財保存活用地域計画」を策定する必要があります。 

◆東金文化会館は、指定管理者が管理運営を行っています。貸館事業のほか、指定管理者によ

る自主事業なども実施しており、地域の文化振興と住民福祉の増進に寄与しています。 

◆東金文化会館は、昭和６２年に整備されており、老朽化による修繕が必要となってきていま

す。これまでに吊物設備など未更新のものや音響設備一部更新はしているものの、再度更新

時期が到来している設備もあります。施設・設備を計画的に更新していく必要があります。 

 

主要施策 

◆文化財の保存・活用 

専門家の協力を得て市内に遺る文化財を調査し、後世に遺すべきと判断した場合は「指定」

を行うことを検討します。また、「東金市デジタル歴史館」等を活用し、郷土の歴史・文化の

普及活動に努めます。 

国指定天然記念物である「成東・東金食虫植物群落」についても、山武市と協力して普及活

動を行います。 

文化財の保存・活用を図るため、専門家や庁内関係部署等も含めて「文化財保存活用地域計

画策定委員会」を組織し、文化財保存活用地域計画の策定を目指します。 
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主要施策 

◆無形民俗文化財の後継者育成・継承のため団体の活動支援 

東金の歴史・文化の継承のため、団体の活動への支援を行います。 

◆東金文化会館の管理運営 

住民サービスを効果的、効率的に提供するため、指定管理者による管理運営を行います。 

◆東金文化会館の維持管理 

文化施設を良好な状態を保ち、利用者が安全で快適に利用できる施設として提供するため、

維持管理を行います。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

文化財保護事務 

・専門家と協力し文化財の調査を行い、後世に遺す

べき資料の保存活用を行います。 

・「デジタル歴史館」の活用やパンフレット作成等

により、文化財の新たなＰＲを展開します。 

・無形民俗文化財保存団体の活動への補助を継続

して行います。 

・文化財保存活用地域計画の策定を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

東金文化会館管

理運営事業 

東金文化会館の指定管理者制度を活用し管理運営

を行うとともに、指定管理者と連携して、施設の修

繕、改修を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

東金市デジタル

歴史館アクセス

数 

回 104,000 304,000 

・現況数値はＲ2年度 9月末まで 

・設定数値はＨ30 年度開始から

の累計 

総合戦略 

文化財指定・登録

件数 
件 67 70 

1～2年に 1件のペースで指定 

Ｒ2年度現在(国指定1・県指定5・

市指定 54・国登録 7) 

― 

まい・舞・はやしフ

ェスタ来場者数 
人 

808 

(Ｈ30 年度) 
1,000 

2 年に 1度の開催ごとに 100人ず

つの増加 
― 

東金文化会館利

用者数 
人 

122,526 

（R1 年度） 
130,000 

R2 年度は新型コロナウイルス感

染症のため上半期イベント及び

貸館事業などは中止。 

設定数値は R１年度の数値 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

５-⑶ こころ豊かなひとを創る 
心身共に健やかな生活を営むため

のスポーツ振興 
ｽﾎﾟｰﾂ振興課 

 

施策の方向性 

体力・健康づくりや地域・世代間交流のために、全ての市民の体力や年齢に応じ、それぞれ

のライフスタイルに合ったスポーツ活動を推進します。 

また、東金アリーナなどのスポーツ施設の有効活用を図り、誰もが参加できるスポーツ活動

の場と機会の提供と充実を図ります。 

 

現況と課題 

◆近年、利便性の向上、情報化社会の進展、労働形態の変化などにより生活環境が大きく変化

し、便利で快適な生活が送れるようになった反面、それらのことは運動不足や精神的ストレ

スの増大などにつながり、人々の健康を脅かしています。また、自由時間の増大や高齢化の

進展は、明るく健康な生活への意識や関心を高め、人々は以前にも増して、健康で明るく豊

かな生活を強く求めるようになってきています。 

◆健やかで活力に満ちた生活を送るためには、年齢、性別、職業、障がいの有無等を問わず、

それぞれのライフステージにあったスポーツやレクリエーションを取り入れ、生涯にわた

りスポーツに親しむことが重要であることから、今後も引き続き誰もが気軽に楽しめるス

ポーツの機会を提供していくとともに、スポーツに取り組みやすい環境づくりに努める必

要があります。 

◆また、スポーツを行う場を提供するために東金アリーナ外３スポーツ施設（東金アリーナ、

東金市家徳スポーツ広場、東金青年の森公園野球場・庭球場、東金市トレーニングセンター）

の維持管理を行います。老朽化の目立つ東金アリーナの空調設備の更新等を行い、安心して

利用できる施設として維持します。 

 

主要施策 

◆学校施設の市民開放 

スポーツ活動の機会を提供するため、学校教育に支障のない範囲で小中学校の体育館・武道

館・グラウンドを市民スポーツ団体に開放します。 

◆スポーツイベントの実施 

関係団体と連携しながら市民一人ひとりの健康維持・体力増進のため、引き続き各種スポー

ツイベントを実施し、スポーツの普及・振興を図るとともに、さらなる参加促進のための取

り組みを進めます。 

◆スポーツ施設維持管理事業  

スポーツ活動の拠点として東金アリーナ外３スポーツ施設の維持管理を行います。特に東

金アリーナの空調設備の更新は、多額な費用を要することから計画的に更新をしていきま

す。 
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主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

学校施設開放事

業 

学校教育に支障のない範囲で、身近な市内小中学校

の体育館・武道場・グラウンドを市民スポーツ団体

に開放します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

スポーツイベン

ト実施事業 

市内８地区の対抗戦としている市民体育祭をリニ

ューアルし、新しい生活様式を踏まえ「だれでも気

軽に参加」、「競技力の向上」、「ニュスポーツの推進」

を前提としたスポーツイベントを実施します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

スポーツ施設維

持管理・運営事

業 

市民スポーツの振興及び市民の健康増進のため、東

金アリーナ外３スポーツ施設の管理運営を指定管

理者に委託するとともに、利用者が安全で快適に利

用できるよう維持管理を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

東金スポーツフ

ェスティバル（仮

称）の参加者数 

人 500 1000 

事前申込者及び当日参加者数 

現況値は R１年度に実施したス

ポレクデ－の参加者数 

― 

東金アリーナ外

３スポーツ施設

の利用者数 

人 236,378 280,000 

年度ごとの各施設の利用者数の

積み上げ 

現況値はＲ１年度の実績 

― 

東金・九十九里波

乗りハーフマラ

ソン大会 

人 3,000 3,000 

大会への参加者（エントリー）数 

現況値は中止となったＲ１年度

のエントリー数 

― 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

５－⑷ こころ豊かなひとを創る 
グローバル化への対応と地域間

交流の推進 
秘書広報課 

 

施策の方向性 

日本人と外国人が文化や習慣の違いを乗り越え、共生する社会を築くという「多文化共生」

を実現するため、国際交流活動、外国人相談窓口、刊行物の多言語化などを推進します。 

また、国内においても気候風土・文化の違いが学べる地域間交流活動を行います。 

 

現況と課題 

◆年々増加傾向にあった市内に在住する外国人住民の数（平成 26 年４月からの５年間で３割

増加）は、令和２年度は新型コロナウイルス感染症による入国規制の影響もあり減少に転じ

ましたが、今後も在住外国人が地域の一員として共に安心して暮らしていくための環境整

備を継続していく必要があります。 

◆平成 31 年４月に外国人相談窓口を開設し、テレビ電話を活用したタブレット型の通訳シス

テム（１３ヵ国対応）を導入するなど、外国語による相談業務を行う体制を整えました。外

国人への効果的な周知を継続し、窓口を必要とする外国人の活用に繋げることが課題とな

っています。 

◆在住外国人の国籍が多様化するなか、従来からの多言語による市政情報発信（城西国際大学

との協働による「暮らしの便利帳東金」翻訳版など）の積極的周知をはじめ、外国人に対し

特に周知が必要な情報を正確かつ効果的に提供するための手法を検討していくことが課題

となっています。 

◆国際交流では、姉妹都市であるフランスのリュエイユ・マルメゾン市とは書簡を主体とした

交流を行うとともに、地域在住の外国人との交流などを行う団体への支援を行っています。

多文化共生社会の実現を念頭に、今後も市民の国際理解を深めていくことが課題とされま

す。 

◆国内交流では、長野県安曇野市とは２０年におよぶ交流から平成２７年４月友好都市締結

に至り、近年は市議会や地区役員など交流の幅が広がっています。今後互いの市の魅力を更

に発信し、また、各種イベント等を通じ、更なる人的・物的交流につなげていくことが課題

です。 
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主要施策 

◆外国人への多言語（「やさしい日本語」を含む）による情報提供等 

日本語ができない外国人に対する従来からの情報提供手段（暮らしの便利帳翻訳版、ホーム

ページ自動翻訳機能、窓口来庁者への通訳システムでの対応）については更なる利用に繋げ

るための周知等を行います。また、国や関係機関が発信する外国語による刊行物・ホームペ

ージ・SNS などの活用を積極的に周知していくほか、外国人に特に周知が必要となる情報等

については「やさしい日本語」による情報提供を含めて検討します。 

◆多文化共生に向けた地域づくり 

多文化共生社会の実現に向け、広報等を通じ日本人住民の意識啓発を行います。 

◆国際交流の推進 

姉妹都市であるリュエイユ・マルメゾン市との交流の継続に加え、市民レベルでの国際交流

活動や日本語教育等の活動を行う団体等に対し助成するなど、地域での外国人との交流を推

進・支援し、国際理解の浸透に努めます。 

◆国内交流の推進 

関係自治体相互での PR や魅力の発信等を行うとともに、地域間での人的交流等を継続しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

多言語情報発信

事業 

「暮らしの便利帳東金」翻訳版については定期的に

改訂を実施するとともに、外国人に特に周知が必要

となるテーマについての情報提供方法に関しては、

「やさしい日本語」の活用も含め検討します。また、

外国人相談窓口の活用に向けて PR を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

国際交流事業・

国際交流等活動

助成事業 

姉妹都市であるリュエイユ・マルメゾン市との交流

を継続するとともに、地域で国際交流や日本語教育

を行う団体への助成を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

多文化共生推進

事業 

市民の多文化共生社会への理解促進に向けて、情報

提供等を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

国内交流事務 
友好都市である長野県安曇野市と各種交流事業を

継続します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 
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目標指標 

指標名 
単

位 

R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法 

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

外国人総合窓口

利用者数 
人 19 32 

外国人総合窓口における令和７

年度までの利用者数を各年とも

前年比１０％増を目指します。 

― 

友好都市との交

流者数 
人 

122 

(H29) 
675 

長野県安曇野市との交流者数 

令和７年度までの累計人数 675

人を目指します。 

― 
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第７章 計画の実現に向けて 

 

 

 

「計画の実現に向けて」 
 

まちづくりの柱を機能させるための行政の取組 

 

 

      

（１）厳しい時代に適応した行財政運営 

（２）広域的な連携によるまちづくり 

（３）技術革新を踏まえた新しい行政運営 

（４）市民との積極的な情報共有 
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番号 計画の実現に向けて 施策 担当課名 

⑴ 計画の実現に向けて 
厳しい時代に適応した行財政運営

【行財政 納税】 

総務課 

収税課 

 

施策の方向性 

常に事務事業の見直しや組織の効率化を進め、安定した財源確保や財政の健全化を図りな

がら、新しい行政ニーズにも対応した行財政運営を図ります。 

 

現況と課題 

◆徴収体制の強化、納税しやすい環境整備の推進、公金収納パワーアッププランの推進、受益

者負担の見直しに係る使用料等の見直しなどを行い、平成 18 年度から導入した有料広告事

業については、年間で約 300 万円の歳入を確保しています。 

◆本市の行財政改革はこれまで、「財政健全化」と「行政改革」の観点から進めてきましたが、

現在、「人（職員）」をテーマとした行革に併せ、財政健全化の取組については基金に頼らな

い予算編成・事業効果の検証などにより通常の業務の中で「行財政の最適化」を進め、通常

の行財政運営として取り扱っています。 

◆行政組織については、社会情勢の変化や多様化する市民ニーズなどの課題に対応した政策、

事業の推進、満足感のある市民サービスの提供を行うため、常に改善を図っており、また健

全かつ安定的な行政運営、自治体事務の変化へ対応するため、さらには市長のトップマネ

ジメントを実現させるために、機動的、効率的な組織体制を整備することを目的としてい

ます。 

◆しかしながら、人口減少や少子高齢化の影響により、社会保障関連経費の増加がみられ、こ

れに伴い特に福祉関連部署の事務負担の増が顕著となっており、こうした状況の中で、組

織の効率化を進め、限られた人的資源の配分を行うことが求められています。 

◆納税の調定項目については滞納繰越分の割合が高くなっており、差押え等の滞納処分を行

っても現年度分まで追い付かず、現年度徴収率が低迷しています。このため滞納処分を中

心に、納税相談や財産調査などを通じて、滞納者の実態等を把握したうえで差し押さえの

執行、あるいは執行停止や徴収猶予等の徴収緩和制度の適正な運用により、租税債権の確

実な徴収及び債権管理の適正化を図っています。 

◆平成 30 年度の市税の徴収率に係る県内順位は、54 市町村中現年度分 52 位、滞納繰越分 19

位、合計では 48 位（前年度 51 位）と低迷していますが、滞納処分の強化により、滞納繰

越分については大きく順位が向上した結果となっています。また、平成 31 年度の市税の徴

収率は 92.0％（前年対比 1.5％増）が見込まれ、県内平均値との差は緩やかではあるが縮減

の傾向にあります。 

◆今後も、自主財源の確保、税負担の公正性の確保、滞納者を納期内納税者に導く納税秩序の

確立及び滞納額の圧縮を目的とした徴収の強化を図り、徴収率の向上、滞納額の縮減に取

組む必要があります。 
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主要施策 

◆計画に頼らない行財政改革 

行財政改革を、形骸的になりがちな「計画（プラン）=行財政改革」として捉えるのではな

く、「通常の業務=行財政改革」と位置づけていきます。 

◆新たな財源の確保 

現状における行財政の最適化は、身の丈にあった財政運営、ルーティン事業の見直し、事業

効果の検証による効果の薄い事業のスクラップといった、いわば「緊縮財政」が主たる最適

化の手段となっておりますが、行財政改革の片翼となる新たな収入の確保策について速や

かに検討していきます。 

◆中長期的展望に基づく組織体制の構築 

各種施策の進捗状況を見極め、機動力のある組織づくりを中長期的視点で行います。 

◆効率的な組織体制の構築 

トップマネジメントをはじめとした指揮命令が円滑に伝達し、実行できるよう、効率的な組

織体制を構築します。 

◆納税環境の整備及び納税意識の高揚 

時間外窓口の開設、広報等による納期の周知、小学生を対象とした租税教室を実施するとと

もに、現年度分徴収率向上の観点から、口座振替を推進します。 

◆市税の公平性を保つため、財産調査、差押え等の滞納処分を強化します。 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

行政改革推進事

業 

有料広告について、既存媒体にとらわれず新た

な可能性を広げ、歳入確保を図るとともに、財

政の健全性と持続性の維持に努めるため、新た

な財源の確保策を検討し実行する。 

Ｒ3 年度 

～Ｒ7年度 
 

行政組織改編事

業 

基本計画の進捗状況を踏まえ、ヒアリングなど

を通じて庁内部署の状況を収集するとともに、

効果的効率的な行政組織を構築するために適

切な組織改編を行います。 

Ｒ3 年度 

～Ｒ7年度 
 

時間外窓口の開

設 

納付環境整備の観点より、毎月第３火曜日に午

後８時まで夜間窓口を開設します。また、最終

土・日曜日に休日窓口を開設します。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

広報等による納

期の周知 

広報とうがね、ホームページ、ＬＩＮＥ、庁内

窓口番号案内システムモニターにより納期の

周知を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

租税教室の開催 

税の意識や役割を正しく認識してもらうため、

将来の市を担う児童（小学校６年生）に対し租

税教室を開催します。 

R3 年度 

～R7 年度 
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口座振替の推進 

納税通知書発送時に口座振替はがきを同封し

ます。また、ペイジー導入により口座振替の簡

便化を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

滞納処分の強化 

市税の公平性を保つため、納付資力があるにも

かかわらず納付意思がないものについて、財産

調査の結果、差押え可能財産を発見した場合に

差押えを行います。また、表見財産が見つから

ない高額滞納者については捜索を行い、財産発

見に至らない場合は速やかに執行停止としま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

目標徴収率(市

税) 
％ 92.8  

月末毎の市税調定及び収入状況

により確認します。 
 

目標徴収率 

(国民健康保険

税) 

％ 66.0  
月末毎の市税調定及び収入状況

により確認します。 
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144 
 

番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

⑴ 計画の実現に向けて 
厳しい時代に適応した行財政運営

（職員の意識の育成・資質の向上） 

企画課 

総務課 

 

施策の方向性 

職員の事務執行能力や専門知識等の向上と公務員意識の育成に努め、職員の資質の向上を

図ります。 

 

現況と課題 

◆職員一人ひとりが、全体の奉仕者であることを改めて自覚し、意欲を持って職務に取り組む

ことはもとより、住民にとって身近な行政サービスの担い手としての心構えや公務員倫理

を備えた職員の養成はもちろんのこと、何よりも政策立案・形成能力、創造性、感受性、さ

らに効率的な行政運営を行うための経営感覚など、今後その重要性が高まる能力・資質の一

層の向上を図り、時代の変化に対応できる人材の育成を積極的に推進することが必要であ

り、本市の行政運営を支える職員を育成していくことが行政体としての組織を活性化し、ひ

いては東金市の活性化につながるものと考えています。 

◆本市では、職員の知識・能力向上に向けて、「東金市人材育成基本方針」において、職員の

それぞれの級ごとに求められる能力・資質のスタンダード（標準）を設定し、山武郡市広域

行政組合や千葉県自治研修センター等の外部研修機関を活用し、それぞれの職種、職層等に

ふさわしい研修を行うようにしています。また、必要性が高いものの本市では実施が困難な

高度・専門的な研修については、日本経営協会（NOMA）や市町村職員中央研修所（市町村

アカデミー）等の外部研修機関への参加により対応しています。 

◆人材育成を効果的に推進するため、職員研修を充実することと併せ、職場風土、人事管理等

の改善を図るとともに、職員一人ひとりが意欲を持って自己啓発等に取り組んでいくこと

が重要ですが、そのためには、管理監督者の自覚と部下に対する適切な指導・助言、さらに

は、こうした取組を支える人材育成推進体制を充実させる必要があります。 

◆女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の制定、保育の受け皿整備の加速化、女性

役員の登用に向けた企業への働きかけなどの取組を進めた結果、女性活躍は着実に進展し

てきました。しかし、働く女性が増える一方で、長時間労働の慣行や育児休業制度などを利

用しづらい職場の環境や風土などが、女性だけでなく男性にとっても、仕事と育児や介護等

との両立の妨げとなっています。また、共働き世帯の増加など家族の在り方が変化する中

で、「家事・育児・介護」において男性が主体的な役割を果たしていくこともますます重要

になっており、東金市男女共同参画プランを策定し、また東金市在住の千葉県男女共同参画

地域推進員の活動に協力することで男女共同参画を推進しています。 
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主要施策 

◆職員研修の実施 

職員研修について、一般的・平均的な実務遂行能力に加え、多様で高度な専門能力や特定の

分野における高度な業務に対応できる能力の養成など、職員一人ひとりの職種、階層等にふ

さわしい研修を行うよう努めます。 

◆目標による管理の促進 

「目標による管理」とは一般に、組織の全体目標と個人の目標を上司と部下の協働作業によ

り統合し、職員は設定された目標を（Plan-Do-See」のマネジメントサイクルに沿って実行

していくことをいい、職員が目標設定に参加することにより、モラールアップや創意工夫を

促し、自律的な仕事への取組と能力開発が期待でき、事務事業を効率的・効果的に進めるこ

とができると同時に、職員の士気高揚、創意工夫を促し、その自己管理に資するものです。 

このように、職務の遂行を管理監督者の職務命令により一方的に進めていくのではなく、管

理監督者による部下への動機付けとして部・課の目標を掲げ、各部・課等における組織目標、

個人目標の設定を管理監督者及び職員が協議しながら共有し、共有された目標に向かって

業務を進めていきます。 

◆男女共同参画プランに基づく男女共同参画の推進 

 令和２年度に改訂した男女共同参画プランを進行管理することにより、男女共同参画を推

進していきます。また、令和８年度を始期とした次期の男女共同参画プランを策定すること

で、男女共同参画の推進を継続します。 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

職員研修事業 

職員研修計画に基づき、職員一人ひとりの職

種、職層等にふさわしい研修を行い、職員の資

質の向上を図ります。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

職員管理事業 

人事評価を実施するほか、産業医の活用、職員

健康診断の実施、給与支給に係る人事給与ステ

ムの使用等により、安定した行政運営を図りま

す。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

男女共同プラン

推進事業 

令和２年度に改訂した男女共同参画プランを

進行管理することにより、男女共同参画を推進

していきます。また、令和８年度を始期とした

次期の男女共同参画プランを策定します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

⑴ 計画の実現に向けて 
厳しい時代に適応した行財政運営

（公共施設） 
企画課 

 

施策の方向性 

公共施設については、老朽化や人口減少に対応するよう施設の統廃合を含めた施設規模の

検討を含めて今後の維持管理を行います。 

 

現況と課題 

◆公共施設の老朽化が進んでおり、その更新費用などが安定した財政運営を進める上で大き

な問題となっています。こうした状況の中で、少子高齢化や人口減少の問題に対応していく

ためには、公共施設のあり方を見直し、変化する市民ニーズに適切に対応していかなければ

なりません。そのため、公共施設を統一的に整理し全体像を把握した上で、更新・再編・長

寿命化などを計画的に実施する必要があります。 

◆本市では、上記の課題に対応するため、国の要請を受け東金市公共施設等総合管理計画を平

成 28 年度に策定し、その後、統廃合なども含めた施設規模・配置などの検討や、今後の維

持・管理について一元的に推進する必要があるため、各施設の具体的な管理方針や手法を示

す個別施設計画を令和２年度に策定しました。 

 

主要施策 

◆個別施設計画に基づく公共施設の維持・管理 

 令和２年度に策定した個別施設計画を進行管理することにより、一元的に公共施設の維持・

管理を行っていきます。また、令和８年度を始期とした次期の個別施設計画を策定するた

め、各施設の統廃合を含めた施設規模・配置などをさらに検討していきます。 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

個別施設計画策

定事業 

令和８年度を始期とした次期の個別施設計画

について、各施設の統廃合などを含めた施設規

模・配置などを検討して策定します。 

R6 年度 

～R7 年度 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

⑵ 計画の実現に向けて 広域的な連携によるまちづくり 企画課 

 

施策の方向性 

効率的な行政運営のため、市の事務事業や既存の一部事務組合の事業の広域化の推進につ

いては、合理性・効率性を踏まえて取り組みます。 

 

現況と課題 

◆自治体間の連携・協力は、自治体毎の資源制約に対応する観点からも、今後さらに推進され

ることが考えら、自治体同士が枠を越えて連携・協力しながら行政サービスを提供すること

で、どの自治体に住む人も安心して生活し続けられる環境を整備し、減少する人口を近隣で

奪い合う競争から、主体性を発揮しながら近隣地域全体で魅力向上を図る協調へと転換す

る必要がある。 

◆本市は、九十九里地域の中核都市としての自覚と責任のもと、一体的な地域づくりや事務の

共同処理について、これら組合とともに主導的な役割を担ってきており、消防業務や斎場、

ごみ処理など、市単独ではなく広域での行政事務の執行が効率的である事務については、山

武郡市広域行政組合や東金市外三市町清掃組合による一部事務組合を組織し、広域で事務

を処理しています。 

◆また千葉市を中心とした都市圏の一員としての就労、生活の場などを圏域で完結すること

を目的とする共同施策の検討を行っており、従来の山武郡市内の連携とは異なる圏域での

連携の目的を始めたところです。 

◆平成 26 年４月には東千葉メディカルセンターが開院し、地方独立行政法人の共同設立団体

である九十九里町とさらに連携を強化し、病院経営に対する必要な支援を行っています。 

 

主要施策 

◆さらなる広域的連携の模索 

広域による行政執行が効率的である事務については、今後も一部事務組合による共同処理

を行います。また、近隣市町と、さらなる広域的連携の可能性を模索します。 

◆ちば共創都市圏の検討 

千葉市と周辺都市（東金市、四街道市、市原市、茂原市、大網白里市）で「東京」でも「地

方」でもない、新しいライフスタイルや価値観を「共」に「創」り上げることを目指した「ち

ば共創都市圏」において、勤労の場や公共施設の相互利用などの連携を検討していきます。 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

ちば共創都市圏

広域連携事業 

人口減少や少子高齢化による経済求心力の低

下を防ぐため、千葉市を中心とした圏域を再生

します。 

R3 年度～ 

 R7 年度 
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番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

 ⑶ 計画の実現に向けて 
技術革新を踏まえた新しい行政運

営 

情報管理

課 

 

施策の方向性 

近年の AIや IoT 等の最新情報技術の飛躍的な発展により、行政サービスの内容や提供体制

は、Society5.0 の推進を前提としたものに変革していくことが見込まれることから、行政事

務の効率化・高度化を図るため、RPA や AI など新たな技術の行政事務への活用を検討します。 

 

現況と課題 

◆自治体では、AI や RPA を活用し、業務を効率化する動きが広がっている。AI では音声認

識や自動応答等の機能を活用した取組が進められ、RPA の活用ではこれまで職員が行って

いた各種の事務作業(集計・入力・作成等)を自動化させており、これらによって、作業時間

の短縮や作業の正確性が向上し業務の効率化を実現させている。また、IoT では、パソコン

やスマートフォンだけでなく、家具や家電、住宅、自動車、カメラ、建物等様々なモノがイ

ンターネットとつながり、情報流通の促進による様々な社会課題の解決や新たな社会価値

の創出が可能となる時代が到来しつつあります。 

◆平成 28 年１月のマイナンバー制度の運用開始を契機として、個人情報や情報資産を守るた

めの情報セキュリティ対策が官民において強化され、本市においても、三層からなる情報セ

キュリティ対策の抜本的強化対策に取り組んできた。一方で、標的型メール攻撃やアプリケ

ーション等の脆弱性を悪用したサイバー攻撃は日々高度化・巧妙化していることや国が示

す情報セキュリティのガイドラインが改訂されることから、当市においても情報セキュリ

ティの見直しを検討していく必要があります。 

◆令和元年５月に公布(同年 12 月に施行)された「デジタル手続法」や同年６月に改訂した「世

界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」、「デジタル庁」を設立する

こと等において、「社会全体のデジタル化」を進めることとしている。その中で「地方公共

団体のデジタル化」も政策の一つに位置付けており、マイナンバーカードの普及・活用、行

政手続のオンライン化、マイナポータル の活用、システム等の共同調達・利用の推進（全

国共通の標準仕様書の作成等)等に取り組むこととされており、本市としても、時代の潮流

に応じた最新情報技術に対応していくほか、既存の情報システムについて、法改正等による

ソフトウェア改修やパソコンやサーバ等のハードウェアの故障又はその予防に対応してい

く必要があります。 

 

主要施策 

◆AI、RPA 等の最新情報技術の活用について検討していきます。 

◆国の示す情報セキュリティポリシーのガイドライン改訂を受け、情報システムを再構築し

ます。また、情報漏えい事故が発生しないよう技術的な対策のほか、職員への研修を継続し

ていきます。 
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◆情報システムを他の自治体と共同調達・利用する自治体クラウドを推進します。 

◆市民等の利便性向上や新型コロナ等感染症対策のため、オンライン手続を推進します。 

◆情報システムの維持管理を行います。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

AI、RPA 等最新

情報技術の検討

事業 

AI、RPA 等の最新情報技術の活用について、導入

費用の抑制を図るため、他の自治体との共同調

達・利用を検討していきます。 

～R7年度  

自治体クラウド

の推進 

情報システムの共同調達・利用について、合理性・

効率性・費用対効果を踏まえ推進していきます。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

オンライン手続

推進事業 

行政手続について、市民等が来庁することなく手

続できるようインターネットを利用したオンラ

イン手続を推進します。 

R4 年度 

～R7 年度 
 

情報システム維

持管理事業 

情報システムを構成するネットワークや職員用

パソコン、業務用端末やサーバ等の維持管理を行

います。また、国の示す情報セキュリティのガイ

ドラインの改定に伴い、情報セキュリティの仕組

みを再構築するとともに、職員への研修を継続し

ていきます。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

コンピュータ

ウイルス感染 
件 0 0 

令和 2 年度と同様に 0 件を目指し

ます。 
 

情報セキュリ

ティ研修 
人 200 全職員 

令和 2 年度と同数以上の研修受講

者数を目指します。 
 

情報システム

の共同調達・

利用 

円 
現行 

予算 
▲10% 

基幹系業務システム等の共同調

達・利用化を検討する。共同化す

る場合には、当市単独システム導

入よりも費用を抑制することを

目指します。 

 

オンラインに

よる行政手続

の件数 

件 未確定 1.5 倍 

「ぴったりサービス」等の電子申

請に加えて、各課申請業務にオン

ライン化システムを導入し、オン

ライン申請を推進します。 

 



150 
 

 

番号 まちづくりの柱 施策 担当課名 

⑷ 計画の実現に向けて 市民との積極的な情報共有 企画課 

 

施策の方向性 

市民がより情報を取得しやすく、かつ政策・施策に市民の意見・アイデアを積極的に取り入

れるための情報発信・意見聴取の方法が求められており、「広報とうがね」やホームページの

ほか、さらにインターネットを活用した広報活動など、市民と行政の情報の共有化を推進しま

す。 

 

現況と課題 

◆広報活動では、情報をタイムリーに分かりやすく伝えるため、「広報とうがね」の発行（毎

月１日号・１５日号）および市ホームページの運用を行っています。 

◆令和元年５月には SNS（ソーシャル・ネットワーキングサービス）として、インスタグラ

ムを、続く令和２年９月には LINE を新たな情報発信手段として開始し、より幅広い層に

対する情報発信の強化を行い情報発信に対する市民の満足度向上に繋げることを努めてい

ます。 

◆多様化する市民ニーズに対応していくために、従来型の広報の手法に加え、必要な人に必要

な情報を届けるための手法を新たに検討していくことが課題になっています。また市民と

ともにまちづくりを進めていくためには、市民と行政が市政情報や課題を共有したうえで、

相互理解を深めていく必要があり、「市長への手紙（メール）」、「市長が伺います」、「市政座

談会」、「出前講座」等の広聴活動や市民アンケートにより、さまざまな意見、要望、提案等

の聴取、意見交換のほか、、市の施策や事業がどの程度周知、理解されているかを把握して

います。 

 

主要施策 

◆多様な情報発信手段を効果的に活用した広報活動の推進 

市民ニーズ等が多様化や SNS 等の情報発信手段の多様化も急速に進んでいる状況を踏ま

え、必要な情報を必要な人に届けるという観点から、情報発信の目的や対象者に応じ、情報

発信手段（広報とうがね、ホームページ、LINE、インスタグラムなど）がそれぞれ有する

特性を効果的に利用し、より多くの市民の皆様に必要とされる情報を的確に伝え、情報発信

に対する市民の満足度向上に繋げていきます。 

◆広聴活動の推進 

市民とともにまちづくりを進めていくためには、市民と行政が市政情報や課題を共有した

うえで、相互理解を深めていく必要があります。そのため、「市長への手紙」、「市長へのメ

ール」、「市長が伺います」等の広聴活動を通じ、市政運営の参考とするため、さまざまな意

見、要望、提案等の聴取や意見交換を行います。 

◆報道機関への積極的な市政情報等の発信 

定例記者発表や FAX による随時の情報提供を通じ市政情報の発信を行い、市の施策等を積
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極的に PR します。 

◆市民要望の把握 

市が実施している施策毎に市民が感じている満足度、不満足度と重要度を把握するため市

民アンケートを実施、分析し、基本計画に掲げた目標達成管理に活用するとともに、市の施

策展開に反映させます。 

 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

広報事務 

市役所からのお知らせや、市内で開催される

様々な催し物の案内、市民生活に関することな

どを掲載した「広報とうがね」を毎月２回（１

日号・１５日号）を発行します。 

市ホームページを運営・管理し、市民及び市

外の閲覧者に市政情報、地域情報、観光情報、

防災・災害情報などを迅速に発信します。 

SNS を活用し、市の魅力の発信や利用者が求め

る情報を分かりやすく迅速に発信します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

広聴事務 

「市長への手紙」、「市長へのメール」「市長が伺

います」などを通じ、市民の意見、要望、提案

等の聴取や意見交換を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

市民要望把握事

業 

市民アンケートを実施し、施策に対しての調査

を行うことで市民要望を把握し、その後の行政

運営に活用できるようにアンケート調査報告

書を作成する。 

R3 年度 

～R7 年度 
 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

市ホームペー

ジの年間アク

セス件数 

件 403,913 444,304 

市ホームページのトップページ

年間アクセス件数 

令和２年度の10％増を目指しま

す。 

 

LINE 登録件

数 
件 1,656 7,200 

市の公式 LINE アカウントへの

登録件数 

令和７年度末時点で 7,200 件を

目指します。 
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市の情報発信

の満足度（市

民 ア ン ケ ー

ト） 

％ 
36.3 

（R１） 
51.3 

市民アンケートの「市の実施事

業の情報発信について」に対し、

「十分に情報発信されている」

及び「どちらかといえば情報発

信されている」との回答割合に

ついて、15 ポイント増加を目指

します。 
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第８章 まちづくりの基礎・土台 

 

 

 

「まちづくりの基礎・土台」 
 

人口減少・少子高齢化の進行により、社会課題が多様化・複雑化していく傾向

にある中で、行政は、市民と連携して行政活動を行います。 

 

      

（１）自治活動の維持活性化 

（２）様々な主体との協働の推進 
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番号 計画の実現に向けて 施策 担当課名 

⑴ まちづくりの基礎・土台 自治活動の維持活性化 地域振興課 

 

施策の方向性 

◆地域では、自治活動を通じ、多くの公共的な役割を担っていただいていますが、近年は、自

治活動への参加率の低下や役員の担い手不足など様々な課題を抱えていることから、自治

活動の維持活性化を図るため、支援体制の構築などに取り組みます。 

 

現況と課題 

◆少子高齢化を伴う人口減少の進行による市税収入の減少等により、行政は今後財政規模の

縮小が避けられない状況にありますが、社会保障費の増大等、行政需要はますます増加・多

様化する傾向にあり、今後の市の業務やまちづくりは地域・市民と手を携えて推進していく

必要があります。 

◆一方、地域にはこれまでも公共的な役割を幅広く担っていただいてきましたが、近年は、区

（自治会）への加入率の低下や役員の担い手不足などにより、これまでどおりの自治活動を

継続することが難しくなってきていることから、区（自治会）や地区などの地域コミュニテ

ィによる自治活動の維持活性化の支援とともに、積極的な連携を図り、市民と行政が一体と

なったまちづくりに取り組むことが必要です。 

◆地域と行政の連携協力及び地域への支援のための基盤となっていただくため、市内１２地

区（東金、日吉台、田間、嶺南、城西、公平、丘山、大和、正気、豊成、福岡、源）を単位

として、地域に根差した各種団体の代表者等で構成される「地区振興協議会」を組織化して

いただきました。 

◆まちづくりの基礎・土台である地域との連携の方策について、市役所内における共通認識・

連携を図った上で、地区振興協議会との協議を進めていく必要があります。 

◆地区公民館については、これまでも地域の社会教育活動や自治活動に活用いただいていま

すが、都市計画マスタープランに定める土地利用方策と連携し、地域振興の拠点施設として

の機能強化を図るため、（仮称）地区コミュニティセンターへの転換を検討しています。 

◆センターへの転換に当たり、施設の管理体制のあり方、各種団体やサークルによる利用調整

の方法等について課題があり、地域との調整が必要です。 

 

主要施策 

◆地区振興協議会を基軸とした地域と行政の連携協力体制の確立 

市役所各部署で、現に地域との連携協力により実施している事業や、今後更なる地域との連

携協力が必要となる事業を洗い出し、市役所内で調整・連携した上で、地区振興協議会との

協議を実施します。必要に応じ、モデル地区で先行して新規の連携協力事業を実施し、必要

となる予算・人員等についての検証等を行います。 

また、区に未加入の住民も対象とした事業とすることで、地域における共助の必要性・重要

性についての理解促進を図り、区（自治会）への加入につなげるとともに、連携協力体制確

立のための前提として、地区振興協議会に対し、運営費の助成等をはじめとする財政的支援
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や、市職員による事務局業務の実施等の人的支援を行います。 

◆地区公民館の地域振興拠点としての機能強化 

（仮称）地区コミュニティセンターへの転換に向け、地区振興協議会と必要な協議・調整を

行います。地域の合意が得られた場合には、センターへの転換のための条例案を議会に提案

します。また、センターへの転換に合わせ、公民館主事に代わる（仮称）地区支援員を配置

し、自治活動の支援を行うとともに、国の集落支援員制度の活用等による職員の増員を検討

する等、地域振興の拠点施設としての機能強化を図ります 

 

 

 

 

  

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

地区振興協議会
運営費交付事業 

公共的役割を担っている地区振興協議会の運

営や事業に要する費用の一部を交付金として

支給します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

ふるさと納税を
活用した地区交
付金の支給 

ふるさと納税の寄附者が応援したい地区を指

定した場合に、寄附額の 50％に相当する金額を

自治活動の実施の経費としてその地区に交付

します。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

一般コミュニテ
ィ助成事業 

一般財団法人自治総合センターの助成制度を

活用し、12 地区を対象に自治活動に必要な備品

の整備に要する経費の助成を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

地区公民館のコ
ミュニティセン
ターへの転換の
推進 

地区公民館の地域振興拠点としての機能強化

の第一段階として、地域と協議しながら（仮称）

地区コミュニティセンターへの転換を推進し

ます。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 

目標指標 

指標名 単位 
R2 年度 

（現況） 

R7 年度 

（目標） 

測定（取得）方法      

及び設定の考え方 

位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

区(自治会)へ

の加入率 
％ 63.28 70.00 

区長への毎年度の調査 

7 割への回復を目指す 
総合戦略 

ふるさと納税
を活用した地
区交付金支給
額 

円 
377,000 

R1 実績 
600,000 

寄附金の納入通知 

１地区５万円×12 地区 
総合戦略 
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番号 計画の実現に向けて 施策 担当課名 

⑵ まちづくりの基礎・土台 様々な主体との協働の推進 地域振興課 

 

施策の方向性 

地域コミュニティのほか、特定の目的を持った人々によって構成されるボランティアグル

ープや市民活動団体など多様な主体との協働による行政活動を行います。 

 

現況と課題 

◆少子高齢化を伴う人口減少の進行による市税収入の減少等により、行政は今後財政規模の

縮小が避けられない状況にありますが、医療費や介護給付費等の社会保障費の増大や、高度

経済成長期につくった公共施設等の老朽化対策など、行政需要はますます増加・多様化する

傾向にあります。 

◆今後の市の業務やまちづくりは地域・市民と手を携えて推進していく必要があり、これまで

公共的な役割を幅広く担っていただいている区（自治会）や地区などの地域コミュニティと

の連携・協力の更なる推進に加え、ボランティアグループや市民活動団体などの多様な主体

との連携・協力を推進することにより、市民と行政が一体となったまちづくりに取り組むこ

とが必要です。 

 

主要施策 

◆市民活動団体等との協働の推進 

市民活動団体等の状況を把握した上で、市民活動等に関する情報の発信・交換の場の提供

や、活動中の事故に備えた保険への加入等、側面的な支援を行うとともに、市の業務やまち

づくりを進めるに当たり市民活動団体等の協働提案内容と市役所各部署との積極的なマッ

チングを図ることにより、市民活動団体等との協働を推進します。 

 

主要事業 

事業名 事業概要 事業期間 
位置づけ 
（重点戦略／総

合戦略） 

市民活動総合補
償制度 

市民活動に参加しやすい環境を整えるため、市

民活動中の事故によるけがや賠償責任を補償

する保険に市として加入します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

市民活動情報コ
ーナーの運用 

市民活動団体等の活動内容や会員募集等の広

報物を掲示することで、市民活動団体等の情報

の発信や交換を支援します。 

R3 年度 

～R7 年度 
― 

市民活動支援制

度 

ボランティア活動団体をはじめとする市民活

動団体に対し、事業の円滑な遂行やその定着の

ための支援を行います。 

R3 年度 

～R7 年度 
総合戦略 



 

 

  



 

 


